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 本報告書は、当研究所の平成 29～31 年度外務省外交・安全保障調査研究事業（総合事業）
「インド太平洋の海洋安全保障と『法の支配』の実態化に向けて：国際公共財の維持強化
に向けた日本外交の新たな取り組み」の 3 年間の研究成果を取りまとめたものです。 

 太平洋とインド洋という二つの海をまたぐ「インド太平洋」地域においては、自由で開
かれた、国際法に基づく海洋秩序こそが、21 世紀の繁栄の基礎となります。しかし、この
地域では中国による海洋進出などの伝統的脅威、多くの自然災害や海賊、海難事故などの
非伝統的脅威、また沿岸諸国の海上警備能力や港湾施設の未整備など、課題が山積してい
る状況です。日本は、インド太平洋地域の海洋秩序に大きな関心と責任を有する海洋国家
として、こうした問題に積極的に取り組むため、2016 年以降「自由で開かれたインド太平
洋戦略／構想」を外交政策の主軸として推進し、価値や戦略的利益を共有する米国や豪州、
インド、東南アジア、太平洋諸国などの国々との協力を進めてきました。 

米、豪、印、ASEAN などがインド太平洋構想に言及している一方、その構想にも多様性
があるのも事実です。また、日本のインド太平洋構想自体が未だ進化の途上にあり、その
具体性や実効性が問われています。自由で開かれたインド太平洋構想が、海洋安全保障、
連結性、普遍的価値などの分野で『法の支配』の原則を実態化し、海洋を誰もが自由に利
用できる国際公共財として維持する実効性を持つ外交政策となるため、現状の安全保障環
境の学際的分析を踏まえた現実的な政策提言がより一層求められています。 

以上のような背景や問題関心を踏まえ、3 年間の研究活動では、インド洋地域の安全保障
環境や海洋をめぐる紛争、域内諸国の海洋を中心とした安全保障政策を取り上げ、インド
洋地域の地政学的ダイナミズムを検討することを試みました。本報告書には委員諸氏の専
門的知見と議論の積み重ねが反映されております。 

なお、ここに表明されている見解はすべて個人のものであり、当研究所の意見を代表す
るものではありません。今回の研究成果が、我が国のインド太平洋構想の具体化と域内諸
国での受け入れ拡大に向け、有益な視座を与えるものとなることを期待します。最後に、
本研究に真摯に取り組まれ、報告書の作成にご尽力いただいた執筆者各位、並びにその過
程でご協力いただいた関係各位に対し、改めて深甚なる謝意を表します。 
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序章 インド太平洋の新秩序と日本 
－ルールに基づく多極秩序を目指して－ 

 

菊池 努 
 

１．はじめに 
地域の国際関係が大きな変動を経験するとき、それに対応するために新たな地域戦略や

構想が提示されることがある。1970 年代の世界とアジアの激動に対して日本が提示した、
日本と東南アジアとの新しい関係構築の契機となった「福田ドクトリン」や、アジア太平
洋諸国の経済協力への新たな取り組みを提唱した「環太平洋連帯構想」は、そうした戦略
や構想の事例である。 

今日再び、アジアの国際関係が激しく変動している。この背景には国力を増進させた中
国が自己主張の強い、攻撃的な対外行動をとるようになったこと、また、そうした中国に
対して、これまで中国との関係を深めることで同国の行動原理を変えようとしてきたアメ
リカが、より競争的で対決姿勢が顕著な政策をとるようになってきたことなどが作用して
いる。 

アジアの国際関係の変動に対応するために関係諸国や地域組織が新たに推進している
のが「インド太平洋」という地域概念に基づく地域戦略や構想である。1980 年代以降の「ア
ジア太平洋」、1990 年代後半以降の「東アジア」を中心とした地域の取り組みに代わって、
太平洋とインド洋を結ぶ広大な海域を包含する「インド太平洋」が戦略的にも経済的にも
一つのまとまりをもった地域として観念され、地域の変動に対する各国の対外政策を展開
する主要な舞台になりつつある。 

実際、日本政府は「自由で開かれたインド太平洋構想（FOIP）」を掲げ、オーストラリア
やインドもインド太平洋構想を提唱している。アメリカ政府もトランプ政権のもとで、「自
由で開かれたインド太平洋戦略」を推進し、この地域へのアメリカが関与する際の基本的
な方針を明らかにした。 

インド太平洋という概念に警戒的であった ASEAN（東南アジア諸国連合）も 2019 年 6

月に「インド太平洋」に関する見方（「アウトルック」）を公表し、日米豪印などの諸国の
インド太平洋構想に対応した、ASEAN としてのインド太平洋への取り組みに関する統一
的な考え方と指針を示した。 

中国はインド太平洋を軸にした構想や戦略は中国の台頭を抑えようという戦略的狙い
（中国封じ込め）を秘めたものであるとして一貫して警戒的だが、中国が「一帯一路」戦
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略の下で推進する「21 世紀海のシルクロード」構想は、太平洋とインド洋を一つのつなが
りを持った地域として捉えた、「中国版のインド太平洋構想」といえる。 

中国はまた、中国とインド太平洋諸国を結ぶさまざまな経済回廊構想を推進している。
いずれの戦略や構想も政治、経済からインフラ建設や連結性プロジェクト、海洋安保など
幅広い分野でインド太平洋の諸国と中国を結びつけようという構想である。 

今日、この地域の主要なプレーヤーのインド太平洋戦略や構想が出そろったところであ
る。今後これらのインド太平洋戦略や政策が展開される中でこの地域の政治、経済、安全
保障の秩序の在り方が決められてゆくことになろう。 

各国の構想や戦略には、海洋の安全保障などの海洋への着目、インフラ整備や自由貿易
協定の締結などの経済連携と連結性への関心などの類似点もあるが、地理的範囲や想定す
るメンバー、地域協力の原則などでの違いもある。 

日本の「自由で開かれたインド太平洋」戦略の目標は、インド太平洋においてこれまで
の平和と繁栄を支えてきた、自由で開かれた、ルールに基づく秩序を維持強化することに
ある。具体的には、自由で公正な貿易、透明な経済制度、航行の自由、紛争の平和的解決、
国際法・国際規範の遵守、法の支配、主権の尊重などの諸原理、原則によって支えられた
地域秩序を強化することである。 

日本の課題は、各国や地域組織のインド太平洋戦略や構想を丹念に紐解き、多様な構想
や戦略が織りなす地域の国際関係を、日本にとって望ましい方向へと導くことである。 

その際、この地域の国際関係の大きな変化を的確に認識することが大事である。 

米中という二つの大国の対立と競争が顕著になっていることから、この地域の将来を展
望する際に、米中関係の動向に着目するのは当然である。実際、アジアの将来を展望する
多くの議論が米中関係の動向を検討の中心に置いている。中国による単独覇権の形成やア
メリカの覇権構造の復活、米中冷戦から米中による共同統治体制論（G2）まで、さまざま
な地域のシナリオが描かれている。 

しかし同時に、この地域にはもうひとつ大きな変化が生まれていることにも注目する必
要がある。つまり、アジアの国際関係の特徴のひとつは、米中以外の国や地域組織の強靭
性が高まり、この地域の国際関係の在り方に影響を及ぼす意思と能力を有するようになっ
たことである。 

アジア太平洋諸国との政治、経済、安全保障面での関係が希薄だったインドは、1990 年
代以降の「ルック・イースト（Look East）政策」や現モディ政権の「アクト・イースト（Act 

East）政策」のもとで、インド太平洋の主要国となるべくこの地域での活動を拡大してい
る。 
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「インド太平洋」という地域概念はオーストラリア外交を活性化している。1980 年代以
降注目を浴びた「アジア太平洋」においても、1990 年代後半に提唱された「東アジア」と
いう地域概念においても、オーストラリアは地理的には周縁部に位置する国家であった。
しかし、「インド太平洋」においては、オーストラリアはインド洋と太平洋を結ぶ結節点に
位置する、扇の要でもある。オーストラリアは「周縁」から地域の国際関係の中心に姿を
変えつつある。 

オーストラリアは「大国間競争の時代」（モリソン首相の言葉）に対応すべく、インド太
平洋諸国との連携を強めている。実際、これまで比較的関係の弱かったインドをはじめと
するインド洋諸国との関係強化を推進している。また、自国が「インド洋の国家」である
という自己認識も形成されつつある。 

加盟国が 10 カ国に拡大した ASEAN（東南アジア諸国連合）は、内部の一体性の維持に
苦心しているが、冷戦期の厳しい国際環境を乗り越え、冷戦後の不透明な国際環境の中自
らが中心になって多様な地域制度を構築して地域の安定を図ってきたとの経験と自負があ
る。一つ一つの国家は大きな脆弱性を抱えているが、ASEAN という地域制度を通じてそう
した脆弱性を補完し、大国政治に立ち向かう意思を失ってはいない。 

これらの諸国は、大国政治を傍観し、荒波に翻弄されるだけの国家ではない。インド太
平洋の安定が保証されない時代にあって、対立を緩和し、協力を促進する方途を探ってい
る。経済的にも軍事的にも一定の力を有している。 

日本にとって、対立であれ協調であれ、インド太平洋地域の今後が米中関係によっての
み規定されるのは望ましくない。日米同盟は、他に代替手段のない、今後の日本にとって
引き続き死活的に重要であるが、米中の激しい対立（米中冷戦）は日本の利益を毀損する
可能性が高いし、逆に米中の協調（G2）は日本の国際的、地域的影響力を著しく弱体化し
よう。いずれの場合も日本の行動の余地は小さくならざるを得ないであろう。 

「自由で開かれたインド太平洋」を実現するためにアメリカの継続的かつ積極的な関与
は不可欠である。日米同盟強化はインド太平洋戦略の最優先の課題である。 

同時に、アメリカの関与を確保しつつ、インド太平洋の国際関係の基本構造が米中関係
によって規定されることを回避し、日本の対外行動の自由を確保することが日本のインド
太平洋戦略の最も大きな課題である。この点で、米中関係によって地域の国際関係が規定
されるのを望まず、自国の行動の自由と地域の国際関係への積極的関与を可能とする「多
極アジア」に期待をする、インド、オーストラリア、ASEAN 諸国などの有する独自の力と
意思をどのように日本の構想に活かすかを検討すべきであろう。 

以上のような観点から、主要な諸国や地域組織のインド太平洋戦略・構想を検討してい
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きたい。 

 

２．「米中基軸」vs「多極アジア」 
アメリカ政府のインド太平洋戦略に特徴的なのは、中国への警戒と不信である。米国防

総省が 2019 年 6 月に公表した「インド太平洋戦略報告書」の基調は、18 年 11 月のペンス
副大統領による中国批判を引き継ぎ、米国を西太平洋から駆逐しようとする中国への警戒
心である。実際、「アメリカをアジアから放逐しようとしている」、「国家主導の経済モデル
をこの地域に広めようとしている」、「自国に有利な形にこの地域を作り変えようとしてい
る」、「二つの異なる世界観の対立」、「中国は既存の秩序を変えようとする『現状変更勢力』」
など中国への厳しい見方が表明されている。 

この報告書は、中国は法の支配に基づく秩序の価値と原則を侵害する「修正主義国家」
であると断じ、中国は軍事力や経済力を駆使して短期的にはインド太平洋の地域覇権を、
長期的にはグローバルな超大国になることを目指していると指摘している。 

中国の習近平国家主席の旗艦事業として中国が推進している「21 世紀海のシルクロード」
構想の主要な対象は南アジアや東南アジアの諸国である。中国はこの地域の港湾や鉄道、
道路などのインフラ整備を通じて中国主導の巨大経済圏の建設を目指しているといわれる。
この構想の背後にあるのは、アメリカとの競争、対抗である。中国は近年、周辺諸国との
関係強化を目指す「周辺外交」を積極化しているが、そこでも中国の念頭にあるのは、周
辺諸国へのアメリカの影響力拡大への懸念である。 

1990 年代までは中国はアジアにおいては ASEAN 主導の地域制度を重視する姿勢が特徴
的であったが、近年これと並行して独自の地域制度の形成を推進している。 

中国は「一帯一路」やアジアインフラ投資銀行（AIIB）、インド太平洋の各地に計画する
「経済回廊」構想など、自らのイニシアティブを積極的に行使している。「一帯一路」は中
国を中心とした巨大経済圏の構想である。 

米中いずれもインド太平洋を米中の競争と対決の場と見る傾向が顕著であり、アジア各
国への政策は米中対立への対応の一部という側面が強い。それぞれの対米、対中政策の派
生として各国への政策が位置づけられる傾向が強い。 

こうした見方は、国際政治学者が指摘する「パワー・トランジション」の議論と符合す
る。近年国際政治学者が注目してきたのは、中国の台頭に伴う、アジアでの地域覇権を巡
る米中対立というシナリオである。ここでは、米中二国間関係の動向がアジア地域の国際
関係の基本構造を規定するとされる、米中基軸のアジアの地域秩序論である。他のアジア
諸国の役割は限定的である。 
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米中の対立が激化する中で、米中関係の動向でこの地域の秩序が形成されることへの警
戒感もある。インドや ASEAN の「インド太平洋」についての構想や認識には、そうした
懸念が反映されている。 

これらの諸国は、米中基軸の地域秩序が自らの行動の幅と政策の選択肢を制約すること
を懸念している。また、今後の政策展開に不透明性が残る米中二国の関係に地域の将来を
委ねるリスクも認識している。 

これらの諸国はまた、地域の国際政治の行方を左右する Swing States でもある。つまり、
これらの諸国の対外姿勢が今後のインド太平洋の国際関係の在り方に大きな影響を及ぼす。 

日本やオーストラリアはアメリカの同盟国である。両国にとってアメリカとの同盟関係
は外交安保政策の基軸であり、同盟関係を強化する試みに積極的に対応してきた。アジア
の国際関係が緊張の度を増す中で、アメリカを引き続きこの地域に関与させることの重要
性を両国は認識している。インド太平洋戦略に関しても、両国はアメリカの関心をこの地
域に引き付けるうえで有意義なものと認識しており、アメリカとの協調を重視する姿勢を
とっている。 

ただ両国は、アメリカのインド太平洋戦略に協調しつつも、対中政策やこの地域の貿易
秩序の在り方をはじめとする個別の政策では必ずしも方針が一致しているわけではない。
また、両国にもこの地域の国際関係が米中関係を基軸に形成され、自国の運命が米中関係
の動向で決められてしまうことへの警戒と懸念がある。 

日本、オーストラリア、インド、ASEAN 諸国などは単独では秩序形成の主体にはなりえ
ないが、一定の国力を持ち、今後さらに国力を増大させる潜在力を持ち、重要な戦略的要
衝に位置し、この地域の国際関係の形成に主体的かつ能動的に関与しようとしている。こ
れらの諸国にとっては、自らの行動の余地を広める「多極アジア」が望ましい。 

 

３．「多極アジア」のためのインド太平洋構想 
（１）インドのインド太平洋構想と「多極アジア」 

インド外交が能動的である。とりわけ現モディ政権（2014～）は「アクト・イースト」
政策を掲げ、インド太平洋の国際政治経済への関与を強めている。 

インドにとって、米中いずれの単独での地域的覇権も好ましくない。また、対立であれ
協調であれ、米中二国間関係が地域秩序の基盤となることにインドは警戒的である。いず
れもインドの対外政策の自由度を制約し、インドが重視する戦略的自律を損なうからであ
る。 

2018 年 6 月にシンガポールで開催された「シャングリラ・ダイアローグ（アジア安全保
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障会議）」でモディ首相は「開かれた、包摂的なインド太平洋」の構想を提唱した。ここで
の「包摂的」とは、米中両国の構想が内包する米中基軸論へのインドの警戒心を反映した
ものとみることができる。「インド太平洋構想」への中国の参加の余地を残し、中国に敵対
的で、中国を排除したアメリカの戦略に巻き込まれるのを回避すると同時に、アジアにお
けるアメリカの影響力の低下を狙って「アジア人によるアジア」を唱える中国に対しては、
アジアへのアメリカの継続的な関与の余地を残そうとしたものであろう。 

インドは冷戦終結後のアメリカの一極構造といわれる世界で、「多極世界」の実現を目指
して中国やロシアなど新興諸国との連携を深めた。インドにとって、アメリカの力が低下
し、「国際関係の民主化」を目指す新興諸国の力が増大することが望ましかった。BRICs は
そうしたインドの国際認識を反映するものであった。 

この点で、2008 年のアメリカを起源とする世界的な経済危機とこれとは対照的な新興諸
国経済の着実な発展は、「多極世界」を目指すインドにとって望ましい展開であった。国際
関係がより「民主的になる」ことが期待された。 

しかし、米中双方に対するインドの認識と姿勢はその後変わる。アメリカの力とアジア
への関与の低下と中国の力の台頭は、「多極世界」を導くのではなく、アジアでの中国の地
域覇権の形成という結果になりかねなかった。 

実際、2008 年のアメリカの経済危機を一つの契機にして中国の攻撃的な対外行動が目立
つようになり、中国の地域覇権への取り組みが本格化してきたと考えられた。また、「一帯
一路」構想や貿易を通じてインド洋諸国への中国の進出が拡大し、中国による「インド包
囲網」の形成への懸念がインドの政策コミュニティの間で表明されるようになる。中国へ
のインドの警戒心は強まる。 

インドは台頭する新興国だが、中国との国力の格差は拡大している。例えば、今からお
よそ 30 年前の 1988 年の中国とインドの GDP はほぼ同じであった。しかし今日では中国
の GDP はインドの 5 倍以上ある。この状況は当面変わらない。 

インドが単独で中国に対応することはもはや困難になっている。インドにとって、イン
ド洋の盟主として、これまでのようにアメリカなど域外国のインド洋への進出に抵抗する
よりも、域外諸国と協力して中国の進出に対処する以外に方策はない。インドの対外姿勢
には非同盟の理想主義がいまだ色濃く残り、「戦略的自律」への願望も強いが、この現実に
対する冷徹な認識がモディ政権とそれ以前の政権との顕著な違いである。 

域外諸国、特にアメリカのインド洋への進出に対するインドの警戒心や懸念も大幅に低
下している。アメリカがスリランカやバングラデシュ、モルジブなどのインド洋諸国との
関係強化を進めているが、インドはこれを受け入れている。 
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また、日米印三国間の海軍合同演習である「マラバール」にインドが積極的に対応して
いることに象徴されるように、インド洋への日米の関与を促し、歓迎している。 

逆説的だが、「多極アジア」や「多極世界」を実現するために中国やロシアなどの諸国と
連携し、アメリカの一極構造に抵抗してきたインドは今日、中国の地域覇権の構築を阻止
し、「多極アジア」を実現するためにアメリカとの連携を模索している。米印両国の「イン
ド太平洋」概念は異なるが、アジアの権力政治を見据えたインドのこの現実主義こそが、
軍事協力を始めとする米印協力を促進している。 

ただ、インドの対米姿勢は慎重である。インドにはアメリカに対する根強い不信感が存
在するし、アメリカとの協力を進める結果、アメリカの対中戦略に巻き込まれることへの
懸念も強い。 

確かにインドの役割を高く評価するアメリカのインド太平洋戦略は、米印協力を拡大進
化させる効果を持つ。しかしインドは、それによってアメリカの対中戦略に組み込まれ、
中国との関係を悪化させ、自国の対外行動の自由を喪失するのは避けたい。アメリカとの
関係を深めることで中国を刺激するのは避けたいし、「戦略的自律」は依然としてインドの
対外行動の指針である。 

アメリカとの関係を強化しつつ、アメリカの戦略に全面的に巻き込まれるのを回避し、
「戦略的自律」を確保するためにインドが推進しているのが、日本やオーストラリア、
ASEAN 諸国との連携の強化である。近年はこれにフランスなどの欧州諸国との関係強化
が加わっている。 

インドは経済や安全保障の分野で、これらの諸国との二国間、三国間の協力を拡大して
いる。またインドは近年では、近隣諸国との関係強化に積極的に取り組んでいる。インド
洋諸国との関係の見直しと強化策の実施、ベンガル湾地域への新たな協力を推進するなど、
「インド版周辺外交」を積極化している。米中関係の外に新しいインド太平洋の国際関係
を創出しようとしている。 

インドのインド太平洋政策の柱の一つである「ASEAN の中心性」支持は、インド太平洋
の中に米中以外の柱を構築し、地域の国際関係が米中関係に収斂し、それに規定されるこ
とへのインドの警戒心を表したものであろう。 

 

（２）ASEAN：「ASEAN の中心性」と新しいパートナーの模索 

ASEAN諸国の間には、日本やアメリカが提唱するインド太平洋構想に強い警戒心があっ
た。ひとつは、アジア太平洋の地域制度の形成にあたって主要な役割を果たしてきた
ASEAN の役割を低下させるのではないかという懸念であり、もう一つは、この構想が中国
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の台頭を抑制しようという競争的、敵対的な構想ではないかと見ていたことにある。 

ただ、東南アジアの発展途上にある多くの国々にとって、インド洋と太平洋を結ぶイン
ド太平洋という地域は広大であり、それらを一体のものとして概念化し、具体的な対応策
を検討するには至らなかった。 

こうした中で、ASEAN としてのインド太平洋構想を持つべしと主張し、そのためのイニ
シアティブをとったのがインドネシアである。 

この背景として以下を指摘できよう。 

第一に、インドネシアの中にインド太平洋の海洋国家としてのインドネシアという自己
認識が生まれてきたことである。インドネシアは太平洋とインド洋を結ぶ中心に位置し、
太平洋とインド洋を結ぶ 3 つの海峡をコントロールし、17,000 の島からなる群島国家であ
る。 

広大な海は島々を分け隔て、国造りの障害であると長い間考えられてきたが、国造りの
「資産」であるとの認識が生まれつつあった。2014 年に発足したジョコ・ウィドド（ジョ
コウィ）政権は海洋国家としてのインドネシアに着目し、「グローバルな海洋軸（Global 

Maritime Axis）」の構想を掲げ、海洋開発、海洋インフラの整備、海軍力の整備と強化など
の具体的な政策に取り組む姿勢を示した。 

この結果、インド洋への関心や、インドとの関係強化（このためのインド洋を対象とし
た地域協力組織への参画）にインドネシアは積極的に取り組むようになる。 

第二に、ASEAN の「盟主」としてのインドネシアの自負と ASEAN 周縁化への危機感で
ある。 

インドネシアの外交の伝統に「自由で能動的な（free and active）」外交がある。インドネ
シアには戦後の非同盟運動やアジア・アフリカ・グループの中心国の一つであるなど、東
南アジアの「盟主」としての自己認識もある。 

東南アジアを取り巻く国際環境が変化し、東南アジア諸国の経済発展と社会的安定を支
えてきた相対的に安定した地域環境（大国間関係の安定）が失われつつあった。大国政治
が激化し、東南アジア諸国が大国間の権力政治の荒波に巻き込まれる危険が迫っていた。
東南アジアが再び域外大国の勢力争いの場になることへの懸念がたかまりつつあった。ま
た、大国政治が激化する中で ASEAN の役割が小さくなる可能性（大国のイニシアティブ
による ASEAN 周縁化の可能性）も高まりつつあった。 

ASEAN の中でのインドネシアの主導的役割を内外に示すとともに、国際社会の中での
インドネシアの地位向上（G20 のメンバーとして国際的な認知を高める）も期待できた。 

また、大国政治への懸念と同時に、1967 年の発足以来、ASEAN という地域組織を通じ
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て東南アジア諸国が大国間の権力政治を生き抜いてきたことへのインドネシアの自負も
あったといえよう。 

アメリカのトランプ大統領によるインド太平洋への言及（2017 年末のベトナムでの
APEC 首脳会議の際のトランプ大統領の演説）や 2017 年末の日米豪印四か国間の対話の
フォーラム（いわゆる QUAD）の復活は、域外大国は「インド太平洋」を念頭に置いた独
自の地域制度形成に取り組み始めた証左ともみられた。 

アメリカや QUAD 再開の動きは、これらの諸国と中国との緊張と対立をさらに激化させ
る可能性が高かった。 

かくして大国間の対立を緩和し、ASEAN の主体性を示すために、インドネシアとして、
インド太平洋構想への ASEAN の対応策を取りまとめることが急務となる。 

2018 年を迎えると、インドネシアは東アジア首脳会議の外相会議や ASEAN 外相会議の
場などを利用して、ASEAN としてのインド太平洋構想の取りまとめ作業を加速化する。 

ASEAN 各国の反応はかならずしも積極的なものではなかったが、最終的に 2019 年 6 月
の ASEAN 首脳会議で AOIP が採択されることになる。 

2019 年 6 月の首脳会議で ASEAN が採択した「アウトルック」のなかで、ASEAN が最
も強調している点は三つある。 

第一は、インド太平洋諸国間の「協力」を強調したことにある。ASEAN 諸国から見ると、
日米豪印中などのインド太平洋戦略・構想は地政学的な考慮が強く反映されており、国家
間の競争や対立を一層激化させる可能性が高いとみられた。 

これに対し、大国間の権力政治の激化を反映したインド太平洋構想を「協調」と「協力」
へと変えることに ASEAN の狙いがあった。 

つまり、「インド太平洋」を具体的な地域協力を通じて権力政治を緩和する概念として提
示し、経済社会発展に不可欠な地域情勢の安定を図るという、この地域での「インド太平
洋」をめぐるナラティブ（言説）を変えようと試みたのである。具体的には、海洋安全保
障、連結性（インフラ整備や地域協力、自由貿易協定の推進）、SDGs（国連が定めた持続
可能な開発目標）の実現に向けての地域協力の推進が AOIP のなかでは掲げられた。 

第二は、「ASEAN の中心性」を堅持することである。確かに ASEAN 諸国は、主要国の
「インド太平洋」戦略や構想に懸念を表明してきた。中国への対決姿勢や ASEAN の一体
性維持への悪影響を ASEAN 諸国は不安視してきた。冷戦後 ASEAN は、ARF（ASEAN 地
域フォーラム）や東アジア首脳会議（EAS）など、多様な地域制度の形成と運用に主要な
役割を担ってきた。そうした ASEAN の役割が大国間の競争と対抗の激化によって弱まる
ことへの懸念があった。 
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同時に、「ASEAN の中心性」は、米中冷戦や G2（米中共同統治体制）など大国間関係を
中心にアジアの将来を展望する議論が権力政治の激化を反映して、米中関係に特化した言
説が関心を呼ぶ中で、米中関係を超えた地域秩序の言説を浸透させようという狙いがある。 

第三に、AOIP は、ASEAN としてのインド太平洋構想を作ることで、域外大国のインド
太平洋戦略によって ASEAN が分断されるのを防止し、ASEAN としての一体性を高める効
果を狙っていた。 

AOIP は、インド太平洋構想を具体化するために新しい制度の構築は想定せず、既存の
ASEAN のメカニズムを活用することを提唱している。これは、インド太平洋の国際関係の
中での「ASEAN の中心性」を維持すると同時に、ASEAN の一体性を強化する狙いがある。
また、コンセンサスによる意思決定方式の維持を強調することで、AOIP の提唱するインド
太平洋協力が大国主導で進む危険を回避しようとしたといえよう。 

ASEAN 諸国の間には、「自律」や「自主」への強い希求がある。彼らは大国間関係の激
変による困難も経験した。大国間関係の推移に国家の運命を翻弄されてきた。対立であれ
協調であれ、大国政治によって自らの運命を決定されることへの強い警戒心が ASEAN 諸
国の間にはある。 

ASEAN 諸国にとって、米中の間で「グランド・バーゲン」がなされ、アジアに G2（「米
中共同統治体制」）が形成されることも、逆に、米中間の利害対立が激化し、冷戦期の米ソ
関係のような緊張が生まれるのも好ましくない。どちらにせよ、東南アジア諸国は大国政
治に翻弄され、自国の運命が再び大国間関係によって規定されてしまうからである。 

彼らにとって望ましいシナリオは、米中を含む主要大国が適度な緊張をはらみつつ、決
定的な対立に至らず、また大国協調の仕組みも形成されず、ASEAN 諸国が主要大国との間
に安定した関係を築き、ASEAN もアジアの国際関係の中で有力なプレーヤーとしての役
割を担うことである。主要大国を ASEAN が中心になって作り上げてきた地域制度に組み
入れ、相互の牽制と自制を求め、ASEAN の役割を高めることである。「多極アジア」は
ASEAN の望ましいインド太平洋のシナリオである。 

米中の緊張が激化する今日、ASEAN は米中基軸の地域秩序論に代わる新たな取り組み
を始めている。日本やインド、オーストラリアなどとの連携を一段と強めている。日本と
の間では経済はもとより、安全保障や法の支配強化のための協力を拡大している。インフ
ラ整備においても日本は、過度の中国依存を避けようという ASEAN 諸国の受け皿となっ
ている。インドやオーストラリアとの間でも近年、ASEAN は個別の首脳会議を開催し、
ASEAN の中心性への支持を確保するなど、対外関係のすそ野を拡大し、大国政治に埋没す
るリスクを回避しようとしている。 



序章 インド太平洋の新秩序と日本 

 －11－

また、ASEANの個々のメンバーも域外諸国との新しい二国間や三国間のパートナーシッ
プ関係の構築を積極的に推進し、外交安保のすそ野を拡大している。例えば、インドネシ
アは日米などとの関係を強化しつつ、インドやオーストラリア、フランスなどとの新しい
関係を模索している。インド―インドネシアーオーストラリアといった、新しい三カ国の
協力の枠組みも進展中である。 

ベトナムも日本やアメリカ、インド、オーストラリアなどとのパートナーシップ関係の
強化を試みている。ベトナムとこれらの諸国との安全保障分野での協力関係は近年飛躍的
に拡大している。 

 

（３）同盟を補完し、同盟を超えるインド太平洋戦略：オーストラリアと日本 
日本とオーストラリアはアメリカとの同盟関係を外交安保政策の基軸に据えてきた。近

年のアジア情勢の緊張の激化に対応して、両国はアメリカとの同盟関係の強化に取り組ん
できた。同時に両国は、地域の諸国はもとより、欧州諸国など域外との新しいパートナー
シップを積極的に模索し、地域の変動に備えようとしている。 

この背景には、アメリカとの同盟関係は死活的に重要だが、長い間アジアの安定を支え
てきた、アメリカを中心にした「ハブ＆スポークス」の同盟のネットワークだけでは地域
の国際関係の変動に十分に対応できないとの認識がある。同盟を補完し、同盟を超える地
域政策が求められているとの認識が両国にはある。両国のインド太平洋構想には、そうし
た両国の認識が反映されている。 

 

１）オーストラリアとインド太平洋 
オーストラリアは「インド太平洋」概念を最初に採用した国の一つである。2013 年の国

防白書が「インド太平洋」概念を採用して以来、オーストラリアは自国をインド太平洋国
家と規定してきた。同国が 2017 年に公表した「外交白書」もこの点を強調している。 

オーストラリアにとって「インド太平洋」は戦略概念である。つまりインド太平洋での
国家間の対立の激化への対応を考える際にこの概念が登場してきた。モリソン首相の言葉
を借りれば、「大国間競争の時代」への対応としてこの概念が採用されたのである。 

より具体的に言えば、2017 年の外交政策白書によると、「中国がアメリカの地位に挑戦
している」ことであり、この結果、「インド太平洋地域の安定が保障されなくなった」とい
うことである。  

新しい戦略環境へのオーストラリアの対応の一つは、アメリカを中心とした同盟関係の
一層の強化である。アメリカの海兵隊をオーストラリア北部のダーウィンへ巡回配備させ
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ることや日本との安全保障関係の緊密化、日米豪三国間の安全保障協力の促進など、同盟
のネットワークの強化にオーストラリアは積極的に対応している。オーストラリアの防衛
体制の見直しや国防費の増額もそうした対応の一環である。 

オーストラリアの中には、この地域の将来を米中関係を軸に展望する意見もあるが、
2017 年の外交白書の中で示唆されているように、オーストラリアにとってインド太平洋の
国際関係は米中関係だけに還元されるものではない。より多層で多元的な地域秩序の中で
オーストラリアも平和と繁栄の道を模索している。 

実際オーストラリアは、インドネシアやベトナム、フィリピンなどの東南アジア諸国と
の関係をさらに強化しつつ、これまで関係が比較的希薄であった、インドをはじめとする
インド洋の諸国との経済、政治、安全保障の関係強化を進めている。 

近年の特徴は、二国間関係の強化だけでなく、三国間や四か国間のパートナーシップ関
係の強化を積極的に進めていることである。日米豪、日豪印、豪印インドネシアなど多様
な三国間の協力のネットワークを構築している。この中には、豪印仏のような域外諸国を
含んだ取り組みもある。さらに、従来消極的と見られた日米豪印（QUAD）対話への姿勢
も積極的なものへと転換した。オーストラリアは日米印で進められている海軍合同演習「マ
ラバール」への参加を強く望んでいる。 

南太平洋島嶼国への対応も再検討され、より積極的な姿勢へと転じた。国家のガバナン
ス強化、インフラ整備計画などにもアメリカ、ニュージーランド、日本との協力を念頭に
置きつつ、積極的に取り組んでいる。 

アメリカが 2017 年初めに離脱した後に失速するとみられた TPP（環太平洋パートナー
シップ協定）の交渉を再開し、インド太平洋の先進的な経済ルール作りにもオーストラリ
アは貢献した。 

オーストラリアの姿勢の背景には、アメリカを中心にした同盟のネットワークを補強す
ると同時に、アメリカの役割が縮小してもなお平和と繁栄を維持しうる強靭性を備えた地
域の国際政治経済の仕組みづくりが不可欠であるとの認識がある。アメリカは地域の安定
と繁栄に不可欠の国だが、同国へのこれまでのような依存はもはや困難であるとの冷徹な
認識がオーストラリアにはある。 

アメリカの役割が変化する中で、この地域の国際関係の将来を米中関係に依存させるの
は、不透明性が大きく、大きなリスクを伴う。米中関係を超えた、より多角的で重層的な
政治経済や安全保障の仕組みづくりにとりかかる必要がある。オーストラリアの能動的な
地域外交の背後にはそうした認識がある。 
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２）日本とインド太平洋 
 (a) 日本のインド太平洋戦略 

日本のインド太平洋戦略には三つの側面がある。一つは日米同盟の強化である。第二は、
「新南進論」ともよぶべき、インドやオーストラリア、ASEAN 諸国との関係の強化。第三
は、中国との安定した関係の確立である。 

日本は安全保障分野での取り組みを近年積極化している。特に 2012 年末に発足した第 2

次安倍内閣のもとで、集団的自衛権に関する歴代政権の憲法解釈を変更し、安全保障関連
法制を制定し、米軍と自衛隊との防衛協力の余地を拡大した。また、日米防衛協力の円滑
な運用のために日米防衛協力のガイドラインを改訂した。 

従来日米同盟を強化する措置はアメリカ側のイニシアティブで行われることが多かっ
たが、近年の特徴は、日本側の能動性である。日本の姿勢の背後に中国への懸念があるこ
とは確かだが、同時に、アジアにおけるアメリカの役割やアメリカによる対日防衛コミッ
トメントに対する不安が日本側に芽生えつつあるように思われる。確かに日本は「G ゼロ
の時代（世界にリーダー国のない時代）」の到来に最も敏感に反応してきた国の一つである。 

アメリカの国内政治の分断、世界に関与することに消極的で内向き志向の国民、同盟を
軽視する指導者の登場などを念頭におくと、アメリカの対日防衛義務の履行に日本が一抹
の不安を持っても不思議ではない。アメリカにとって同盟の信頼性（alliance credibility）を
守ることは重要だが、対日防衛義務を履行することは、かつてよりもはるかに強大な力を
持つようになった中国との戦争を覚悟するということであり、重大な決断である。「人の住
まない島」の防衛でアメリカの決意が揺らぐことはないのか、一抹の不安が日本の中に生
まれている。 

自国の安全保障の危機に際して確実にアメリカの支援を確保する関係をアメリカとの
間で築いておくことが日本の至上命題である。日本は今、戦後のオーストラリアがそうで
あったように、自国がアメリカの信頼できる同盟国であることをアメリカの政府と国民に
印象づけるための努力の必要性を再認識し、具体的な措置を講じているということであろ
う。 

日本は安全保障の分野での取り組みを近年積極化しており、抑制的で受け身だった姿勢
は変わりつつある。特に 2012 年末に発足した第 2 次安倍内閣のもとで、歴代政権の憲法
解釈を変更し、集団的自衛権を日本が行使できるようにした。また、安全保障関連法制を
制定し、自衛隊の役割、特に米軍と自衛隊との防衛協力の余地を拡大した。さらに日本有
事の際の日米防衛協力の円滑な運用を可能にするために日米防衛協力のガイドラインを改
訂した。 
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これまで日米同盟を強化する措置はアメリカ側のイニシアティブで行われることが多
かったが、近年の特徴は、日本側からの働きかけが増えていることである。日本の能動的
な姿勢の背後にはどのような要因が働いているのであろうか。 

日本の一連の措置の背景に中国への懸念があることは確かだろう。過去数十年に渡り中
国は大規模な軍事力の近代化を進めてきた。しかも近年では、そうした力を背景に強圧的
な対外政策をとるようになっている。 

中国の軍事的圧力が高まる中で、日本にとっての有力な対応策はアメリカとの同盟強化
である。日本の一連の措置の目的は、日米同盟を強化することで対中抑止力の効果を高め
ることであるといえよう。そうした日本の姿勢は、日米同盟を日本の安全保障政策の基本
においてきた戦後の日本からすれば、特段目新しいものではない。 

しかし、近年の日本政府の動きの背景には新しい要素があるように見える。アメリカに
よる対日防衛コミットメントに対する不安が、ささやかだが日本側に生まれているように
感じる。 

日本にとって差し迫った課題は尖閣諸島での中国との争いである。アメリカ政府は、領
有権に関する日中間の対立には中立的立場を維持しているが、尖閣諸島が日本の行政権下
にあり、したがって尖閣諸島は日米安保条約第 5 条の対象であること、すなわち尖閣有事
の際はアメリカの日本防衛の義務があることを繰り返し表明している。もちろん、日本は
アメリカの対日防衛約束の履行を信頼している。日米関係は緊密であり、アメリカにとっ
て防衛約束の不履行はアメリカに対する国際的な信頼の失墜につながる。超大国アメリカ
がそうした行動をとるはずがないと考えられている。 

しかし日本側に不安や懸念も芽生えているようだ。アメリカにとって、尖閣諸島をめぐ
る対日防衛約束を履行することは、「人間の住まない、ヤギだけのいる小さな島」を守るた
めに、中国と戦争をすることである。国の運命をかけた重大な決定である。アメリカの国
内政治の分断、国民の内向き志向などを念頭におくと、防衛義務の履行に日本が一抹の不
安を持っても不思議ではない。アメリカは巨大な力を有しているが、その力を行使する政
治的意思が不安定になっているかにみえる。 

この事態にどう対応すべきか。これが今の日本が直面している安保政策上の最大の課題
であろう。これまでアメリカは圧倒的な力を有し、対日防衛への政治的意思は明確かつ確
固としていた。しかし、今その意思に懸念が向けられている。日本にとって重要なのは、
日本に武力が行使された時に確実にアメリカが日本の側に立って参戦するよう、アメリカ
の政府と国民に対して、日本防衛の意義を浸透させることである。今日日本は、戦後初め
て、「アメリカを日本の戦争に巻き込む」戦略を真剣に検討しなければならない段階に来た
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ということである。 

国際政治学に「同盟のジレンマ」という概念がある。危機の際に同盟の相手国の確実な
支援を得られるように日頃緊密な同盟関係を築いておく結果、相手の紛争に「巻き込まれ
る」ことにもなりかねない。他方で、「巻き込まれ」を防ぐために同盟国と距離を置こうと
すると、今度は自分の国に危機が及んだ時に同盟の相手国からの支援が得られない可能性
もでてくる。「見捨てられ」の恐怖である。同盟関係には常にこのジレンマが付きまとう。
両者のバランスが肝要である。 

戦後日本の安保論争で一貫して指摘されてきたのは「巻き込まれ」の恐怖である。アメ
リカが始めた戦争に日本が巻き込まれるとの不安が日本の安保論争を支配した。防衛政策
上の様々な制約（例えば、集団的自衛権に関する憲法解釈）は、そうした「巻き込まれ」
を回避する理屈でもあった。 

赤道をはさんだ日本の反対側にオーストラリアという国がある。日本同様、アメリカと
ANZUS 条約（米豪 NZ 三国間の安保条約）が結ばれている。戦後のオーストラリアの外交
安保政策の核心は、オーストラリア有事の際のアメリカの支援を確実なものにすることで
あった。「オーストラリアの戦争にアメリカを確実に巻き込む」政策である。 

同盟は一片の紙（条約）で機能するわけではない。有事の際の相互の防衛協力を確実な
ものにするために、不断の努力を通じて同盟を活性化しておかなければならない。同盟を
機能させるのは相互の信頼と相手への確信である。 

戦後のオーストラリアにとって、自国が危機に直面した時に確実にアメリカが支援をし
てくれる関係を築いておくことが至上命題だった。このためにオーストラリアは、自国が
アメリカの信頼できる同盟国であることをアメリカの政府と国民に印象づけるための不断
の努力が必要であると考えてきた。この具体的な反映が、オーストラリアの海外への関与
である。オーストラリアはアメリカが戦後戦ったほとんどすべての戦争に参加してきたの
である。この結果今日、オーストラリアはアメリカの最も信頼できるパートナーであると
の評価をアメリカの政府と国民から受けている。 

日本の中には安倍前内閣の安保政策は「アメリカ追随」であるとの批判もあるようだ。
ただ、実態は逆であり、「日本に望ましい方向にアメリカを巻き込む」積極的な動きこそが
近年の特徴と言えるであろう。おそらく、安倍内閣になってからの一連の日米安保強化策
の狙いはここにあるのではないか。 

歴史も国情も異なる日本が戦後のオーストラリアと同じ政策をとるのは不可能であろ
う。ただ、従来の枠を超えた新しい同盟強化の措置を導入することによって、アメリカの
政府と国民に日本がアメリカの信頼できる有力な同盟国であることを示す必要性、すなわ
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ち「日本の紛争にアメリカを巻き込む」体制をより確実なものにする必要性は今日格段に
高まっているということであろう。 

日本はアメリカとの同盟強化よりも中国との関係改善を優先すべきだという主張があ
る。ただ、おそらく、これまでそうであったように、今後も中国は軍事力の拡大を続ける
であろう。アメリカとの関係が弱体化した日本に対して中国がより強い軍事的圧迫を加え
てくる可能性は高いといえよう。 

その際、おそらく日本の中に生まれるのは、極端なナショナリズム、つまり、大規模な
軍事力の近代化を自主的に進めて中国に備えるべきであるという論調であろう。日本も核
武装すべきだといった主張が世論の支持を受ける可能性もあろう。実際、そうした可能性
を展望したシナリオを描く専門家もいる。ただ、そうした軍事ナショナリズムの道が日本
にとっても地域にとっても望ましくないことはいうまでもない。日本にとってアメリカと
の同盟関係を維持強化することが予見しうる将来の最良策であろう。アジアの諸国も、公
然とは口に出さないが、流動化するアジアの安保環境の中で安定した日米同盟関係が不可
欠であることを理解し、支持している。 

日本の抱く「アメリカへの不安や懸念」は、表面化しにくい。日米同盟を安保政策の基
本に掲げる政府にとって、そうした懸念や不安は公然とは口に出せないことであろう。日
米関係への政治的悪影響も考慮しなければならないし、日米関係に楔を入れる政治工作を
誘引するリスクもある。ただ、そうした不安や懸念は戦後日本のこれまでの日米同盟への
姿勢を変え、より能動的な対応を促す重要な背景となっている。「アジアの時代」への道筋
が不透明になりつつある今日、日本の安全保障政策は新しい段階に入ったといえよう。 

 

 (b) インド太平洋諸国との新しい連携の模索 
日本のインド太平洋戦略のもう一つの側面は、「新南進論」とも呼ぶべき東南アジアやイ

ンド洋、オセアニア諸国との経済、安保、インフラ建設など多面的な分野での連携の強化
である。この背景には、この地域に対するアメリカの今後の関与と政策に不透明感が出て
きたことである。日本の「新南進論」は、この地域で果たしてきたアメリカの役割を補完
する側面と、これらの諸国との関係強化を通じて、アジアへのアメリカの関与をより確実
なものにできるとの期待がある。 「環太平洋パートナーシップに関する包括的及び先進的
な協定（CPTPP）」や「日米豪印 4 か国の対話（QUAD）」はそうした日本の努力の一環で
ある。 

その一方で日本は、対立であれ協調であれ、米中基軸の地域秩序には警戒的である。ア
メリカのインド太平洋戦略を日本は全面的に支持しているわけではない。中国からの輸入
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品に対する高関税など、アメリカの対中貿易措置は日本にとって重要な国際自由貿易体制
を弱体化させ、日本経済に打撃を与えている。アメリカとの関係を強化しつつ、米中対立
に巻き込まれる事態を日本は可能な限り避けなければならない。 

貿易に関しては、CPTPP の取りまとめに尽力し、EU との間で経済連携協定を締結し、
東アジア地域包括的経済連携（RCEP）協定にも参加し、保護主義的な動きが顕在化する世
界にあって、自由貿易原理の維持促進を図ってきた。 

 

 (c) 中国との安定した関係の模索 
中国との安定した関係を維持することは日本のインド太平洋戦略の重要な柱の一つで

ある。 

中国は日本の巨大な隣国であり、貿易や投資など日本の経済の重要なパートナーである。
中国の経済成長の鈍化が予想されるが、日本と中国との国力の格差は今後さらに拡大する
であろう。中国の軍事力の増強は今後も続くであろう。 

中国が Benign Power（周辺国に対して温和な政策を推進する国）として台頭する可能性
は低い。中国が改革開放の政策を推進し、国際社会との友好協力関係を進めてきたこれま
でと異なり、中国は今後、敵対的な国際政治経済環境のなかでグローバル・パワーへの道
を歩まなければならない。そうした国際環境の下での中国の穏健な政策は、中国の弱さの
表れとみられる可能性があり、中国指導部が採用する可能性は低い。中国は今後も対外政
策において軍事的威圧や政治的圧迫を行使することはためらわないであろう。 

この過程で、中国は既存の国際社会の制度やルールの変更を試みるであろう。例えば、
南シナ海問題での中国の姿勢は、既存の秩序への明白な挑戦である。「一帯一路」政策の推
進や「アジアインフラ投資銀行（AIIB）」の設立には自らが主導する経済圏を構築するとの
中国の意思が表れている。 

ただし、中国と現存する国際秩序、地域秩序との関係は複雑である。中国を「現状破壊
国」と規定するのはいささか一面的である。 

確かに中国の台頭は、冷戦終結後の国際システムが、アメリカの力の圧倒的優位（米の
単極構造）とアメリカが主導するリベラルな国際秩序が世界的な規模で拡大するなかで進
行した。 

中国にとって、リベラルな国際秩序の拡大は、一方ではヒト、モノ、カネの流れが国際
的に自由化されるなど中国発展にとって望ましかった。リベラルな国際秩序は中国にとっ
て、貿易や投資の拡大など自国の国力の強化には不可欠であった。 

しかし同時に、リベラルな国際秩序は優れて内政干渉的性格を帯びている。リベラルな
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秩序が体現する民主主義や基本的人権の尊重、法の支配、透明性などの原理や原則は、中
国の政治体制とは相いれないものである。中国にとって、リベラルな秩序の浸透は、自国
の体制に動揺を生みかねない、警戒すべきものでもある。中国はリベラルな国際秩序に猜
疑心と警戒心をもって参加してきた。 

国際的なリベラル秩序に対する中国のこうした猜疑心や警戒感は、このリベラル秩序を
主導するアメリカに対してもっと強く示されている。アメリカは中国をはるかにしのぐ強
大な力を持っており、国際的なリベラル秩序のなかに中国を組み入れることで、中国を民
主的で自由な国家へと変容させようと虎視眈々と狙っているかに見えた。 

ただ、中国にとって自国の国力を増大させるには、リベラルな国際秩序に参入する以外
に方法がないことも明らかであった。アメリカに不信と懸念を抱きつつ、リベラルな秩序
のもとで中国は経済的利得を最大化しつつ、それによる自国の統治体制への影響を最小限
にとどめようとしてきた。 

リベラルな国際秩序と国内の体制（イデオロギーやアイデンティティ）との齟齬、単極
構造のもとでのアメリカとの対立や緊張は、中国の国力がまだ比較的小さかった時には、
深刻なものではなかった。中国の国際的な影響力には限界があり、中国がリベラルな秩序
そのものを変えることへの懸念は国際社会ではまだ弱かった。また、アメリカにも世界に
も、いずれ中国は変わり、「我々と同じような国家になる」との期待があった。米中の緊張、
国際的なリベラル秩序と中国の国内政治体制との齟齬や、齟齬がもたらす中国の対外行動
の変化への関心と警戒心はまだ限定的であった。 

しかし、中国の国力が増大し、アメリカの単極構造を脅かし、国際的なリベラル秩序そ
のものに変容をもたらす可能性が出てくると、国際社会の中国に対する姿勢が変わる。中
国の国内の制度やルール、民主主義や人権の状況に国際社会の厳しい目が注がれるように
なる。国際的なリベラル秩序、アメリカの覇権構造と中国との齟齬がこれまで以上に顕在
化することになる。 

リベラルな国際秩序と中国の国内政治体制やイデオロギー、アイデンティティとの齟齬
が顕著になり、中国と国際社会との対立と緊張が高まることになる。そうした対外環境の
悪化は中国の国内政治過程にも影響を及ぼす。中国国内には、かねてよりリベラルな国際
秩序やそれを主導するアメリカへの不信と警戒があったが、対立と緊張が高まる中で、そ
うした不信や警戒心がさらに増幅される。対外的な警戒心や敵対心が強まり、穏健な政策
の提案は「相手に弱みを見せることになる」として排除され、対外強硬論が中国国内で勢
いを増してゆく。そうして採択された政策は中国と国際社会との軋轢をさらに激しいもの
にしてゆくことになる。 
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中国と既存の国際秩序との齟齬に対して、国力を強めた中国が自国の価値と利益に即し
た秩序へと改編しようとしているのは事実であろう。しかし、既存の国際秩序への中国の
関与は「選択的」である。 

一般的に言えば、貿易など経済に関わる国際ルールや制度には中国は親和的である。こ
れに対し、政治的価値などのかかわる国際ルールや制度には中国は抵抗する。 

また中国は、既存の制度を活用しつつ、またそうした制度の中で自国の影響力を高めつ
つ、これと並行して別途中国主導の制度を構築する。世界銀行に対する「新銀行」、アジア
開発銀行（ADB）に対するアジアインフラ投資銀行（AIIB）などがそうした事例である。 

ただし、AIIB と世界銀行やアジア開発銀行が開発プロジェクトの実施に際して共同融資
を実施しているように、中国が新たに設立した国際制度と既存の国際制度との関係が常に
競争的、敵対的であるわけでは必ずしもない。中国との協調が可能な問題領域は数多く存
在しており、例えば自由貿易の促進や環境対策など、中国と利害の共有が可能な領域を拡
大することが大事である。 

同時に、インド太平洋という広い地域の中で中国との関係を構築する努力が大事である。
アメリカを含むインド太平洋諸国との幅広い連携のネットワークを構築し、それを通じて
中国の行動を牽制し、中国の自制を促し、対立を管理し、国際ルールに基づく行動を中国
に促すことが重要である。 

 

４．結び 
中国はアメリカに匹敵する、あるいはアメリカを凌駕するグローバル・パワーへの道を

歩む決意を固めているように見える。習近平国家主席の提唱する「中国の夢」とは、世界
の指導国として君臨する中国であろう。 

アメリカがそうであったように、グローバル・パワーへの基盤となるのが自国の周辺で
圧倒的な力（覇権的地位）を確保することである。近年の中国と周辺諸国との様々な軋轢
は、中国が地域的覇権を目指す結果生じたものであろう。 

こうした動きはかなり長期間続くであろうし、これに対するアメリカの厳しい姿勢が緩
和する可能性は低いであろう。米中の対立と競争は、一時的な緩和はあろうが、基本的に
は今後も長期間続く可能性が高い。 

インド太平洋の諸国にとって、この高まる米中の緊張にどのように対処するかが、最も
大きな課題であることは今後も変わらないであろう。ただその際に、この地域の国際関係
への広い目配りが重要である。米中関係の外側で、この地域の将来の在り方に大きな影響
を及ぼす可能性が高い、多様な試みが進行中である。東南アジアや南アジア、そしてオセ
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アニアなどインド太平洋の各地で地域の国際関係の変動に対応すべく、新しい関係を模索
する動きが進展している。 

インド太平洋の平和と繁栄にとってアメリカの関与は不可欠である。アメリカがこの地
域に関与する上で日米同盟に果たす役割は引き続き極めて大きい。この点で、日本がアメ
リカとの同盟を強化することによるこの地域の平和と繁栄への貢献は大きい。日米同盟は
今やこの地域の公共財としての機能を担っている。 

同時に日本は、インド太平洋の国際関係の変動に積極的に対応しているインド洋や東南
アジア、オセアニアの諸国との関係強化も重要である。これらの諸国との関係強化は、こ
の地域の国際関係を、米中二国間関係を超えた多層重層的なものにし、日本の外交空間を
拡大し、日本の政治と外交、安全保障政策の強靭性を高めるうえで大きな役割を果たすこ
とが期待できる。アメリカが深く関与した、同時にそのほかの諸国も秩序維持の役割を担
いうる、「多極アジア」こそ日本が目指すべきインド太平洋戦略の究極の目的であろう。 

米中関係が緊張の度を増している今日、米中関係に関心が集まるのは当然である。しか
し同時に、「インド太平洋」戦略や構想の背後には、米中関係を超えた秩序形成を追求する
動きがある。緻密なバランスと微妙なニュアンスを必要とするこの動きの帰趨は判然とし
ないが、日本の平和と繁栄に直結しているこの動きを引き続き注視することが大切である。 
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第１章 インド太平洋地域の地政学――大国間競争の現状と展望 
 

加藤 洋一 
 

はじめに 
インド太平洋地域をめぐる近年の地政学、地経学的な変化は、多様でめまぐるしい。そ

の行く末を見極めるには、まだ時間が必要だが、個々の変化はこれまで見られなかった性
格を帯びたものも少なくなく、結果として既存の地域秩序を根本から覆す可能性もはらん
でいるといえる。 

姿を現しつつある新たなパワーゲームのプレーヤーには、大国だけでなく、中小国家も
含まれる。中間報告である本稿では、そのうちまず、地域の大国 4 か国、中国、米国、イ
ンド、日本について、それぞれ地政学的、地経学的観点から以下のような変化を考察する。 

(1) 中国：「一帯一路」構想の行き過ぎと修正 

(2) 米国：対中姿勢の硬化 

(3) インド：対中警戒感の深化 

(4) 日本：「自由で開かれたインド太平洋」戦略（構想）がもたらす対中戦略の変化 

さらに、そうした変化が地域秩序の維持、再構築に与える影響についても、若干の考察
を試みる。 

 

１．インド太平洋地域の主な地政学的な動き 
（１）中国：「一帯一路」の「行き過ぎ」と修正 
（a）南アジアの現状 

中国の「一帯一路」に基づくインフラ整備事業は、東南アジアから、南太平洋、中央ア
ジア、中東、アフリカ、欧州まで広い範囲で計画されたり、実際に実施されたりしている。
南アジア、インド洋沿岸地域は、特に注目を集めている地域の一つだ。 

何よりも広く知られたのは、スリランカのハンバントタ港のケースだ。 

2010 年に着工され、中国の融資を受けて完成した。しかし、金利が最高６％超と援助に
しては高いうえ、返済開始も早く設定されていた。スリランカは返済不能に陥り、2017 年
7 月、中国側に港の管理会社の株式の 70％を 99 年間にわたり譲渡することで合意した。
同年 12 月には港は実質的に中国側に渡った。地元では「中国の植民地になったようなもの
だ」という声も聞かれるという1。 

2018 年 6 月にニューヨーク・タイムズが大々的に報じて、一躍有名になった2。 
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同紙は、この譲渡の結果、「中国はライバル、インドのわずか数百マイル沖合の領土を支
配し、商業、軍事両面で死活的に重要な水路に沿って戦略的な足場を築いた」。続けて、以
下のように報じている。 

 

「このケースは、中国が融資と援助を野心的に使って、世界中で影響力を持とうとして
いることの、最も鮮烈な事例だ」 

「こうした債務にまつわる取引は、中国がグローバルな投資と融資プログラムで、世界
中の脆弱な国々を債務の罠（debt trap）に陥れているという、習近平国家主席肝いりの
『一帯一路』構想に対する最も厳しい非難をさらに悪化させている」 

 

こうした「一帯一路」に対する疑念と警戒の視線は、他のアジア諸国にも共有されてい
る。 

マレーシアは、2018 年 7 月に「一帯一路」の関連事業として進めていた、東海岸鉄道の
建設作業を中止した。同国のマハティール首相は、同年 8 月に訪中し、李克強首相との共
同記者会見で、次のように述べて、注目を集めた。 

 

「自由貿易が進むべき道であるということには同意する。しかし、当然のことだが、自由
貿易は同時に公正な貿易でなければならない。常に念頭に置かなければならないのは、
開発の段階は国によって異なるということだ。単に開かれた、自由な貿易では、貧しい
国が、豊かな国に太刀打ちできない。その結果、新たな植民地主義が生まれるという状
況は望まない。公正な貿易でもあるべきだ。その点において李首相とともに自由貿易を
支持する。それこそが、世界全体にとって、進むべき道だと考えるからだ」3

 

 

この発言は、直接的には「自由貿易」の瑕疵を指摘したものだった。しかし、「新たな植
民地主義」という言葉は、マレーシアの「一帯一路」の関連事業の中止決定直後に発せら
れたものとあって、同構想への批判でもあると受け止められた。 

同年 10 月には、中国との友好関係で知られるパキスタンも、「債務の罠」を懸念して、
「一帯一路」関連計画を見直すという報道が出た4。 

「中国・パキスタン経済回廊（CPEC）」事業だ。 

発電所、港湾、高速道路、鉄道などの産業インフラの建設、改良に投資する計画で、投
資総額は約 620 億ドルに及ぶといわれている。中国はその大部分を拠出することを約束し
ている。CPEC は「一帯一路」の「帯（Belt）」である、「シルクロード経済ベルト」を構成
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する 6 つの経済回廊の一つで、最も先行して開発が進んでいる。「中国は、CPEC を『一帯
一路』の旗艦事業として重視している」5というだけに、その不調は、「一帯一路」そのもの
の難航を示唆しているともいえる。 

南アジアで、中国の「一帯一路」に最も強い懸念を抱いているのはインドだ。 

2017 年５月に、中国が北京で開いた「一帯一路」に関する最初の国際会議：「『一帯一路』 

国際協力サミットフォーラム」をインド政府はボイコットした。「インドの反発は『一帯一
路』そのものというより、中国・パキスタン経済回廊（CPEC）に向けられている」6。「同
国（インド）では以前から、中国は安全保障上の動機ゆえに CPEC を進めており、経済プ
ロジェクトであるとの主張は口実に過ぎないとの見方が強い」、「インド洋での中国のプレ
ゼンス増大と影響力拡大は、そこを『インドの海』とみなすインドにとっては無視しえな
い」7という。 

インド・ムンバイにあるシンクタンク、Gateway House は 2018 年 2 月に発表した、南ア
ジアでの中国の投資状況をまとめた報告書の中で、以下のように問題点を指摘した8。 

 

(1) 中国は今やモルディブ、ミャンマー、パキスタン、そしてスリランカで最大の海外
投資国となっている。 

(2) そうした中国の浸透は、インドを東西から挟む形で位置するミャンマーとパキスタ
ンで最も高い水準になっている。 

(3) 中国の手法は明らかだ。まず兵器の供給国として入り込み、次にその国のエリート
との関係を構築する。さらに、近代的なインフラを、延期された支払いで提供する。
いったん入り込んだら、その国の内政に影響を及ぼそうとする。時には中国の都合
の良いように政権交代すら画策する。 

(4) 中国の投資はハード・インフラに集中しているが、中国は地経学的側面も考えてい
る。中国は明らかに、地域のビジネスや金融システムを管理する新たなルールを作
ろうとしている。そうした動きはすでにインドの近隣で、中国支配を固めている。 

 

そのうえで南アジア地域の主な国別のケーススタディの結果として、各国の状況を次の
ように説明している。 

 

「モルディブ：投資が民主主義を侵食」、「パキスタン：無茶な抵当権」、「スリランカ：
債務の罠」、「ミャンマー：中国優位に抵抗」9

 

こうした地域の中小国家の状況と、それがパワーゲームに与える影響については、最終
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報告で詳細に検討することとする。 

       

（b）「戦術的修正」 
こうした批判、警戒感が地域に広まるにつれて、中国は、防戦に努めるとともに、戦術

的修正といえる動きもみせている。 

習近平国家主席は 2018 年 11 月 17 日、パプアニューギニアで開かれたアジア太平洋経
済協力会議（APEC）に出席し、講演の中で次のように語った10。 

 

 「『一帯一路（the Belt and Road Initiative）』の共同建設は開放された協力の場であり、そ
の基本原則は、共に話し合い、共に建設し、共に分かち合うとなっている。地政学的
な政治的目的を持たず、誰かをターゲットにしたり、誰かを排除するものでもなく、
中国が世界とチャンスを共に分かち合い、発展の王道を目指すものだ」 

 

援助の受け入れ国を「債務の罠」にはめて追い詰め、中国の言いなりにして、地政学的
利益を追求しようとしている――こうした見方を真っ向から否定した。その背景には、経
済のグローバル化によって各国の相互依存が高まり、「利益共同体、運命共同体」が形成さ
れつつあるという中国の世界観、世界戦略がある。この基調講演の題（日本語版）が「自
己を封じれば世界を失う」となっているのはそのためだ。問題は、世界や地域の各国が、
中国との「利益共同体」、まして「運命共同体」に進んで加わりたいと思うかどうかだが、
その点に関する自省、自己分析は、中国からは聞かれない。 

「一帯一路」への諸外国からの批判をかわすために、中国はその英語名称を変更すると
いう奇抜な手も打った。 

この構想の発表当初は、そのまま英語に翻訳した “One Belt One Road” だった。 

それが 2016 年になって、“Belt and Road Initiative” に変更された。理由は、“One Belt One 

Road” とすると、そうした“Belt”と“Road” は一本ずつしかないという「誤解」を生むから
だという。実際は、5 つのルートでアジア、欧州、アフリカを結ぶ計画だ。また、地域の
パートナー諸国がお互いに競い合うことを避ける意味合いもあったという。さらに、
“Initiative”という単語を新たに加えたのは、「戦略の開放性を強調して、『中国中心の制度構
築』という批判を避けるためだ」と説明されている11。  

英語名を改める理由のうち少なくとも一つは、実態を表していないという説明であった
にもかかわらず、中国語の名称は依然として、「一帯一路」のままだ。中国政府・共産党の
関心が、諸外国の抱くイメージにしか向いていないことが示されている。 
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しかも、その後の展開が示すように、国際社会でこの「改名」の効果は、必ずしも中国
政府が狙ったようには上がっていない。 

2018 年 11 月の APEC 首脳会議。習近平国家主席の直後に登壇したペンス米副大統領は、
中国を名指しはしなかったものの、「一帯一路」に対する強烈な批判を展開した12。 

 

「インド太平洋地域や世界を通じて、各国政府にインフラ（整備）のために融資を申し
出ている国があることを我々は皆、知っている」 

「しかし、そうした融資の条件は、良くても透明性に欠ける状態だ。多くの場合は、支
援が提供されるプロジェクトは、持続可能性に欠けたり、質が劣悪だったりする」 

「この地域や世界の諸国に申し上げたい。貴国の主権を危険にさらすような外国からの
債務は受け取らないでいただきたい」 

「米国は、我々のパートナー国を債務の海でおぼれさせたりはしない。強要はしない。
あるいは貴国の独立を危険にさらしたりはしない」 

「米国は貴国を束縛するような帯（belt）、あるいは一方通行の道（one way road）を勧め
たりはしない」 

 

ペンス副大統領は、あえて “One Belt One Road” という英語名称を使い、“Belt” は中国
から経済支援を受け入れる国を「拘束する帯」、“Road” は中国にだけ利益をもたらす「一
方通行の道」と解説してみせて、批判した。 

中国のこのような「戦術的修正」は、「一帯一路」にとどまらない。 

もう一つの顕著な例は、「中国製造 2025」だ。 

2015 年に打ち出された中国の総合的な産業政策で、その意義を国務院の通知は次のよう
に説明している13。 

 

「製造業は国民経済の基盤であり、国家存立の根本であり、国家振興の神器であり、強
国になる基礎である。国際競争力のある製造業を作り出すことは、中国の総合的な国
力を高め、国の安全を保障し、世界における強国を打ち立てるために避けては通れな
い道である」 

「今後 3 度にわたる 10 カ年計画を経て、建国 100 年を迎える 2049 年までに、世界の製
造業の発展を率いる製造強国へと中国を発展させ、中華民族の偉大な復興という
『チャイナ･ドリーム（China Dream）』実現に向けた土台を固めなければならない」 
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しかし、これに対して米国は強く反発した。 

トランプ米大統領は、中間選挙を終えた、2018 年 11 月 7 日の記者会見で、「中国製造
2025」について「侮辱的だ」と非難して次のように語った14。 

「中国は『中国製造 2025』を廃棄した。私が侮辱的だと言ったからだ。中国に言ったの
は、『中国製造 2025』は非常に侮辱的だ、なぜならその計画は、2025 年には、中国が経済
的に世界を支配することを意味するからだ。そういうことにはならない」 

ロイター通信が調べたところ、中国の国営・新華社通信は、2018 年初めから 5 月末まで
に、「中国製造 2025」に 140 回以上も言及したのに、6 月 5 日以降はピタリとやめていると
いう。ロイター通信電は、「北京（中国政府）は、この野心的な計画の発表が、米国の反発
を招いていることにますます注意を払っている」と解説している15。 

こうした修正は、ほかにもいくつか例があるが、共通しているのは、その性格がいずれ
も「戦術的」にとどまっており、中国の「戦略」、「野心」そのものが変わっているわけで
はない、ということだ。その点は米国をはじめとする地域諸国も見抜いており、それが中
国との緊張が根本的には緩和しない要因となっている。 

 

（２）米国：対中姿勢の硬化 
米国の対中姿勢は、ここ数年で大きく変化している。それは安全保障と経済の両面で起

きている。 

まず安全保障面だ。 

現在の米国の統合参謀本部議長のジョセフ・ダンフォード（Joseph Dunford）海兵隊大将
は、2015 年の議長指名承認のための上院軍事委員会での公聴会では、「ロシアが最大の脅
威」と語っていた。以下、中国、北朝鮮、イスラム国（ISIL）という順番だった16。それが、
2017 年の再指名の承認公聴会では、当面の最大の脅威は北朝鮮としつつも、「2025 年ごろ
までには、おそらく中国が米国にとって最大の脅威となると考える」と語り、中長期的に
は、中国が最大の脅威という新たな見方を明らかにした17。ロシアを単独で最大の脅威と
していた認識は、2 年間で大きく変わった。 

こうした傾向は、2018 年から 2019 年にかけて公表された米国の二つの戦略文書からも
読み取れる。 

2017 年末に公表された国家安全保障戦略（National Security Strategy, NSS）は中国に関し
て、ロシアとともに「修正主義国家」だと規定した18。さらに、その戦略的意図を「インド
太平洋地域で米国にとってかわり、国家主導の経済モデルの影響範囲を広げ、地域秩序を
自国に有利なように再構築しようとしている」などとして、軍事面だけでなく経済面でも
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警戒感を露わにした。NSS の下部計画で、2018 年 1 月に要約版が公表された国家防衛戦略
（National Defense Strategy, NDS）は、中国を「戦略的な競争相手」と規定し、「南シナ海の
人工島を軍事化する一方で、経済を略奪目的に使い近隣諸国を脅迫している」と批判的に
説明している19。地政学だけでなく、地経学的な方法、手段も用いるようになっていること
を新たに指摘している。 

経済面でも中国との関係は従来に比べて、より悪化しやすくなっているという見方が米
国内で指摘されている。 

2018 年 5 月にワシントン DC で開催された、米中関係正常化 40 周年をテーマとしたシ
ンポジウムで、米中関係の「ショック・アブソーバー（緩衝器）が無くなってしまった」
という議論が聞かれた。これまでは、安全保障面での緊張が両国関係の危機を引き起こし
ても、経済関係が相互補完的だったので、問題を棚上げしてしのぐことができた。しかし、
そうした両国間の構造は変わってしまったという指摘だ。中国経済が構造的に進化した結
果、両国経済はもはや、役割分担に基づく相互補完性を失いつつあり、産業分野によって
は正面から衝突するところまで来ている。その結果、安全保障面での緊張や政府の立場の
違いは、従来より頻繁、かつ急速に顕在化するようになっているという分析だった20。 

現在の米中関係の緊張は、単なる一過性の事象ではなく、歴史的、構造的な問題に起因
しているという見方で、米国でも広く共有されつつある。 

こうした対中認識の大きな転換を受けて、米国政府の対中アプローチも変化を見せてい
る。まず、1970年代の米中国交正常化以来、対中アプローチの基調だった「関与（engagement）」
は失敗に終わったという評価だ。2017 年の NSS は次のように記している21。 

 

「過去数十年にわたって、米国の（対中）政策は、中国の台頭と、戦後の国際秩序への
統合は中国を自由主義化するだろうという考えに基づいてきた」 

「しかしそうした我々の希望に反して、中国は他国の主権を犠牲にして自国の力を拡大
した」 

「（中国と他国との）このような競争を受けて、米国は過去 20 年間継続してきた政策を
再考する必要性に迫られている。すなわち、ライバル国に対する関与（engagement）、
さらに国際機関や地球規模の通商への参加容認は、ライバル国を穏当なメンバー、信
頼できるパートナーに変えるという前提に基づく諸政策だ。大部分について、その前
提は間違いであることが明らかになった」 

 

その結果、米国は、「関与」から、「均衡（balance）」 さらには、「分断（decouple）」へと
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対中アプローチを敵対的なものに変化させつつある。 

「均衡（balance）」とは、中国のとる攻撃的、敵対的な政策や措置、それに伴う緊張の高
まりに対し、相応の政策や措置を米国もとって対抗するというものだ。トランプ政権が進
めている、経済制裁を主な手段とする、いわゆる貿易戦争がその典型的な例だ。 

さらに、先鋭化したものが「分断（decouple）」だ。 

米国政府の正式な政策として打ち出されたわけではないが、ホワイトハウスで通商製造
業政策担当の大統領補佐官を務める、ピーター・ナバロ（Peter Navarro）氏が、提唱してい
るという22。 

対米外国投資委員会（CFIUS）の権限を強化して、中国資本による米企業の買収を阻止
しようという動きや、次世代の高速移動通信方式「５Ｇ」通信網から、中国の華為技術を
締め出す決定も、ともに「分断」の例といえる。 

基本的には、経済、通商面での方策だが、安全保障面にも及んでいる。 

2018 年 6 月に予定されていた米国主催の多国間軍事演習、環太平洋合同演習「リムパッ
ク（RIMPAC: Rim of the Pacific Exercise）2018」への中国の招待を取り消したことは、その
例と言える。中国が南シナ海で、人工島の軍事化をやめないことへの報復措置だ。 

こうした「分断論」に対して中国は強く反発している。 

王毅外相は 2019 年 3 月 8 日、全人代の開催中に行った記者会見で「（米側では、中米）
両国の経済を分断すると明言している人がいるが、それは単に希望的な甘い考えに過ぎな
い」と真っ向から否定した。さらに両国の利益は「不可分」であり、「中国から分断するこ
とは、好機や未来、さらにある意味では、世界から分断することだ」と述べた。そのうえ
で「両国は対決に陥ってはならないし、そうはならない」とも語った23。 

その 1 週間後には、今度は李克強首相が、「米中の経済を分断することは、現実的ではな
い」と重ねて、否定した24。度重なる中国側からの反論は、何とかそうした流れを食い止め
たいという強い危機感の表れともいえる。 

こうした「関与（engagement）」から、「均衡（balance）」。さらに「分断（decouple）」へ
という対中姿勢の先鋭化は、トランプ政権になってから見られるようになった現象だ。た
だ、すべての政策分野で「分断（decouple）」まで進められるわけではない。中国が指摘す
るように、経済面の相互依存が高まっているなか、限界があることは確かだ。分野によっ
ては、「均衡」まででとどめ、一部について、「分断」まで至っているというのが実情だ。 

 

（３）インド：対中警戒感の深化 
2019 年 1 月 24 日にインドは、ベンガル湾に新たな海軍航空基地を開設した25。マラッカ
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海峡の北西、アンダマン・ニコバル諸島北部にあるコハッサ基地だ。これにあわせる形で、
インド海軍は 2017 年に中型哨戒機 Dornier 228 を 12 機、調達する契約を結び、2019 年に
は 3 個飛行隊の新設を決めた。 

コハッサ基地は、もともと 2001 年に開設された海軍航空基地を拡大・改修したもので、
現在の滑走路は 1000 メートル。運用できるのは、中型の双発プロペラ哨戒機とヘリコプ
ターに限られるが、将来的には 3000 メートルまで延長する計画だという26。そうなれば、
ボーイング 737 旅客機をベースに米国で開発された最新鋭の長距離対潜哨戒機 P8I も運用
できるようになるという。 

こうした一連の動きからは、インドがベンガル湾東部海域での対潜哨戒能力の向上を目
指していることが読み取れる。インド政府の公式発表は名指しを避けているものの、中国
海軍が水上艦艇だけでなく潜水艦のベンガル湾やインド洋への進出を強化していることへ
の対抗策であることが明らかだ。インド海軍が 2016 年に、国産の弾道ミサイル原子力潜水
艦の 1 番艦「アリハント」を就役させたことも、対潜戦能力の向上を図ろうとする理由の
一つになっていると考えられる。 

そうした対中警戒感の深まりは、日本に対する防衛協力強化の要望にも表れている。イ
ンドの海軍関係者の間では、日本に対して、南シナ海からインド洋に進出する中国海軍の
潜水艦の捕捉に協力を求める声が出ている。インド側の危機感は、南シナ海で起きた、中
国による既成事実の積み重ねによる実質支配の確立が、マラッカ海峡を越えた東ベンガル
湾でも同じような形で行われるのではないか、ということだ。 

インドの外交戦略は、冷戦期の前半が、「非同盟路線」、後半が「印ソ同盟路線」。さらに
冷戦後は、「全方位連携外交」だったと説明されている27。 

現在は、「戦略的自主性を重視」し、「特定国との同盟関係ではなく主要国との全方位外
交を展開」している28。その根底にあるのは、“strategic autonomy（戦略的自治）” という考
えだ29。しかし、最近の戦略環境の新たな展開を受けて、こうした「戦略的自治」を乗り越
えて、新たな外交戦略を打ち出す必要を論じる動きも出ている30。中国が南シナ海やイン
ド洋で、海軍のプレゼンスを拡大したり、人工島や港湾を造ったりすることで影響力を拡
大するなか、「インドは米国海軍との共同訓練、米艦船への補給などの対抗措置を取り始め
ている」との指摘もある31。 

それが冷戦後に一部、姿を現したとされる、「対米重視路線」の延長・強化となるのか、
日本への期待が膨らむことになるのか、さらには、日米に豪州を加えたいわゆる4か国
（“QUAD”）態勢に進むことになるのか。その先行きはまだ明確になっていない。  
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（４）日本：「自由で開かれたインド太平洋 (Free and Open Indo-Pacific, FOIP)」戦略
（構想）がもたらす対中戦略の変化 

安倍晋三首相が 2016 年に打ち出した「自由で開かれたインド太平洋」戦略で、日本は、
大枠の外交戦略の対象を、「アジア太平洋」から、「インド太平洋」に拡大させた。 

政府の説明によると、その根本は、成長著しいアジアと潜在力にあふれるアフリカとい
う「二つの大陸」を、自由で開かれた「太平洋」と「インド洋」という「二つの大洋」で
連結して、「地域全体の安定と繁栄を促進する」という考えだ。 

取り組みの「三本柱」としては、 

①法の支配、航行の自由、自由貿易等の普及・定着 

②経済的繁栄の追求 

③平和と安定の確保 

を挙げている32。 

日本政府は、FOIP の狙いについて、「特定の国を対象にしたものではない」、「中国を包
囲しようと意図したものではない」と、さまざまな機会をとらえて説明している。中国の
反発を招かないように努め、地域諸国が中国への気兼ねなしに同調できるようにしようと
いう、外交的な計算、配慮に基づくものだ。 

2018 年には、発表当初、「戦略（strategy）」としていた名称を、「構想（vision）」に変更
するという追加措置もとった。その理由について日本経済新聞は、次のように報じた。 

「外務省幹部は、「ASEAN には『一帯一路か、インド太平洋戦略か』という選択を嫌が
る国がある。戦略というぎらついたイメージを与えるのは得策ではないと考えた」と明か
す。「言葉の選択という名目上の争いより、賛同国を増やす実質的な成果を重視する」33。 

FOIP は、中国、あるいは「一帯一路」を敵視したものではないにしろ、それを念頭にお
いて作られたことは、まぎれもない事実だ。政府関係者の中には「中国の拡大する影響を、
オフセット（“off-set”,相殺）するためだ」と明言する人もいる34。 

「一帯一路」との競争で、不利にならないよう、FOIP からは、「民主主義の普及」、「人
権の尊重」といったいわゆる「価値外交」の要素を「意図的に取り除いた」という説明も
聞かれる。これは、第一次安倍内閣で打ち出された地域戦略、「自由と繁栄の弧」35が、価
値外交をその根本に据えていたのとは百八十度の方向転換だ。 

当初の FOIP の具体的な「しかけ」は、日本が得意とする質の高いインフラ整備を説明
することで、「債務の罠」など「一帯一路」が抱える問題点を浮き彫りにしようというもの
だった。表向きの説明はともかく、実態は中国に対抗しようという意図が明確だった。 

それが次第に、変化していく。2017 年 6 月の講演で安倍首相は、「一帯一路」構想につ
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いて、プロジェクトの開放性、透明性、経済性、受け入れ国の財政の健全性の 4 条件をつ
けつつも、「洋の東西、その間の多様な地域を結びつけるポテンシャルを持った構想だ」と
初めて積極的に評価する姿勢を示した36。翌日の定例記者会見で説明を求められた菅義偉
官房長官も、「この構想のもとでの取り組みが、国際スタンダードに合致した質の高いもの
として推進されることが重要だ」と強調したうえで、「日中両国が国際的な課題や地域の繁
栄のため、ともに貢献することは重要であり、こうした観点から協力できるところは協力
していく考えだ」と語った37。 

2018 年 10 月に訪中した際に安倍首相は、さらに一歩進め、そうした「国際スタンダー
ド」にのっとったものであることを前提に、中国と第三国での共同インフラ整備プロジェ
クトに乗り出すことを表明した。 

中国共産党の機関紙、人民日報は、習近平国家主席が安倍首相との日中首脳会談で、次
のように語ったと報じた38。 

 

「『一帯一路』の共同建設は中日が相互利益の協力を深化する上で新たなプラット
フォームと実験田を提供した。中国は日本が新時代の中国の発展プロセスにより積極
的に参加し、両国のよりハイレベルの互恵・ウィンウィンを実現することを歓迎する」 

 

中国と合意した第三国での共同インフラ整備プロジェクトは「一帯一路」の一環であっ
て、日本が参加するという説明だ。人民日報は続けて、安倍首相も、「『一帯一路』は潜在
力のある構想であり、日本は中国と広い範囲で協力を強化したいと考えており、これには
第三国市場の共同開拓が含まれる」と話し、同調したとされている。ちなみにこのような
発言はいずれも、日本外務省が公表した会談記録にはない39。 

日本政府の考えは、共同プロジェクトに参画することで、中国側に 4 条件をはじめとす
る「国際スタンダード」を課し、「債務の罠」などの問題点を解消しようということだ。中
国の懐に入り込んで、問題行動を変えようといういわば、「内側からの改革誘導」アプロー
チだ。 

一方、米国は、「一帯一路」を「脅威」とみて排除し、FOIP を通じて地域諸国に代替案
を提供しようという「外側からの圧力」アプローチをとっている。対中「関与（engagement）」
は失敗したとして放棄し、「均衡（balance）」 さらには、「分断（decouple）」へと対中アプ
ローチを敵対的なものに変化させつつある米国ならではの取り組み姿勢だといえる。日本
とはかなり本質的な認識の違いをはらんでいる。 

「関与」の要素を残した日本のアプローチは、当面の対日関係改善を目指す中国政府の
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方針と、ある程度噛み合っている。ただ、上述したような中国の「戦術的修正」を、「韬光とうこう

养よう晦かい」への復帰のような戦略的修正までレベルアップすることはできていない。その見通
しも立っていない。 

さらに、地域の諸国の間では、そうした日本の「関与」アプローチは、対中姿勢の軟化、
妥協だと批判的にみる向きも出ている。とりわけ、2016 年から日本が、FOIP を通じて進
めて来た、「一帯一路」の問題性のあぶり出しが、地域諸国の間である程度浸透し、プロジェ
クトの参加見直しの動きも出てきているだけに、地域の政策専門家の間では「日本はなぜ
裏切るのか」という激しい批判の声すら聞かれる40。日本政府関係者は「誤解」と反論する
が、この事例は、地域で一律の支持が取り付けられる対中政策を編み出すことの難しさを、
改めて浮き彫りにしているといえる。 

こうした対中政策に起因する、地域各国相互の関係の乱れは、欧州でも見られる。2019

年 3 月の習近平国家主席の欧州歴訪に際し、エマニュエル・マクロン（Emmanuel Macron）
フランス大統領は、「欧州が中国に対してナイーブだった時代は終わった」と語り41、中国
が非対称な利益を得る経済進出を続けることに厳しい姿勢を示した。これに対して、同じ
EU のメンバーで、G7 の一員でもあるイタリアが、「一帯一路」に協力を約束する覚書に署
名したのだ。アドリア海に面したトリエステ港は、中国にとって地中海から欧州への入り
口となる。その開発など総額 25 億ユーロ（約 3100 億円）規模の経済支援が提供されるこ
とになった、という42。 

 

２．大国の行動の変化が地域秩序に与える影響 
自国の経済力と、相手国の依存を利用した、中国の地経学的アプローチが、世界各地で

それなりの成果を上げている。地政学に地経学を加えた政策手段と方法が、インド太平洋
地域の地域秩序づくりに大きな役割を果たすようになっている。大国間競争の基調を形作
るにとどまらず、中小国の地域とのかかわりにも大きな影響を及ぼしている。 

「一帯一路」に代表されるそうした中国の地政学、地経学的アプローチによって生まれ
ている、地域諸国間の新たな矛盾は、各国が目指す地域秩序の違いを浮き彫りにしている。
日本は、依然として米国が指導的立場をとる一極支配の秩序を支持し、維持しようとする
立場だ。そうした米国支配の秩序は、台頭する中国の挑戦を受けている。一方、中国はか
ねて多極化した秩序の構築を目指しており、自国の国力や影響力の拡大もあって、その実
現可能性は次第に大きくなっている。米国が、「主要な防衛パートナー（“a Major Defense 

Partner of the United States”）」43と規定するインドも、同様に多極化秩序が自国の利益に望
ましいという立場だ。 
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「アメリカ第一主義」を掲げるトランプ政権も、地域のリーダーとしての地位を諦める
そぶりは一切見せていない。2017 年の NSS は、インド太平洋地域で中国が展開する地政
学、地経学的挑戦について、次のように書いている。 

 

「地域諸国は、主権と独立を尊重する共通の対応をとるために、米国の変らぬリーダー
シップを求めている」44

 

 

一方、民主党のオバマ米政権で国務副長官を務めたウィリアム・バーンズ（William Burns）
氏は、最近出版した回顧録の中で次のように書いている。 

 

「今は、中国の台頭が最も重大な地政学的趨勢であり、アジアは引き続き、各国の最優
先課題としてその存在をどんどん大きくしている。トランプ大統領の予測不可能性と
無関心は、中国に自分でも期待してもいなかったような早い段階で、アジア支配に向
けた道を開いた」 

「中国の覇権に対するアジア諸国の不安は、米国にとって、日本のような伝統的な同盟
国、さらにはインドのような新興パートナー国との関係をともに構築していく自然な
機会を生んでいる」45

 

 

中国によるアジア支配確立の可能性が、予想以上に早く見え始めていると認める一方で、
インド太平洋でのリーダーとしての地位は譲らない――これが、共和、民主両党を問わな
い、米国の外交エリートの典型的な意識だろう。この地域秩序をめぐるせめぎ合いは、こ
れから一層激しくなることが避けられない。 

 

むすび 
インド太平洋地域は、中国の影響力の拡大と、米国のコミットメントが不確実になった

ことで、揺れ動いている。具体的には、中国の「一帯一路」と日本や米国が進める FOIP と
の駆け引き、せめぎ合いが、地域の中小国をも巻き込んで、展開されている。それは、単
純な二極対立の構図では説明し切れない、複雑な様相を呈している。しかし、大局的にみ
れば、各国に突きつけられているのは、冷戦後から続く米国の一国優位は持ちこたえるこ
とができるのか、もしそれが崩壊した場合、“post-primacy alternative”

46

 はだれが作るのか、
どのような形になるのか、という歴史的、根本的な問いかけだ。インド太平洋で起きてい
る地政学的、地経学的変化の分析は、その答えを見極めるための、有力な手立ての一つと
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なりうる。 
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第２章 インド洋の秩序をめぐる印中関係と日本 
 

田所 昌幸 
 

はじめに 
ジェット機とインターネット時代においても、海洋輸送は依然としてもっとも安価な輸

送手段である。世界貿易の 9 割、そして世界の石油製品の 7 割が海洋輸送によって運ばれ
ている。国際貿易とそれによる食料・エネルギー輸入に文字通り生存がかかっている日本
にとって、その重要性は今更再確認するまでもなかろう。また海洋は兵力投射の媒体でも
ある。世界人口の 75％が海から 200 マイル以内の地域に住んでいることを考えると、海洋
の秩序が世界の権力政治に与える影響も自明といえよう1。 

インド洋は世界で三番目に大きな海洋であり、その東はマラッカ海峡という戦略的隘路
を通じて南シナ海、そして太平洋と連結している。他方インド洋の西部にはホルムズ海峡
があり、それは産油国がひしめくペルシャ湾への出入り口になっている。そのためインド
洋は、日本や中国などのアジア諸国にとって重要なエネルギー供給の経路となっている。
さらにその西に位置するアデン湾と紅海の奥にはスエズ運河があり、ヨーロッパ世界とも
連結している。一方インド洋西南部には、モーリシャスやセーシェルなどの島嶼国家が点
在し、ソマリア、ケニア、タンザニア、モザンビークなどの東アフリカがそれに面してい
る。この海域は、1869 年にスエズ運河が開通して以来、交通路としての重要性は低下した
ものの、今でも世界の石油貿易の 9％が喜望峰を通っている2。またサブサハラのアフリカ
には貧困と混乱に悩む国が多いものの、今後予想される資源開発との絡みでも、その重要
性が意識されつつある。 

インド洋沿岸地帯には、その定義にもよるが、26 億人つまり現在の地球上の約 4 割の人々
が生活を営んでいる。すでに総人口の減少局面にさしかかっている日本や欧州、さらに急
速に少子化が進行しつつある東アジア地域に比して、この地域は依然として人口増加率は
高い。また人口構成も若く、平均年齢は日本は 46 歳、アメリカは 38 歳だが、30 歳以下で
ある3。人口動態と繁栄の関係は単純ではないが、今後の世界でこの地域がダイナミックに
経済的発展をすることを予感させる条件である。 

本稿では、このようなインド洋の海洋秩序を、主として印中関係に注目して検討し、日
本外交にとっての示唆を得られるように努めたい。 
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１．インド洋の地政学的回顧 
ある分析によれば世界の紛争 42％がインド洋沿岸地域に集中しているといわれる4。と

りわけ中東地域は世界で最も紛争が慢性化している地域であり、ペルシャ湾地域では 80 年
代以降、大規模な武力紛争も繰り返し勃発してきた。またイエメンでは内戦が現在でも続
いており、イランの核開発をめぐる緊張が続いている。さらにインドとパキスタンという
核保有国の間では戦後 3 回の戦争が闘われ、両者の間はその後も絶え間のない緊張状態に
ある。加えて国家破綻状態にあるソマリアが典型的だが、インド洋に面する東アフリカ諸
国家は全般的に脆弱で、それがこの地域を不安定化させているとともに、海賊やテロリズ
ムといった形の、非国家主体による暴力が海洋秩序を脅かす問題となっている。 

インド洋沿岸地域で紛争が多発してきたにもかかわらず、インド洋そのものでの角逐は
近年まであまり問題にされることはなかった。インド洋における海上交易の歴史は非常に
古くまで遡れ、古代から様々な往来があったことが知られている。16 世紀以降になると、
ヨーロッパ諸国が次々にインド洋に到達し交易拠点を作り始めた。まずポルトガルやスペ
インが、それに続いてオランダやフランスがこの地域に進出し、遠隔地貿易をめぐって勢
力争いを繰り広げたが、19 世紀以降のインド洋は、事実上イギリスの支配する海となった。
そして第二次世界大戦中のごく短期間に日本がイギリスの海洋支配に挑戦したものの、戦
後になってもアメリカの関与が東アジアや東南アジアに集中したこともあり、インド洋に
はイギリス海軍が再度展開した。しかしイギリスがポンド危機をきっかけにスエズ以東か
ら撤退すると、アメリカはイギリスからディエゴガルシアを租借して基地とし、とりわけ
ソ連が崩壊した冷戦後には、インド洋で他国の追随を許さない海軍力を展開することがで
きるようになった。実際アメリカは、1991 年、2003 年の対イラク戦争でも、またアフガニ
スタン戦争でも、インド洋に展開した空母機動部隊からの兵力投射に、多くを依存したの
である。 

しかし冷戦後 30 年が過ぎ、インド洋の海洋秩序の流動化が加速している。その背景には、
アメリカの一極的支配の後退が見られることがある。冷戦後一時期には比類の無い優勢を
誇ったアメリカだったが、アフガニスタン戦争、イラク戦争などが泥沼化して国力を消耗
する一方で、2008 年のリーマン・ショック以降は経済的にも一時の勢いを失っている。し
かも 2016 年に誕生したトランプ政権は、一方主義的な傾向とともに、直接的な利害がかか
わらない地域からの撤退を指向する孤立主義的な傾向も強い。 

このようなアメリカとは対照的に冷戦後の 30 年間で急速に国力を拡大し、その国際的な
存在感を飛躍的に強めてきたのが中国である。その中国は海軍力も急速に拡張するととも
に、南シナ海や東シナ海における領土的現状を一方的に変更するなど、攻撃的な姿勢を強
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めてきた。インド洋でも海軍力の活動を強化するとともに、インド洋地域に様々な拠点を
構築する動きを強めている。 

こういった域外からの力学に共鳴しつつ、インド洋沿岸諸国の内発的な動きが、インド
洋の海洋秩序を流動化させている。すでに述べたようにインド洋沿岸は紛争多発地帯で、
そういった紛争が海洋秩序に影響を及ぼす可能性が常にある。しかも国家の統治が極端に
弱体な地域では、非国家主体による暴力によって混乱が起こりがちである。こういったイ
ンド洋沿岸諸国における不安定要素は、外部からの介入を招く契機となろう。そして思惑
を異にする域内域外の諸勢力がインド洋で角逐を繰り広げる事態へと発展する危険を秘め
ている。 

 

２．中国のインド洋進出 
中国はインド洋でも、「真珠の首飾り」と呼ばれることもある一群の海洋拠点を、インド

周辺に整備してきた。まずミャンマーとは、同国が軍政下で欧米諸国から制裁を受けて孤
立している間隙をついて、それを取り込むことに成功し、民主化移行後もその関係に揺る
ぎはない。中国はインド洋のベンガル湾に臨むチャウピュー港の開発に早くから着手し、
中国雲南省から石油及びガスのパイプラインを建設し、これを中国・ミャンマー経済回廊
（CMEC）として一帯一路の一部と位置づけてきた5。 

パキスタンとは中パ経済回廊（CPEC）計画が進行中で、中国西部からカラコルム山脈、
カシュガルを通ってパキスタンを南北に縦断するルートの整備に注力してきた。その南端
に位置するのがアラビア海に面したグワーダル港である。中国による港湾開発は 2001 年
に朱鎔基首相のパキスタン訪問の際に表明され、翌年から工事が始まった。2016 年には中
国は 43 年間にわたる同港の租借権を獲得している6。 

インド洋の海洋交通路の要衝であるとともに、インドのすぐ沖合にあるスリランカは、
2009 年まで続いた内戦の過程で、インドや欧米諸国との関係が停滞すると、中国との関係
強化に動いた。その結果、中国からの投資を受け入れて開発されたハンバントタ港は商業
的には完全に行き詰まり、スリランカは 2015 年までに政府歳入の 95％が債務返済にあて
るところまで追い詰められた。中国は債務削減に応じることを拒み、同港周辺の 99 年間租
借権を 2017 年に獲得した7。 

インド南西に浮かぶモルディブにも 2013 年に新政権が発足すると中国は急速に接近し、
返済不可能な規模のインフラ投資を行うとともに、同国の 16 以上の島を購入するなどし、
同国全体を乗っ取りかねない勢いであった8。さらに中国は、紅海の入り口に位置するジブ
チにも、鉄道などの巨額の商業投資によって影響力を拡大し、すでに中国海軍の初の本格
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的な海外補給基地を建設するに至っている。 

このような中国の動きは、マラッカ海峡に極度に依存する、中国のエネルギー輸入を多
様化させるための動きとも解釈できるかもしれない。しかしセーシェルやジブチへの進出
はそういった限定的な動機だけではとても説明できないだろう。またインド洋を通る自国
の海上通商路の防衛のためとも解釈できよう。しかし海洋秩序はグローバルコモンズであ
り、インド洋の安全航行の重要性は中国だけに限られたものではなく、日本を含む多数の
国にもあてはまる条件であり、中国だけが自国海軍力を一方的に展開することは、不可避
的に警戒を呼ばざるを得まい。南シナ海や東シナ海での中国の行動ぶりを見れば、それは
なおのこと当てはまろう。しかも中国の強引な行動は、急速に拡大する経済力や軍事力を
背景に、インド洋でも自国の全般的な影響力を強化するために、様々な機会を貪欲に利用
していると解釈したほうが適切なのかもしれない。 

もちろん中国にこのような意図があっても、それが実現するかどうかは別の問題である
ことは言うまでもない。多額のインフラ投資は、それが商業的に成功しなければ中国にとっ
ても負債となる。またインフラ建設を餌にして相手国を債務の罠に誘い込むやり方には、
すでに受け入れ国の警戒や反発を招いている。事実ミャンマーではプロジェクトの縮小が
検討されているし、モルディブでは 2018 年の大統領戦で親中派が敗れ、外交路線の軌道修
正が行われた。 

しかしこれまでの中国の行動パターンから推測すると、たとえ実現性は疑わしくとも壮
大な構想を高らかに宣言し、困難があれば立ち止まり、必要に応じて修正を施しながら、
辛抱強く勢力拡大の機会をうかがう公算が高い。そしてその姿には、急速な国力の拡大を
背景に、客観的には自国の地位が急速に向上したにもかかわらず、常に不安と不満にとり
つかれ、海洋でもイギリスに挑戦しようとした第一次世界大戦前のドイツを思わせるもの
がある。  

 

３．印中関係の歴史的文脈と現在 
このように中国のインド洋でのプレゼンスの拡大に、インドは警戒を強めている。インド

と中国はともに世界に台頭しつつある 10 億を超す人口を擁する桁違いの大国であり、独自
の核兵力を持ち、深い戦略縦深を誇る。その印中両国はともに古代から続く帝国の継承者
を自認している。欧米主導の国際秩序に対して、多極的な世界を目指すことを基本的な立
場としており、その世界観では自国が独自の極を構成するのが当然視されている。そのた
め冷戦下でも米ソの二大陣営に組み込まれることを避け、非同盟諸国運動や第三世界の代
表を旗印に、戦略的自律性を維持することに腐心してきた。 
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実際に両国は「新興国」の一員として協力する場合も少なくない。BRICS が創設した新
開発銀行（NDB：通称 BRICS 銀行）は、アメリカが事実上支配してきたブレトンウッズ機
関への共通の不満を背景に、世銀とは独立した制度の創設で両者が協力した結果である。
NDB の本店は上海に置かれているものの、初代の総裁職をインド人にゆずるという配慮
を、中国もしている。アジアインフラ投資銀行（AIIB）についても、インドは事実上中国
が支配する同行の創設メンバーであり、2018 年にはインドのムンバイで第三回の年次総会
が開催されている。 

しかしながら、インドの中国に対する不信は根深く、近い将来それが克服されることは
ないだろう。実は初期の両国関係は良好だった。1947 年のインド独立後、長きにわたって
インド政治を支配した国民会議派の外交路線は非同盟中立路線であり、それは冷戦下に
あって、アジア・アフリカの新興独立諸国に対して独自の開発モデルをしめし、これらの
国々の指導者としてインドの国際社会における指導性を発揮しようとするものであった。
インド独立に続いて北京で成立した共産党政権に対しても関与を指向し、たとえば中国の
国連代表権問題では常に北京政府を支持し続けた9。そしてネルーと周恩来は 1954 年に、
領土・主権の相互尊重、相互不可侵、相互内政不干渉、平等互恵、平和共存を内容とする
平和五原則に合意した。インドのこういった姿勢は、冷戦的対立を超える希望を示すもの
として、日本を含む多くの国々の世論では大きな魅力を持ち、インドは理想主義的国家と
しての権威を誇ることになったのである。 

しかし 1959 年には、チベットからダライ・ラマ 14 世がインドに亡命したことにより印
中両国の対立が深まり、1960 年代になると国境問題が表面化した。そして 1962 年 10 月に
中国軍が東西両方の係争地で侵攻を開始すると、インドは屈辱的な敗北を経験した。侵攻
した中国側 8 万人に対してインド側が動員できたのは 1 万人強であり、装備、兵站へいたんのいず
れの面でも劣勢であった。加えてインド側の戦争指導は明らかに準備不足で、平野部から
増援されたインド軍兵士の多くが高山病にかかり、戦力にならなかったと言われる。虚を
突かれたインド側は全くの準備不足だったのである10。 

この手痛い敗北をきっかけにインドの外交政策は大きく転換し、敗北の記憶はトラウマ
となって今日にいたるまでのインドの対中姿勢に潜伏している。「1962 年以降、インドの
指導者らは目標を切り下げて、南アジアの戦略環境を整備することに専心するようになっ
た。同年の軍事衝突により、インド国民は、ネルーやメノンがパキスタンを主要な地政学
的懸念だと強く強調してきたことの意味を考え直すようになった。またこの衝突によって、
中国の圧力に対してインド北東部の守備を強化することの重大性も認識するようになっ
た。」11
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外交路線は現実主義的な方向に転換し、中国との国境の防衛により多くの精力が割かれ
るようになった。それととともに、パキスタン、ネパール、スリランカなどの南アジアに
おける中国のプレゼンスを警戒することに、外交努力の焦点が当てられることになった。
また、中国への対抗上の理由からもアジア・アフリカ諸国の枠組みは重要になり、アフリ
カ諸国への支援を通じて、中国の影響力の浸透に対抗が図られるようになった。 

またこの戦争を契機に、インドは勢力均衡政策を意識的かつ積極的に追求するように
なった。印中戦争下の危機的な状況下でネルー首相はアメリカの介入を求め、アメリカは
航空母艦をインド洋に移動させてこれに応じた。1970 年代に米中関係が劇的に改善すると
米印関係は疎遠になり、インドはソ連との関係に傾斜した。その背後に中ソ関係の険悪化
があったことは言うまでもない。 

1970 年代末から印中関係は徐々に改善し始め、1988 年には当時のラジブ・ガンジー首相
が訪中し、96 年には江沢民国家主席が訪印して、両国間に「建設的パートナーシップ」を
構築することに合意した。98 年にインドが核実験を実行すると、印中関係は再び悪化した
ものの、中国は戦略的に圧倒的に優勢であることから、重大な関心を寄せているわけでは
ないようである。印中関係の全般的な改善の背景には、もちろん冷戦の終焉というグロー
バルな地政学的環境の変化が関係していた。ソ連が崩壊しその後継国家であるロシアの戦
略的重みが失われたことによって、インドが中国に接近する力学が作用したのである。 

このように印中関係は全般的には緩やかに改善してきたものの、本質的な和解からはほ
ど遠い。まず印中間の国境問題はまったく見通しがつかない。中国がチベットを武力によ
り併合した結果、印中間には、3488 キロメートルにもわたる長大な国境が東西に伸びるこ
とになった。西部では、インドは、中国が 43000 平方キロメートルを不法に占拠しており、
その一部はパキスタンが中国に不法に譲渡したものだと主張している。東部では、中国は、
インドのアルナーチャル・プラデーシュ州全体の領有権を主張している。また、中部でも
中国、ネパールに接したインドが実効支配する比較的小さな地域で、国境紛争がある。印
中両国間で包括的な解決が何回か検討されたものの合意に至らず、相互に実効支配線を越
えて侵入する事件がしばしば起こっている。 

2017 年にはブータンのドクラム高地で中国が道路建設を始めたことから、ブータンを保
護国と考えているインドは激しく反応し、二ヶ月以上にわたって印中両国軍のにらみ合い
が続いた。結局中国側は工事を中止して両国軍が撤収したことで事態は収拾された。しか
し中国が再び工事を開始しない保証はなく、またアルナーチャル・プラデーシュ州全域に
対する中国の領有権の主張にもなんの変化もない。 

その中国に対して、インドは拭いがたい戦略的劣等感を持っている。インドと中国の軍
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事バランスは、あらゆる面で中国が有利であり、「ざっくり言えば、中国軍の規模はインド
軍の 2～3 倍、近代化の度合いも 10 年程度中国が先を走っているとみることができる。」12 
また両国経済を比較しても中国は圧倒的に優勢であり、GDP や資本ストック等の指標にお
ける中国の優位も明らかである。また両国間の貿易でも中国が慢性的に輸出超過状態にあ
り、このことはインド側の長年の不満の種となっている。 

もちろん中国が優勢といっても、中国軍が峻厳な山脈を越えて大幅に進出して、大規模
な部隊を長期にわたって維持することは、兵站の困難さを考えれば全く不可能であろう。
しかも印中両国は、ともに広大な国土と 10 億人を超す人口を擁する深い戦略縦深を誇り、
他方を占領屈服させることは考えられない。1962 年の印中戦争でも中国側が比較的早期に
一方的に停戦を宣言したのも、このような進出限界の存在をうかがわせる。 

しかし、中国がインドを軍事的に屈服させることは無理でも、インドの利益を脅かす手
段を豊富に持っているのは事実である。とりわけ中国の経済的強大化に伴い、中国は経済
開発をテコにインドの周辺国に影響力を拡大し始めている。インドとパキスタンとは独立
以来ずっと緊張関係にあり、両国間には 3 回にわたって戦争が勃発した。インドとパキス
タンの戦力バランスは、今や圧倒的にインドが有利だが、インドとしては中国がパキスタ
ンを利用して、インドに対する圧力を加えているという不満が強い。インドは、パキスタ
ンと中国を結ぶ中国・パキスタン経済回廊（CPEC）には強い不満を表明しており、そのた
め AIIB には参加するが 2017 年 5 月に北京で行われた一帯一路フォーラムをボイコットし
ている13。 

この他にも、北のカトマンズとラサを結ぶトランス・ヒマラヤ鉄道、そして西にはバン
グラデシュ―中国―インド―ミャンマーを結ぶ経済回廊（BCIM-EC）についても、計画に
対するインドの警戒感は強い。類似の理由により、ミャンマーやスリランカなど、インド
が自国の勢力圏と見なす南アジアの自国周辺国家に、中国が政治的影響力を伸張している
ことに、強い猜疑を持っている。 

このような背景のある中で、中国がインド洋に急速に進出すれば、背後から包囲されつ
つあるとインドには感じられるのであろう。自前のエネルギー資源を欠くインドにとって
は、中東からの海洋通商路は自国経済の死命を制する問題であるし、そうでなくともイン
ド洋が敵対的勢力によって支配されれば、生殺与奪の権利を与えるのに等しい。 

もっとも、本国から遠く離れたインド洋で、安全な補給基地のない中国海軍が制海権を
握ることはできない。他方でインド海軍には、圧倒的な地の利があるだけではなく、イン
ド洋に大きく突き出す形をしているインドの陸上から、基地航空部隊を出撃させることで
インド洋上の広範な地域で航空優勢を確保できるだろう。 
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しかしインドはなんと言っても伝統的に陸軍国であり、急速に拡大する中国海軍、とり
わけその潜水艦への対処能力に強い不安を感じている14。中国はインド洋を支配すること
はできなくとも、広大なインド洋では捕捉が困難な潜水艦を展開すれば、通商破壊はもち
ろん敵国の海軍を脅かすことはできよう。またひとたび印中間で紛争が起こっても、イン
ド洋では優勢なインド海軍を牽制し、インド洋上の通商路を脅すことはできよう。そして
そういった威嚇能力を背景に、地域における自国の政治的影響力を強めることにはすでに
成功している。こういった中国の影響力の拡大を、インド洋を自国の自然な勢力圏と考え
るインドが受け入れることはあり得ない。 

 

４．日本外交とインド洋 
このように考えると、インドと日本は急速な海洋進出を図る中国に対抗する上で、自然な

パートナーであると考えられよう。実際日印関係は順調に発展している。モディ首相は、2014

年の就任以降 2019 年までに 4 回訪日するとともに、安倍首相との間の首脳会談も 2019 年末
までに計 14 回を数え、また閣僚級の外務・防衛協議（「2＋2」）も 2019 年 11 月に開催され
た。また海上自衛隊は二国間の枠組みに加えて、マラバールと呼ばれる米印海軍の共同演
習にも招待されるなど、頻繁に共同演習を行っている。また日印の物品役務相互提供協定
（ACSA）の締結交渉も進められていて、これが締結されれば日本から見れば、アメリカ、
カナダ、オーストラリア、イギリス、フランスに続いて 6 ヶ国目になる。 

しかし、中国による海洋進出への警戒を共有する日印も、その関係強化には限界がある
ことは弁わきまえるべきである。すでに強調したようにインドは中国に対する不信を強めながら
も、利害をともにする部分も少なくない。そのため、国境問題では断固たる対応をするも
のの、その後もモディ首相は習近平主席とは友好的な会談を行っている。インドが世界最
大の民主主義国であることは事実だが、日本のようにアメリカ陣営の同盟国としてのアイ
デンティティを受け入れ、それによって自身の戦略的自律性を失うことを受け入れる可能
性は低い。アメリカのコミットメントの信頼性が、トランプ政権下で大幅に揺らいでいる
となるとなおさらそうである。つまりインドの対外行動は、リベラルな世界観と言うより
も現実主義的な勢力均衡原理によって左右されており、中国の拡大をバランスするために
利用できるものを利用したいというのが、その本音である。である以上、ハードパワー上
の限界が明らかな日本との間で、インドが同盟に準ずるような制度化された協力関係に
入って中国を刺激したり、自国の行動の自由を犠牲にしたりすることは期待薄である。ま
してや南シナ海や東シナ海で日本を支援する能力がたとえあったにしても、そのような意
志はないだろう。 
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またインドにとってあるべきインド洋秩序とは、インドによる覇権的秩序であり、日本
が提唱するルールに基づく自由で透明な海洋秩序と同じとは言い切れない。とりわけ、イ
ンドは南アジアの周辺国は自らの勢力圏であるとする意識が強い。そういったインドの姿
勢こそがそれらの諸国で反発を生み、中国がインド洋地域で影響力を拡大する機会を与え
る結果となっている。 

たとえばパキスタンは、インドからの圧力を感ずれば感ずるほど中国への傾斜を強めざ
るをえない。冷戦時代のパキスタンにとっては、ソ連に近いインドへの後ろ盾としての役
割を果たしていたのはアメリカであった。だがその後アメリカは無関心になったり、核開
発やタリバーンとの関係をめぐって制裁を課したりと、その態度に一貫性を欠きパキスタ
ンの信頼を失った。それに対して、中国は時間をかけてパキスタンとの関係を強化してき
たため、中パ関係は「全天候型」の関係とまで言われるほど密接なものになっている15。 

インドがインド洋で枢要なプレーヤーであることは疑問の余地はなく、二国間で対立要
因のない日印関係には今後も発展の余地が大きいことは間違いないが、インド洋でもイン
ドは唯一のプレーヤーではない。また中国の排他的な影響力の拡大を阻止したいという点
では一致するものの、インドの国際秩序観は必ずしも日本と一致しているわけではないの
である。 

 

むすび 
インド洋地域における日本の比較優位分野は、依然として民生面での協力にあると考え

られる。インド洋沿岸諸国の中国傾斜を強め、インド洋秩序というグローバルコモンズを
損なわないように、それらの諸国のインフラ等の民生面での支援を強化することに、これ
まで以上に注力すべきであろう。そして日本の東南アジア支援が政治的従属をともなうも
のではなく、誇るべき経済的な成果をあげた実績が、想起されるべきである。またこういっ
た分野における日印の共同のプロジェクトについても、一層の発展の余地があろう。 

日印の安全保障協力への期待がともすれば過剰になるのに対して、日本で過小評価され
がちなのがイギリス、フランスとの協力の可能性ではないか。イギリスがスエズ以東から
撤退して久しいが、2010 年以降バーレーンやオマーンなどの湾岸諸国とは施設利用協定を
締結し、一定の海軍力を展開する能力を維持している16。またディエゴガルシアのあるチャ
ゴス諸島がイギリス領であることも忘れてはなるまい。しかも EU 離脱後のイギリスは、
ヨーロッパ域外のアジアやインド洋地域での役割を模索する可能性が高い。またフランス
は、レユニオン島やニューカレドニア島など、インド洋南西部や南太平洋には自国領があ
り、そこに居住する約 160 万人のフランス市民と 45 万平方キロの領土および 900 万平方
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キロメートルにおよぶ排他的経済水域の防衛は、自国防衛に他ならない。実際フランス軍
は4000人以上をインド洋地域に展開し、UAEやジブチには戦闘機ラファールやミラージュ
の航空部隊も駐屯している17。 

日本同様ハードパワーの面では決定的ではないものの、インド洋の海洋秩序をグローバ
ルコモンズと捉え、その維持を制度やルールを通じて確保するというヴィジョンの点では、
これら諸国と日本の共通点は大きい。またすでに両国はインドとは軍事面での協力実績も
大きく、インドにとっては重要な武器供給国である。インフラ建設などの面でも協力の余
地があるかもしれない。自由で開放的なインド洋の海洋秩序というビジョンを共有できる
多様な諸国と、協力の可能性を模索することが望まれる。 
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第３章 中国のインド洋への軍事進出 
 

小原 凡司 
 

はじめに 
中国がアデン湾における海賊対処活動に参加し始めてから、2018 年 12 月で 10 年が経過

した。中国では、「護航（航行護衛）」行動と呼称している。同月には、解放軍報や中国海軍
政治工作部が主管する雑誌が護航10周年を特集するなど、中国海軍の海外での活動をアピー
ルしている1。 

中国海軍は、2008 年 12 月 26 日に初の護航を開始して以来、2019 年 1 月までに艦隊を
31 回派遣して海賊対処活動を行っており、民間船舶の航行の安全に貢献していることは間
違いない。しかし、中国艦艇が常にアデン湾に存在することは、中国が周辺地域に対して
軍事プレゼンスを示すことに他ならない。 

中国海軍は、2009 年頃から、「遠洋航海訓練の常態化」を主張し始めた。2009 年 4 月、
人民海軍成立 60 周年に際して新華社のインタビューを受けた呉勝利・海軍司令員（当時）
は、「遠海訓練を常態化し、海軍 5 大兵種（潜水艦、水上艦、航空部隊、海兵隊、沿岸防衛
部隊）は毎年、幾度も遠海に赴いて訓練を行う。水上艦艇は数百海里から数千海里の間で
昼夜航行訓練を行い、潜水艦は数十日から数カ月間水中に潜み、航空部隊は通常の気象か
ら複雑な気象条件下で長距離奇襲攻撃を行い、沿岸防衛部隊は固定された海域から 1000 海
里に展開して沿岸機動訓練を行うのである。延べ 1000 隻（機）の艦艇及び航空機が太平洋
海域において多くの項目の複合訓練を行う」と述べている2。 

呉勝利上将の言葉を裏付けるかのように、中国海軍は、宮古海峡を抜けて西太平洋に至
る遠洋航海を繰り返すようになった。1982 年に、鄧小平氏に直接指名されて海軍司令員と
なった劉華清氏が、中国海軍に対し、2000 年までに活動範囲を第一列島線内外にまで拡大
するように指示していたのだ。 

例えば、2009 年 6 月 25 日（木）午前 6 時頃、海上自衛隊第 4 護衛隊（呉）所属「うみ
ぎり」が、沖縄本島の西南西約 170km の太平洋を北西進する中国海軍のルージョウ級ミサ
イル駆逐艦 1 隻、ジャンウェイⅡ級フリゲート 2 隻、フーチン級補給艦 1 隻および艦級不
明の艦艇 1 隻を確認した3。この後も、駆逐艦およびフリゲートといった戦闘艦艇 4 隻と補
給艦 1 隻から構成される中国海軍艦隊が、繰り返し宮古海峡を抜けて西太平洋に入ってい
る。 

艦隊には、常に補給艦が同行している。遠洋航海を実現するために欠かせないのが補給
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だからである。2008 年 12 月 30 日、アデン湾海賊対処のために出港した艦隊が、マラッカ
海峡を通過し、初の洋上補給を行っている。中国海軍は、遠洋航海を常態化するために「総
合補給訓練」を繰り返し行ってきた。護航のための艦隊の編成は、2 隻のフリゲートに 1 隻
の補給艦というのが標準的である。艦隊には、駆逐艦や揚陸艦といった大型艦艇が含まれ
ることもあるが、補給艦は常に含まれている。 

中国海軍が遠洋航海能力を向上させるのは、中国の軍事プレゼンスを世界に展開したい
と考えているからだ。中国が世界各地に軍事プレゼンスを展開するためには、効果的にパ
ワー・プロジェクションを実施する部隊が必要である。また、中国の艦隊が、長期間にわ
たって特定の海域に存在し続けるためには、洋上補給に加えて、補給艦等が補給するため
の港湾も必要になるはずである。 

本稿では、中国海軍による遠洋航海の意義を踏まえた上で、軍事プレゼンスを示すため
の艦艇の装備状況および海外における港湾整備の状況を分析し、中国の遠洋への軍事進出
の現状を考察する。 

 

１．中国海軍遠洋航海の意義 
中国のアデン湾における護航行動は、「中国が初めて軍事力を海外に派遣して国家戦略的

利益を保護するものであり、初めて海上作戦戦力を組織して海外において国際人道主義義務
を果たすものであり、初めて遠海において重要な輸送路の安全を保護するものである4」とし
ている。 

中国海軍は、他国海軍と協力もしながら、民間船舶の護衛に当たっている。しかし、中
国の護航は、単に民間船舶の安全を護る以上の目的を持っている。 

中国がことさらに人道支援を強調するのは、中国に対するポジティブなイメージを得た
いと考えるからだろう。そのイメージとは、「責任を果たす大国」という中国のイメージで
ある。護航 10 周年を扱う複数の記事中に、「大国が責任を果たす」という表現が用いられ
ている5。 

こうした記事の読者は主として中国国内にいることから、これらの記事が、中国が日本
や欧州諸国、さらには米国に伍して、世界平和および人道支援に貢献しているというイメー
ジを、中国国民に向けて誇らしげにアピールしているのだとも言える。 

しかし、展開する海軍力は軍事プレゼンスそのものである。中国は、2012 年に北京大学
の王緝思教授が「西進」を提言して6以来、米国との直接衝突を避け、主として西へと経済
活動およびそれを保護するための軍事的活動を展開してきた。中国は、軍事プレゼンスを
示しつつ、周辺国の目に挑発的と映らないよう努力してきた。国際人道主義活動としての
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海賊対処活動の位置づけに加え、中国海軍は積極的に他国への親善訪問も実施してきた。中
国国防部は、「10 年来、中国海軍護航艦隊は、護航任務と艦艇による友好訪問の結合という
新しいメカニズムを徐々に確立し、3 大洋 6 大陸 63 カ国を訪問した」と述べている7。 

護航 10 周年に象徴されるように、2018 年の中国海軍は、総じて言えば、2015 年に発表
された中国国防白書である『中国の軍事戦略』に示された「近海防御型から、近海防御型
と遠海護衛型の結合への発展を一歩一歩実現する」という内容を忠実に守ったと言える。
この傾向は、2017 年と同様であり、中国海軍発展の大きな潮流であるとも言える。この海
軍発展を実現するために、中国はパワー・プロジェクション能力の構築を急いでいるので
ある。 

 

２．中国のパワー・プロジェクション能力強化 
（１）沿岸国に対する航空打撃力の構築 

まずは、パワー・プロジェクション兵器の最たるものであり、また、最も注目が集まる
空母である。中国には、1998 年にウクライナから購入して 2003 年から修復を開始し、2012

年 9 月に就役した訓練空母「遼寧」が運用されている。「遼寧」は 2018 年 8 月から約半年
をかけて大規模改修を行っており、中国海軍が同艦を作戦艦艇として運用しようとする意
図も見える。 

さらに、2017 年 4 月に進水した初の中国国産空母である 001A 型空母が、2018 年 5 月か
ら海上公試を開始した。中国政府は、001A 型空母は訓練空母「遼寧」を基に設計したとし
ている。報道によれば、同空母の排水量は 7 万トンで、35 機の J-15 戦闘機を搭載可能であ
る。通常動力型の推進機構を備え、いわゆるスキージャンプ台を備えた飛行甲板を持ち、
カタパルトは装備していない。 

海上公試の状況は、同艦が深刻な問題を抱えている可能性を示唆する。2018 年 4 月 23

日、001A 型空母が曳航船に引かれて埠頭を離れる様子がインターネット上に流れ、複数の
外国メディアが「中国初の国産空母が近く黄海や渤海で初の海上公試を行う見通しである」
と報じた8。また、遼寧省海事局は、同年 4 月 20 日から 28 日の間、軍事任務のためとし
て、渤海海峡黄海北部、渤海、渤海北部海域における航行を禁止した。航行禁止海域は大
連から近く、当該海域で初の国産空母の試験航海が行われると考えられた。 

2018 年 4 月の航海から戻った直後にドライ・ドックに入渠した状況は「遼寧」の時と同
様であり、同艦が推進装置等に深刻な問題を抱えていることを示唆する。中国国営メディ
アは、この航海に関する状況について沈黙を守り、5 月 13 日から実施された試験航海を
「初の試験航海」としている。さらに、5 月の海上公試も順調に実施された訳ではない。5
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月 7 日および 8 日、中国遼寧省大連市において中朝首脳会談が行われたが、報道によれば、
この時、習近平国家主席が大連を訪れたのは、001A 型空母の海上公試に立ち会うためで
あった9。また、米国メディアは同月 9 日、中国の軍事専門家の話として、大連で準備が進
められていた新型空母に問題が発生した可能性があると報じた10。遼寧省海事局は 5 月 10

日午後、渤海湾および黄海北部海域における航海禁止の期間を、4 日から 11 日という期間
から延期し、11 日から 18 日とすると発表した。試験航海にあわせて発布された、大連付
近海域への船舶進入禁止令が 1 週間延期されたことも、001A 型空母に問題が起こったこ
とを示唆するものだ。 

中国は、001A 型空母だけでなく、上海江南造船所において 002 型空母を建造中である。
2017 年 3 月末に上海江南造船所で建造が開始され、現在、ブロック化された船体の各部分
の組立て段階にある。また、002 型空母は、武漢に建設された空母技術陸上試験プラット
フォームにおいて、電子装備品等の試験が実施されている11。002 型空母は、蒸気カタパル
トを備える。衛星画像を用いた米国 CSIS の分析によれば、排水量は、001A 型空母の 70,000

トンを超える、80,000～85,000 トンになる12。 

船体の大型化とカタパルトの採用によって、搭載可能艦載機数は大幅に増加すると考え
られる。各種艦載機を最大約 70 機搭載可能とする分析もある。通常の搭載状態では、J-15

戦闘機約 40 機を搭載するといわれている。前出の、武漢の空母技術陸上試験プラット
フォーム上には艦載早期警戒機 KJ-600 の模型も確認されており、中国空母打撃群に早期
警戒能力を提供し、遠洋における戦闘力向上を図る中国海軍の意図が見える。 

001A 型空母は間もなく就役すると考えられている。同艦は、2019 年 11 月に台湾海峡を
南下して南シナ海に入った13ため、南部戦区海軍に配属される可能性も噂されているが、
深刻な問題を抱えているとすれば長期の航海に不安を残すため、北部戦区海軍に配備され
て西太平洋を行動海域とする可能性もある。 

現在、上海江南造船所では、002 型の 2 番艦が建造中であるという分析もあり、「遼寧」
が作戦艦艇として運用されれば、中国海軍は最速で 2025 年までに 4 隻の空母を実戦配備
する可能性がある。中国は、2025 年前後に、排水量 10 万トンを超える原子力空母の建造
を計画しているともいわれる。こうした中国の空母建造状況を見れば、中国海軍は、2020

年までに初の空母打撃群を完成させ、2025 年前後に 4 個空母打撃群を形成し、西太平洋お
よびインド洋に展開する可能性がある。 

 

（２）世界にプレゼンスを展開する大型戦闘艦艇 
空母打撃群を形成する 055 型駆逐艦の建造も進んでいる。2019 年 9 月、5 隻目となる 055
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型駆逐艦が上海江南造船所で進水したと報じられたのだ14。また、中国メディアによれば、
2019 年 9 月現在、7 番艦および 8 番艦が大連造船所で建造中である15。055 型駆逐艦は、満
載排水量 123,000 トンと、世界最大級の大きさを誇る。055 型駆逐艦は、中国海軍の空母打
撃群の構成艦艇となり、指揮艦となる可能性が高い。中国海軍が遠洋作戦を実施する上で、
間違いなく主力となる艦艇である。 

055 型駆逐艦は、ブロック建造法を採用している。船体構造の各ブロックは、中国全国
に所在する大規模造船所で建造された後に、一つの造船所に集められて組み立てられ、武
器システム、電子装備品、その他の装備品が搭載される。 

055 型駆逐艦の 1 番艦は、2014 年末から 2015 年第 2 四半期の間に建造が開始され、同
艦の進水式は、2017 年 6 月 28 日午前、上海江南造船所において行われた。055 型駆逐艦
は、8 隻の建造をもって、最初の建造計画が終了すると考えられている。しかし、中国海
軍が 6 隻の空母を保有して、それらを中心とした空母打撃群を世界に展開しようとしてい
ることを考えると、055 型駆逐艦は 8 隻では不足である。 

そのため、中国海軍は、8 隻の 055 型駆逐艦の建造を完了した後、055 型の改良型である
055A 型駆逐艦の建造を計画しているとも言われている。055A 型駆逐艦は、米国や中国な
どが研究開発にしのぎを削る、レールガンや弾道ミサイル防御兵器を搭載する可能性があ
る。055A 型駆逐艦のステルス性能、電子戦能力、攻撃能力は、052D 型駆逐艦に比べて非
常に高くなると考えられるものの、同艦には未だ、武器システム、動力システム等に係る
多くの技術を完成させなければならない。 

 

（３）2種類の揚陸艦 
中国海軍最新の大型水上艦艇に、075 型強襲揚陸艦がある。2019 年 9 月、中国メディア

は、中国海軍が上海滬東中華造船所において 075 型強襲揚陸艦の 1 番艦を進水させたと報
じた16。同艦は、早ければ 2020 年に就役するだろう。同型艦の 2 番艦が、同じ上海滬東中
華造船所で建造されており、2020 年 3 月に進水予定であるとされる。また、すでに 3 番艦
が建造中であるとも言われる。中国軍は同艦を用い、東シナ海と南シナ海、さらにはイン
ド洋を巡航すると見られる。当然、台湾への強襲揚陸作戦も視野に入れているだろう。同
艦は、全長 250 メートル、全幅 30 メートル、排水量は約 40,000 トンであるとされ、世界
各国海軍の既存の強襲揚陸艦の中でも最大級となっている。 

特に中国海軍が意識したのは、米海軍のワスプ級強襲揚陸艦である。ワスプ級強襲揚陸
艦の排水量は、40,500 トンであり、075 型強襲揚陸艦とほぼ同様である。中国メディアの
報道によると、075 型強襲揚陸艦は全通飛行甲板を採用し、ヘリコプター30 機を搭載でき
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る。また、広大な格納庫を装備し、各種上陸ツールと水陸両用車を搭載可能である。 

中国海軍は、大型揚陸艦として、すでに 071 型ドック型輸送揚陸艦を有している。中国
地方メディアの報道等から、中国海軍には、すでに 6 隻の同型艦が就役していることが理
解できる17。071 型揚陸艦には、ホバークラフトが装備されており、800 名の海軍陸戦隊員
および大型・小型装甲車両を搭載できる。071 型揚陸艦は大型ヘリコプターが発着艦でき
る飛行甲板を有しない。乗員の編成を小さくし、揚陸作戦用の人員、装備、弾薬等を搭載
するためのスペースを大きくとっている。 

しかし、071 型揚陸艦の建造は、順調に行われた訳ではない。1 番艦が 2006 年 12 月に進
水して以降、2 番艦が進水するまでに 4 年近くの時間を要している。2 番艦が進水してか
ら 3 番艦の進水まで 1 年間しか時間が空いていないが、3 番艦の進水から 4 番艦の進水ま
でに、また、3 年以上の時間を要している。7 番艦は、すでに、2018 年 12月に進水してお
り18、8 番艦も建造が進んでいる。4 番艦以降、建造間隔が 1 年程度と安定しているが、前
出の駆逐艦に比較すれば、建造速度は決して高いとは言えない。 

中国海軍は、071 型揚陸艦の建造速度が上がらないまま、075 型強襲揚陸艦の配備計画を
開始した。071 型揚陸艦の建造費用は約 1.3 億米ドルと安価であるが、075 型強襲揚陸艦の
建造費用はこれよりはるかに高いと予想される。中国が新型揚陸艦の建造を急ぐのは、揚
陸作戦計画に変化が生じた結果とも考えられる。 

中国が、大規模な上陸作戦の実施を想定する地域は、まずは台湾だろう。空母による空
爆能力に加え、強襲揚陸能力を展開することは、展開海域周辺諸国に対する強力な軍事プ
レゼンスになり得る。そのことを考慮すれば、台湾に対する圧力だけでなく、インド洋か
ら地中海、黒海に至るまでの海域に、空母に加えて大型揚陸艦を展開することが、中国の
軍事プレゼンスを高める効果を持つと言える。 

 

３．海外における港湾整備 
（１）ピレウス港 

実際、中国は、071 型揚陸艦を、護航任務のためにアデン湾に展開し、さらに同型艦を
ギリシャのピレウス港に入港させている。2015 年 2 月 19 日、ギリシャのピレウス港に入
港中の中国海軍揚陸艦「長白山」艦上で実施された新年招待会にチプラス首相が出席した。
新華社は、同首相が「ギリシャは中国製品が欧州に入る重要な門戸である」ことを強調し
たと報道している19。 

中国が、ピレウス港に入港したのは、軍事プレゼンスによって中国の存在感を高め、中
国の活動を誇示するためである。経済活動および軍事行動を展開するにあたって、物資の
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輸送および艦船への補給のための港湾が自由に利用できることが不可欠である。中国は、
多くの国外の港湾整備のために投資等を行っている。ピレウス港も、中国が投資して運営
権を獲得した、中国国外の港湾の一つである。 

中国は、ギリシャの経済危機につけ込んで投資し、港湾の運用権を獲得したと言われる。
ギリシャの危機は、2009 年 10 月、新政権が、前政権が発表した財政赤字の予想値を大幅
に引き上げたことから始まった。支援はユーロ圏 19 か国でつくる救済基金「欧州安定メカ
ニズム（ESM）」などを中心に行われ、国際通貨基金（IMF）も参加してきた。 

ユーロ圏は単一通貨導入に伴って金融政策が統合され、各国は利下げによる景気刺激が
できなくなった。財政にも厳しい規律が課されており、ギリシャは財政出動による景気浮
揚策を打てなかったために景気低迷が長引いたとされる。 

EU と IMF の支援を受けて財政再建中であったギリシャに対して、ピレウス港などの国
有資産の民営化は支援実行の条件であった。2011 年、ギリシャ共和国資産発展基金（The 

Hellenic Republic Asset Development Fund、HRADF）が成立された。HRADF はギリシャ国
有資産の売却を担当する。2016年、中国国営企業である中国遠洋海運集団有限公司（COSCO）
が、香港に設立した中遠海運（香港）有限公司を通じて、HRADF が港湾の運営を売却した
Piraeus Port Authority S.A.（PPA）の株を 51％と 16%を、それぞれ、2.8 億ユーロおよび 0.88

億ユーロで取得した。さらに、中国側はこのほか港湾整備・開発に対して、2016 年から 2023

年の間に、3 億 5,000 万ユーロを投資する予定である20。2016 年 7 月、国家開発銀行（CDB）
はギリシャ中央銀行と MOU を交わしており、COSCO のピレウス港買収資金の一部を国家
開発銀行が拠出したことを窺わせる21。 

中国は、ピレウス港を、中国の産品をヨーロッパ諸国に輸出するためのヨーロッパの入
り口にしようと企図している。ピレウス港は、中国が投資する以前から、コンテナ・ター
ミナルを含む商用港としての機能を有し活用されてきた。商用港として確立している港を
軍港として使用することは難しい。 

中国は、中東欧の高速道路および鉄道の建設にも意欲を示し22、欧州諸国と中国の物流
のためのインフラ整備を進めようとしている。道路や鉄道は、軍隊の部隊の有効な輸送手
段であるが、現段階では、中国が欧州において軍事力を行使する可能性は極めて低いこと
から、中国国営企業によるピレウス港の運営権取得および中東欧における道路・鉄道への
投資は、主として商業目的であると考えられる。 

 

（２）ジブチ港 
一方で、中国海軍の展開に深く関わるのが、ジブチ港への投資である。ジブチ保障基地
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は、中国が、唯一、公式に「軍事基地」と認めた基地であり、2015 年 12 月に人民解放軍
軍事基地として着工された。東アフリカのジブチは、紅海と、インド洋の一部であるアラ
ビア海が交わる海上交通路（シーレーン）の要衝に位置しており、中国海軍がインド洋や
地中海などに展開するにあたって、戦略的に重要な拠点となり得る。 

ジブチ基地は、2017 年 8 月 1 日に運用を開始した。中国は基地開設について「アフリカ
や西アジアでの船舶護衛や平和維持活動、人道主義に基づく救援などの任務を保障（支援）
する」と強調し、名称も「保障基地」として軍事色を薄めようとしている。しかし、共産
党機関紙・人民日報系の「環球時報」は社説で「基地は中国海軍がさらに遠方に展開する
ことを支援する」と指摘し23、ジブチ基地の軍事的重要性を示唆している。 

ジブチ基地の目的は、所在する位置を見ても明らかである。自衛隊、米軍、フランス軍、
イタリア軍基地は空港周辺に基地を建設していることから、各基地の目的が、哨戒機によ
るパトロールを支援することであると理解できる。しかし、中国人民解放軍だけは、港湾
に隣接して基地を建設したのである。ジブチ基地が、海軍艦艇がインド洋から地中海に展
開するのを支援することを目的としていることは明らかである。 

また、基地の構造や建造物も、ジブチ基地の性格を表している。ジブチ基地は、日本、
米国、フランス、イタリアの仮設基地とは異なり、鉄筋コンクリートで建設されている。
これは、ジブチ基地を恒久的に使用するという中国の意図を示すものである。さらに、建
造物の頑丈な造りと厳重な警戒態勢は、単なる補給基地としてだけではなく、海軍の作戦
にも関わる基地として使用されることが想定されているかのようである。 

ジブチ港の開発は、2002 年に東アフリカの政府間開発機構（IGAD：Inter-Governmental 

Authority on Development）によるインフラ整備計画が提起されたことに遡る。中国海軍が
ジブチ港を利用し始めたのは、2008 年にアデン湾における海賊対処活動を開始してからで
あるが、2010 年に公表されたジブチ・エチオピア鉄道電化計画に、中国は積極的に関与し
ている。2012 年 4 月に鉄道建設が開始されると、中国輸出入銀行が資金総額の７割を提供
し、中国鉄建の子会社である中国土木が建設を担当することとなった24。 

中国招商局がジブチ港建設に参加し始めたのは 2012 年 12 月であるが、ジブチ港の建設
とジブチ・エチオピア鉄道建設とは密接に関係している。中国はエチオピアとの貿易を活
発化させており、その産品等はジブチ港から鉄道でエチオピアまで輸送される。2012 年か
ら 2016 年までの期間に、中国とジブチ、中国とエチオピアの貿易総額はともに約 2 倍に
増加している25。 

中国にとってのジブチ港は、海軍を前方展開させるための基地であると同時に、アフリ
カ内陸部との経済活動を活発化させるための陸海の結節点であると言える。中国は、対外
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的な経済活動には軍事力の保護が必要であるとしている。中国が海軍艦艇を地中海、黒海
にまで展開するのは、中東から欧州に拡大する中国の経済活動を保護するためでもある。 

 

（３）グワダル港 
中国のエネルギー安全保障上、非常に重要な港がパキスタンのグワダル港である。グワ

ダル港は、ホルムズ海峡からインド洋に出たところに位置する要衝である。中国は、グワ
ダル港を押さえることによって、ペルシャ湾からインド洋への出口をコントロールしやす
くなる。 

また、米国がマラッカ海峡等を封鎖して中国へのエネルギー資源を止めることを恐れる
中国は、マラッカ海峡を通らない代替輸送路として、グワダル港やミャンマーのチャウ
ピュー港から、中国内陸部の新疆や昆明へのパイプライン、鉄道、高速道路を建設してい
る。 

中国北西部の新疆ウイグル自治区カシュガルからパキスタン南西部のグワダルまでの
約 3000 キロに沿う地域を、中国パキスタン経済回廊と呼称している。これは、両国間をつ
なぐ、道路、鉄道、石油・天然ガスパイプライン、光ケーブルなどを含む貿易回廊で、一
帯一路を構成する重要な一部となっている。 

中国とパキスタンの経済活動は早くから行われているが、政府間の経済協力が組織化す
るのは、2003 年 11 月に、両国が自由貿易協定（FTA）の締結に同意したことに始まる。
2005 年 4 月には、温家宝首相（当時）のパキスタン訪問の際に、FTA 交渉の開始を表明し、
同年 12 月、両国は『中国パキスタン自由貿易協定早期収穫協定』に調印している。2006 年
から 2007 年にかけて、『中国パキスタン経済貿易協力 5 ヵ年計画』および『中国パキスタ
ン経済貿易協力 5 ヵ年計画実施規定』が相次いで発表され、2009 年には、中パ FTA の第 1

段階として、『中国パキスタン自由貿易区サービス貿易協定』が締結された。そして、2013

年、李克強首相がパキスタンを訪問した際に、「中国パキスタン経済回廊」が提唱され、2015

年の習近平によるパキスタン訪問によって、正式に同計画が発足した。 

中華人民共和国商務部および中華人民共和国駐パキスタン共和国大使館等の政府系サ
イト等によれば、グワダル港建設の第一期は、2002 年から 2006 年で、総額 2.48 億ドルで
あり、中国の援助は 1.98 億ドルである。その内訳は、贈与、無利息借款、優遇借款等であ
る。建設の第二期に係る建設費用の総額 10.2 億ドル全額が、中国国家開発銀行等から出資
されている。その名目は、中国パキスタン経済回廊のプロジェクトになっている。 

中国パキスタン経済回廊は、港湾、鉄道、高速道路、石油・ガスのパイプラインだけで
なく、都市インフラ、教育、医療、気象等も含む、幅広い協力プロジェクトであり、経済
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回廊を防護する軍事協力までもが含まれている。中国にとって、中国パキスタン経済回廊
がいかに重要であるかを示すものである。 

しかし、注目されるのは経済だけではない。2010 年 5 月、梁光烈・中国国防部長（当時）
がパキスタンを訪問し、インドが敏感に反応した26。この時期がグワダル港開発の第一期
と第二期の中間に当たることから、グワダル港の開発と中国海軍のインド洋への展開の関
連性が指摘されるのである。さらに、2016 年 11 月頃、パキスタン海軍が、「中国海軍がグ
ワダル港に艦艇を配備して経済回廊の防衛にあたる」、「グワダル港に中国海軍の潜水艦が
配備されて海上交通路の保護にあたる」などと発信していたことは、中国海軍がグワダル
港を艦艇展開の中継基地として用いる可能性を示すものである27。 

 

４．米国およびインド等の反応と中国の危機感 
インド洋を自らの管理下におきたいと考えるインドは、早くから中国海軍のインド洋進

出に神経を尖らせている。2013 年 4 月 7 日、中国メディアがインド・メディアの報道を引
用して、インド国防部の機密文書に、「中国潜水艦がインド洋における活動を活発化し、イ
ンドの安全に対する重大な脅威となっている」と記述されていると報じた28。 

さらにインドは、中国海軍の潜水艦がスリランカに寄港することにも危機感を募らせて
いる。2014 年 11 月、中国海軍の潜水艦と水上艦艇の計 2 隻がコロンボ港に停泊している
ことが確認された29。インドは、中国が自国の海上輸送路防衛のためにインド洋沿岸国の
港湾整備を支援する「真珠の首飾り戦略」を進めているとして、この戦略が中国海軍艦艇
の寄港につながるとみてきた。それだけに、中国海軍潜水艦のコロンボ寄港は、インドの
危機感を高めることになった。 

中国はまた、パキスタン、バングラデシュおよびタイ等のインド洋沿岸国に対する潜水
艦の輸出も進めている30。インドは、中国がこれら国家の潜水艦運用を長期的に支援し、海
洋データの収集も狙っているとみており、インド洋における中国の軍事的影響力強化に対
する懸念を強めている。 

米国は、中国に対する脅威認識を高め、政治戦を仕掛けている。米国は、2017 年 12 月
18 日にホワイトハウスが発表した「国家安全保障戦略（National Security Strategy（NSS））」
の中で、大国間の競争が復活したとの世界観を示した。2018 年 1 月 19 日には、国防総省
が「国家防衛戦略（National Defense Strategy（NDS））」を発表して、中国とロシアを、自国
の権威主義モデルに沿った世界の構築を目指す「修正主義国家」と呼び、両国の挑戦に対
抗する米国の決意を示した。同戦略は、中国を名指しして、「戦略的競争相手」としている。 

米国防総省は、2019 年 6 月 1 日に「2019 年インド太平洋戦略報告書（Indo-Pacific Strategy 
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Report）」を発表し、インド太平洋地域における中国の攻撃的な活動に警鐘を鳴らし、中国
を「修正主義勢力」と位置づけ、「国際システムを毀損し、法秩序に基づく価値と原則をむ
しばむ」と非難した。 

米国が中国に仕掛ける政治戦には、直接の軍事衝突に至らない攻撃的な軍事力の使用も
含まれている。米国は、中国に対して、経済的圧力だけでなく、外交的および軍事的圧力
もかけ始めている。しかし中国は、国内社会の安定を保つためにも経済発展を減速させる
訳にいかず、対外的な経済活動を拡大し続けようとするだろう。さらに中国は、米国が必
ずや中国の発展を妨害し、その手段には軍事力が含まれると信じている。中国にとっては、
米国の軍事的対抗は、悪夢が実現したことに他ならない。 

2019 年 7 月に中国が発表し国防白書「新時代的中国国防」は、自らが不利になる米中対
立を避け、米国対国際社会の対立という構図を描こうとしている。中国はその実現のため、
一帯一路に参加する開発途上国を中心に経済的圧力をかけ、中国を支持させようとする動
きもある。中国は、さらにインド太平洋地域に軍事プレゼンスを展開し、沿岸国の中国に
対する支持を強化しようとするだろう。中国の同地域における軍事行動はさらに活発化す
ると考えられるのである。 

 

おわりに 
海外に軍事プレゼンスを示すための空母打撃群を構成する大型艦艇は、急速なピッチで

建造・配備が進んでおり、2000 年代後半以降、インド洋から地中海に展開する艦隊の補給
等を支援する国外の港湾に対する投資も突然に増額されている。 

しかし、中国のインド太平洋地域における軍事プレゼンスの強化を実現する水上艦艇の
建造には問題があるようだ。香港の英字メディアは、2018 年 11 月、米中貿易摩擦の影響
などによって 4 隻目の空母の建造に遅れが生じていると報じた31。中国海軍も艦艇建造の
ために無尽蔵に予算が使用できる訳ではない。また、中国の大型艦艇には未だ技術的問題
が存在すると考えられる。そして、米国と対立したくない中国指導部が空母建造を見合わ
せたとも言われる。 

空母および艦載機の作戦運用に係るノウハウが得られていないにもかかわらず、中国が
空母を設計し建造するのは、米海軍との戦闘が目的ではなく、世界各地域に中国の軍事プ
レゼンスを示すためである。軍事プレゼンスを示すことによって、ようやく中国は地域に
対する影響力を持てると考えるのだ。例えば中東において、シリア内戦を巡って米国等が
軍事行動を拡大したり、サウジアラビアとイランの対立が深刻化したりすれば、中東では
米国とロシアの軍事的ゲームが展開される。そうなると、軍事力で米国に及ばない中国は、
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地域における影響力を失いかねない。 

中東は、中国にとって「一帯一路」の地理的・意義的中心でもある。中国は、自らの経
済発展を保護するために、必要とされる地域に軍事力を展開して影響力を維持しなければ
ならないと考える。しかし、実際のパワー・プロジェクション能力が追い付かず、これが
中国の危機感となっている。 

中国海軍力の展開を支えるのが補給である。中国海軍は洋上補給訓練を繰り返している
が、長期行動になれば、補給艦だけでなく戦闘艦艇も入港して補給等を実施する必要があ
る。米国やその圧力等を受けた他国が中国の経済活動を妨害すると信じる中国は、港湾も
自分で管理しなければ不安なのだと考えられる。 

そのために、中国はホルムズ海峡の出口を押さえ、ジブチ保障基地を建設して海軍の作
戦行動を支えている。中国の国外の港湾への投資は、2000 年代後半から突然に増額されて
いるが、経済的に成功している事業もあれば、成功しているとは言えない事業もある。経
済的利益が見込めない港湾への投資は、軍事的な理由、エネルギー安全保障上の理由、国
営企業同士の競争などの理由が原因とも考えられるが、その理由を特定するには、まだ多
くの分析を必要としている。 
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第４章 アメリカのインド太平洋戦略：さらなる日米協力の余地 
 

小谷 哲男 
 

本稿は、トランプ政権の「自由で開かれたインド太平洋」（FOIP）構想がどのように形成
され、安倍政権の FOIP 構想とどのような類似点と相違点があるのかを分析した上で、日
米協力へのインプリケーションを検討する。そもそも FOIP は、2016 年 8 月にナイロビで
開かれた第 6 回アフリカ開発会議（TICAD VI）で、日本政府が打ち出したものである。日
本の FOIP は、成長著しいアジア大陸と大きな潜在力を秘めたアフリカ大陸でインフラの
開発支援を行い、地域の連結性（コネクティビティ）を高めるとともに、二つの大陸を結
ぶインド洋と太平洋で航行の自由と法の支配を強化することを目指すものである1。 

2017 年 1 月に発足したトランプ政権が FOIP を自らの地域戦略に取り入れたことは、日
本主導の地域戦略をアメリカが取り入れた珍しい事例であるが、アメリカには従来から太
平洋とインド洋を一つの戦略空間とみなす伝統がある。このため、以下では、アメリカが
インド太平洋地域を重視するようになった歴史的な経緯をまず振り返った上で、トランプ
政権においてどのように FOIP が戦略に反映されているのかを分析した上で、インド太平
洋地域における日米の連携によって、中国が推し進める「一帯一路」を無害化することの
重要性を指摘する。 

 

１．アメリカとインド太平洋 
アメリカのアジア貿易の歴史は独立前にさかのぼり、19 世紀前半に貿易量が急速に拡大

する。当時の貿易は大西洋、インド洋、そして太平洋を結ぶ航路で行われていた。米国の
東インド艦隊が創設されたのは 1835 年のことである。ペリー提督はこの東インド艦隊を
率いて日本に開国を迫ったが、主目的はアジア（中国）との交易に必要なアクセス拠点を
確保することであった。東インド艦隊は東アジアに常駐するようになり、1866 年にアジア
艦隊へと改称される。このように、アメリカとアジアをつないでいたのは、元々はインド
洋と太平洋であったが、実際にインド太平洋で航行の安全を提供していたのはイギリスで
あり、アメリカは事実上イギリスの海軍力の庇護の下で通商を行なっていたのである。 

19 世紀末にアメリカはスペインと戦ってフィリピンとグアムを奪うとともに、ハワイも
領有してアジアへの足場を固めていった。そして、1914 年のパナマ運河の開通によって太
平洋航路が主流となり、アメリカのアジア貿易はさらなる拡大をすることになった。その
後、アメリカは太平洋の覇権をめぐって日本と争い、太平洋の覇者となった。一方、第二
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次世界大戦後のインド洋では引き続きイギリスが優位を維持することとなった。 

アメリカがインド洋を戦略的に考えるようになったのは 1970 年代に入ってからである。
1960 年代末までにイギリスがスエズ以東から軍を撤退させたことで、力の真空地帯となっ
たインド洋にソ連が太平洋から進出するようになった。ソ連が中東やアフリカでも勢力を
広げたため、インド洋での西側同盟国のシーレーンが脅かされるとして、米国は初めてイ
ンド洋についても主体的に考えるようになった。アメリカは、1972 年に太平洋軍の担任区
域をそれまでの太平洋だけでなくインド洋にまで広げ、1970 年代中頃から太平洋軍は自ら
の責任区域を「インド洋・太平洋」地域と呼び、この広大な海域を一つの戦略的空間とみ
なしてきた2。 

この頃、「インド太平洋」という用語を使っていたのはアメリカ太平洋軍だけであり、ア
メリカ政府全体の概念になっていたとは言えない。1980 年代以降の地域主義の高まりの中
で、「アジア太平洋」という概念が主流となっていくが、アメリカの戦略におけるインド太
平洋の重要性が低下することはなかった。アメリカ太平洋軍がインド洋での任務を拡大す
る中、同盟国、特に日本には西太平洋における防衛力の強化が求められることになった。
1980 年代に日本が西太平洋におけるシーレーン防衛力を強化したのはこのためである3。 

冷戦後にアメリカは湾岸戦争や対テロ戦争など中東で戦争を行う中で、中央軍やアフリ
カ軍を創設し、中東やアフリカの問題は、アジア太平洋とは切り離される傾向が見られた。
しかし、中国の軍備拡張とインド洋への進出によって、再びインド太平洋を一つの戦略空
間として重視する流れが生まれた。そのような中、オバマ政権はピボットやリバランスを
掲げてアジア太平洋で拡大する中国の影響力の拡大に対抗する動きがみられた4。また、太
平洋軍は、ハリー・ハリス司令官の下で自らの担任区域を「インド洋・アジア・太平洋」
地域と呼ぶようになった。 

トランプ政権も、西太平洋で接近阻止・領域拒否能力を高め、一帯一路構想でユーラシ
アとアフリカで影響力を増大させる中国への警戒心を隠さず、オバマ政権のリバランスは
不十分であったとし、新たな地域戦略の指針を打ち出そうとしていた。たとえば、2016 年
の米大統領選直後に、後にトランプ政権入りするアレックス・グレイとピーター・ナヴァ
ロは、オバマ政権のリバランス政策を「小さな棍棒を持って大声を上げただけ」で、地域
をより不安定にしたと酷評した。両者は、中国の台頭にバランスを取り、同盟国に安心を
供与する必要から、リバランスの政策自体は正しいとしながらも、国防予算の強制削減に
加えて、TPP などリバランスの経済面をより重視した結果、中国は東シナ海と南シナ海で
現状変更行動を取り、北朝鮮は核ミサイル開発をさらに押しすすめ、タイやフィリピンな
どの同盟国も親中姿勢を強めるようになったと分析し、トランプ政権は「力による平和」
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を目指すとしている5。 

 

２．トランプ政権のインド太平洋戦略 
2017 年 1 月のトランプ政権発足後、外務省総合政策と国務省政策企画局の政策協議の中で

アメリカ側が日本の FOIP に関心を示し、日米がそろって FOIP を推進する環境が整った6。ト
ランプ政権が FOIP に始めて公式に言及したのは、2017 年 10 月にレックス・ティラソン国
務長官が行ったインド政策に関する演説の中であった。この演説では、米印のさらなる協
力が自由で開かれたインド太平洋の実現に重要であるとする一方、インド太平洋地域にお
いて国際法やルールを無視する中国を強いトーンで批判した。中国の一帯一路を念頭に、
経済面における中国の影響力の増大にも警戒感を隠さなかった7。 

他方、翌 11 月のアジア歴訪中に訪日したドナルド・トランプ大統領は、安倍との首脳会
談で日米が FOIP の実現のために、1）法の支配、航行の自由等の基本的価値の普及・定着、
2）連結性の向上等による経済的繁栄の追求、3）海上法執行能力構築支援等の平和と安定
のための取組の 3 点で日米が協力することで合意した8。その後、トランプ大統領はベトナ
ムでインド太平洋に関する演説を行った。しかし、トランプ演説が示した FOIP 構想は、
ティラソンのそれとも、安倍のそれともニュアンスが異なるものであった。トランプがこ
の演説で強調したのは、インド太平洋諸国との「公平で互恵的な」二カ国貿易を通じて、
アメリカの貿易赤字を削減することであり、地域貿易の拡大や、法の支配を重視するもの
ではなかった9。なお、同月、マニラで日米豪印の外交当局が「インド太平洋協議」を立ち
上げ、インド太平洋地域におけるルールに基づく秩序・国際法の尊重の堅持、拡散の脅威
への対応、海洋安全保障の確保、テロ対策等に関する協力について議論した10。 

トランプ政権のインド太平洋構想がより明確に示されたのは、12 月に公表された国家安
全保障戦略（NSS）においてであった。NSS は中国やロシアとの大国間競争を基調として
いるが、インド太平洋地域に関する記述で FOIP に言及し、優先課題として地域における
中国の軍事的脅威への対応と一帯一路への対抗、二国間貿易交渉を通じた貿易赤字の削減、
北朝鮮への圧力の強化を挙げ、そのために同盟国・友好国から協力と貢献を引き出すこと
が目指され、日米豪印の連携も重視されている11。特筆すべきは、トランプ政権が台湾を重
視する姿勢を隠していない点である。NSS でも「われわれの一つの中国政策」に基づき台
湾との強い関係を維持するとされたが、トランプ政権は米国の「一つの中国政策」が中国
の「一つの中国原則」を受け入れているわけではない点を明確にし、台湾への武器供与や
政治・軍事関係の強化を目指している12。なお、NSS はインド太平洋を「アメリカの西海
岸からインドの西海岸」と定義しており、中東やアフリカは地理的範囲からは外れている。 
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NSS 策定後、政権内で FOIP を推進していたティラソンが政権を追われ、ティラソンの
下で FOIP 構想を立案していたブライアン・フック政策企画局長はイラン担当特別代表に
転身した。しかし、アメリカ政府の各省庁は NSS に基づいてそれぞれの FOIP を追求する
ことになった。2018 年 1 月に国防総省が公表した国家防衛戦略（NDS）は NSS に基づき、
インド太平洋においてアメリカの影響力を排除しようとする中国との競争を行うため、ア
メリカ軍の打撃力の強化、同盟国・友好国との連携強化、国防総省組織改革の強化などを
打ち出した13。国防総省はまた、2018 年 5 月に太平洋軍を「インド太平洋軍」と改称し、
同地域を重視する姿勢を示した14。 

また、ジム・マティス国防長官は 6 月のシャングリラ会議で行った演説で国防総省だけ
でなく、アメリカ政府全体が追求するより具体的な FOIP に関する方針を提示し、地域に
おいて主権と領土の一体性が維持され、自由と繁栄がもたらされることを重視することが
示された。マティスは、アメリカが地域への関与を続けること、ASEAN をはじめとする多
国間の枠組みを重視すること、そして大国間競争の時代においても中国との協力を排除し
ないことを強調し15、不安を感じている地域諸国に安心を与えようとした。この演説では
また、太平洋島嶼国との関係を重視する姿勢が示され、中国が南太平洋で存在感を増して
いることを暗に牽制したと考えられる。 

ティラソンの後任となったマイク・ポンペイオ国務長官は、7 月になって国務省の考え
る FOIP についての演説を行った。この演説では、FOIP の定義が明確化され、「自由」とは
どの国も他国に強制されることなく主権を維持できること、そして国内においてガバナン
スが維持され人民が基本的な権利と自由を謳歌できることと価値を重視する姿勢が示され
た。また、「開かれた」とは、すべての国家に海洋の自由が保障され、紛争が平和的に解決
されること、そして公平で相互的な貿易関係および連結性のことであるとされた。その上
で、アメリカと地域の経済・貿易関係に触れ、デジタル技術、エネルギー供給、インフラ
開発の面でアメリカの民間セクターのインド太平洋地域への投資を促すため、1 億 1300 万
ドルの資金を「手付金」として提供することも表明された16。ポンペイオはまた、8 月の
ASEAN 地域フォーラムの場で、海洋安全保障、人道支援、平和維持活動を支援するため 3

億ドルを提供することも表明した17。続いて、マイク・ペンス副大統領は、10 月にワシン
トンで演説を行い、中国の一帯一路が「債務の罠」を引き起こしていることを批判し、透
明性の高い代替案を提供すると述べ、中国との対決姿勢を明確にする中で、一帯一路に対
抗する形で FOIP を進めることを明らかにした18。 

アメリカ行政府が民間セクターと FOIPを推し進める中、議会もそれを後押ししている。
たとえば、2018 年 10 月に、議会は新たに米国国際開発金融会社（USDFC）を設立するこ
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とを規定した「開発につながる投資有効活用」（BUILD）法を成立させ、アメリカ政府の国
際開発金融機関を再編して、海外への投資拡大を可能にしたが、これには 600 億ドルの融
資枠が設定された19。2018 年 12 月 31 日に成立したアジア再保証推進法は、アジア諸国と
の安全保障や経済面の包括的な協力強化が謳われている。同法は、FOIP の推進による人権
の尊重や法の支配の重視を目指し、東南アジアや太平洋島嶼国へのインフラ支援や軍事面
での能力構築支援を強化するために、5 年間で 15 億ドルの資金提供を行うことが示され
た。また、中国が圧力を強める台湾を支援するため、防衛装備品の定期的な提供が盛り込
まれた20。 

2019 年には、上記の流れをふまえて、6 月に国防総省が「インド太平洋戦略報告」を、
11 月には国務省もトランプ政権のこれまでの取組を説明する報告書を発表した。国防総省
の報告は、インド太平洋地域における国家防衛戦略（NDS）の履行状況を説明するもので
あるが、NDS が求める打撃力の強化と同盟国・友好国だけではなく、中国に近いとされる
ミャンマーやカンボジア、ラオスなどとの協力も目指していること、および米国が関わら
ない形での二国間や多国間の安全保障枠組みを歓迎するとした点が興味深い21。国務省の
報告書は、二国間・多国間の外交関係の重視、経済協力、そしてガバナンスの問題を取り
上げている。とりわけ、経済協力に関して、インフラ投資、エネルギー協力、デジタル経
済を重視しており、それぞれ 2018 年 7 月に設立されたインフラ取引・支援ネットワーク
（ITAN）、アジア・エッジ、デジタル連結性・サイバーセキュリティ・パートナーシップを
通じて、民間投資を呼び込んでいることが詳しく説明されている。インフラ開発について
は、ブルー・ドット・ネットワークを立ち上げ、質の高いインフラ計画にお墨付きを与え
ることも謳われている22。 

 

３．日米の FOIPの相違点 
以上で、トランプ政権がどのように FOIP を形成してきたかをみてきたが、ここで日本

の FOIP について概観してみる。外務省の概要説明にある通り、日本の FOIP は安倍政権の
「地球儀を俯瞰する外交」と「国際協調主義に基づく積極的平和主義」をさらに発展させ
るために生み出されたものである。アジアとアフリカという「2 つの大陸」、そして太平洋
とインド洋という「2 つの大洋」の交わりによるダイナミズムを日本のさらなる成長に取
り入れることが目的で、1）法の支配、航行の自由、自由貿易等の普及・定着、2）経済的
繁栄の追求（連結性、EPA/FTA や投資協定を含む経済連携の強化）、3）平和と安定の確保
（海上法執行能力の構築、人道支援・災害救援等）の三本柱から成り立っている23。日本の
FOIP の特徴は、法の支配や紛争の平和的解決、航行の自由などの規範には触れているが、
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地域諸国の政治体制の多様性に鑑み、民主主義や人権などの普遍的な価値を前面に押し出
していない点である。 

そもそも、日本政府が FOIP 構想を打ち出したのは、中国が一帯一路構想の推進によっ
て地域での影響力と存在感を増していたことにバランスを取るためであった24。FOIP は中
国を封じ込めることを狙ったものではなく、地域諸国に一帯一路に代わる代替案を示すこ
とがその主目的であったと考えられる。そして、その性格は日中関係の改善によってやや
変化し始めている。日中は、2018 年 10 月の日中首脳会談で、第三国民間経済協力で合意
し、52 本の協力覚書が交換された25。ただし、日本政府は協力の条件として、適正融資に
よる対象国の財政健全性、プロジェクトの開放性、透明性、経済性の 4 つを挙げている26。
また、これはあくまで民間の協力を促すものであり、日中第三国民間経済協力の最初の事
例になると期待されたタイにおける高速鉄道事業は、結局日本企業が応札せず、幻に終わっ
た27。しかし、日本としては、条件付きで第三国協力を進めることで一帯一路の負の側面を
改善させることができ、中国としては日本の協力を得ることで「債務の罠」と批判される
一帯一路の正当性を高めることができる。 

それでは、日米の FOIP にはどのような類似点と相違点があるだろうか。2018 年 9 月の
日米首脳会談では、FOIP を推進するために，両国が第三国で実施している具体的な協力が
確認され、インド太平洋地域における様々な分野での協力を一層強化するとの強い決意が
示された。日米は、マーシャル、ミクロネシア、パラオ、フィリピン、スリランカで海洋
安全保障や防災、インフラ開発、エネルギー供給に関して協力しており、米国海外民間投
資公社（OPIC）と国際協力銀行（JBIC）との間（2017 年 11 月）、そして OPIC と国際協力
機構（JICA）との間（2018 年 9 月）でそれぞれ協力覚書も締結されている28。日米は、ブ
ルー・ドット・ネットワークの運用でも、アジア・エッジの下でのインドネシアのガス火
力発電所の建設でも協力している29。このため、日米は基本的には共通の FOIP 構想の下で
協力を行っていると言える。 

しかし、深刻な相違も存在する。それは、中国の一帯一路構想への対応である。トラン
プ政権の高官は同構想への強い警戒感を隠さず対決的な姿勢を維持しているが、日本は一
帯一路への事実上の協力を表明している。このため、トランプ政権の中には日本の動きを
「裏切り」と捉える向きもある30。アメリカは FOIP を通じて一帯一路に変わる選択肢を提
供することでこれを封じ込めようというアプローチだが、日本は一帯一路への協力に条件
をつけることでこれを無害化しようとしていると言えるだろう。 

一帯一路が突きつける挑戦は、中国がインフラの輸出を通じて地域での政治的・経済的
影響力を拡大することに留まらない。一帯一路のプロジェクトで整備された港湾を人民解
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放軍が利用するという軍事的な懸念や、デジタル経済のルールを中国が決めてしまうこと、
デジタル監視社会モデルを地域に輸出すること、さらには偽情報の流布によって民主主義
を弱体化させることなどが挙げられる31。このため、日米のアプローチをうまく調整し、こ
れらの問題に取り組む必要がある。特に、デジタル経済については、2019 年 9 月の日米デ
ジタル貿易を除いては、FOIP の下で日米協力が進んでいない。これは、日本の FOIP でデ
ジタル経済が重視されていないことの表れであろう。 

また、アメリカにとって普遍的価値は FOIP の主要な要素となっているが、日本は価値
の側面を意図的に前面に出していない。東南アジア諸国の中には、日米が FOIP を通じて
国内改革を求めてくるのではないか、さらには日米豪印が ASEAN に取って代わり、中国
を封じ込めようとしているのではないかと警戒する傾向がある32。基本的価値の拡大は日
本にとっても重要な外交課題であるが、FOIP を推進する上で東南アジアは重要なパート
ナーであり、無用な警戒感を高めるのは得策ではない。ASEAN は 2019 年 6 月に「インド
太平洋概観」を発表しているが、その中でも内政不干渉が原則として掲げられており33、
FOIP に推進に当たっては、日米とも引き続き地域諸国の懸念を払拭していく必要がある。 

 

おわりに：日米協力の余地 
日米は FOIP という共通の構想に基づいて、インド太平洋地域にルールに基づく秩序と

法の支配をもたらし、質の高いインフラを整備して連結性を高め、航行の自由を維持する
ことで、地域の安定と繁栄に貢献しようとしている。一方、日米は中国の一帯一路への対
応についてはアプローチが異なる。日米が一帯一路の無害化という共通の目的を共有でき
るのであれば、双方のアプローチが異なることは問題とはならない。重要なのは、日米が
FOIP を通じて目指す地域ビジョンを常にすり合わせることである。さもなければ、日米間
にくさびを打ち込む隙を中国に与えてしまうだろう。とりわけ、デジタル経済に関しては、
日米の調整が必要な分野であることが指摘できる。 

また、日米は FOIP の普遍的価値の側面について立場が異なっている。インド太平洋地
域は多様な国家から成り立っており、国内体制もバラバラであるが、FOIP が価値の押しつ
けであると受け止められてしまえば、地域諸国の協力を得ることは難しくなる。FOIP を成
功させるためには、地域諸国の懸念の払拭にも努めていく必要がある。この点について、
日米間で調整を続けるとともに、アメリカが関係の構築を目指しても実現が難しいカンボ
ジアやラオス、ミャンマーとの協力を日本が代わりに進めるなど、適切な役割分担を行う
ことが望ましい。 

最後に、新型コロナウイルス（COVID-19）の蔓延は、自由で開かれたインド太平洋の負
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の側面であると言える。ヒトの流れが自由になればなるほど、感染症の拡大につながるた
め、日米は FOIP に感染症対策の要素を含めて、地域さらにはグローバルな協力を推進す
ることが求められる。 
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第５章 一帯一路政策における投融資の「法化」動向について 
 

石井 由梨佳 
 

はじめに 
（１）問題の所在 

インド太平洋地域が自由で開かれた空間であるためには、港湾を含めた交通インフラの
利用が全ての国に区別なく開かれていることと、公平な通商がなされるための連結性
（connectivity）が維持されていることが必要である。そして、中国の一帯一路政策（BRI）
がこれらの法的、政治的、経済的基盤に与えるインパクトが本研究会の検討事項の一つで
あった。BRI の中核は、中国を他国と繋ぐ主要な経済回廊を確保するための、港湾、港湾
と内陸部を接続する鉄道、道路、運河のインフラ建設であり、そのために中国は多様な形
態において沿線国に借款や投融資をしている1。特に中国国有企業らによる港湾に対する投
資あるいは運営権の買収は 2010 年以降 18 カ国、25 件に上っている2。 

BRI が米国や欧州などに対抗して特にユーラシア大陸と南太平洋における自国の勢力圏
を拡大しようとする動きであることには大きな異論はない3。もっともこれによって中国が
OECD 加盟国等の依拠してきた開発金融の枠組み4をバイパスしようとしているがために、
他国政府等から批判がなされている。具体的には、BRI における①融資に関する情報が開
示されていないこと、②融資の健全性評価が欠如していること、③中国企業が建設を行い
スタッフも中国人、建設資材等も中国からの持ち込みを行うなど、投資が「紐付き」（tied）
であること、④環境保全や労働基準に関する現地国の法制を軽視して事業が実施される傾
向があること、⑤独裁政権や人権を侵害しているとして米国や欧州連合（EU）が援助を避
ける国にも投融資をしていることが問題だとされている5。 

すなわち①と②に関しては、中国は相手国が債務を返済できないことが予測される状況
においても貸付をしていることが批判される6。2018 年 9 月、中国＝アフリカ協力サミッ
トにおいて、中国政府はアフリカの一部の最貧国に対しては債務の一部を免除することを
表明したが、それも限定的な動きにとどまっている7。③に関しては、OECD では 2001 年
の勧告で紐付き投資をしないことを勧告しているが8、加盟国ではない中国はそれに制約さ
れない。④に関しては、一般に投資を行う事業体は受入国の国内法に従う義務を負うが、
それが果たされていない場合があると言われる。⑤に関しては、2019 年に国連人権理事会
で日本や EU 加盟国を含めた 22 か国がウイグル地区の人権侵害を終わらせることを求め
る共同声明を出したとき9、BRI 参加国を中心とする 50 以上の国が同地区の人権状況の改



第５章 一帯一路政策における投融資の「法化」動向について 

 －72－

善を報告するなど10、BRI が中国の人権政策の道具として用いられていることも看過でき
ないであろう。以上に加えて、海洋安全保障の観点からは、中国と敵対する国の船舶が BRI

の一環で建設された港湾の利用ができなくなることや、中国がこれらの港湾を軍事的拠点
として海洋支配（sea control）を確立することが懸念されることになる。 

これらの実践が国際法違反ということはできない。しかし、BRI に対して法の支配が及
んでいないのではないかという上記の懸念は検討に値する。中央集権機構がない国際社会
においては、国内社会における三権分立に相当する仕組みはないが、それでも、政府を始
めとした責任主体の説明責任、民主主義、社会的公正の確保は法秩序の基底をなすと言え
るためである11。 

 

（２）本稿の課題と検討の射程 
これに対して、近年では BRI の「法化」（legalization）の動向を観察することができる。

法化とは、ある制度（institution）における権利義務の配分をあらかじめ規則として定めて
おき、紛争が生じた場合には紛争主体から独立した機関による法に基づいた紛争解決がな
されることと本稿では定義しておく12。そのような紛争解決手続としては裁判、仲裁があ
る他、代替的紛争解決手続である調停を含めることがある。本稿の目的はこれらの法化の
動向をレビューし、それが上記の懸念を克服するものであるかを評価することである。 

BRI の国際法上の位置づけに関しては、中国人研究者だけでなく、欧州やアジア地域の
研究者らによっても、相当な数の研究成果が出されている。もっとも、これらは BRI が他
国との競争において展開されているという視点を欠いていることも多い。例えば BRI を
「グローバルな公共財」の構築だとか「人類運命共同体」「天下思想」の基礎付けとして捉
えるアプローチからは13、上記の問題に対する直接的な答えは導かれない。本稿は BRI の
性格付けをめぐる論争には立ち入らず、実証的な法形成のみに着眼して検討を行う。 

 

（３）予備的検討 
上記の検討を行う前に、中国が行っている借款投融資の形態の概要を踏まえる必要があ

る14。何を BRI 関連のプロジェクトとするのかは一義的ではないが、2013 年に習近平が一
帯一路構想を公にして以降、BRI の経路沿線にある国で中国企業が実施している上記の陸
路ないし航路建設事業がそれに含まれることに異論はないと思われる15。 

プロジェクトのスキームは多岐にわたるためここで網羅することはできないが、中国と
受入国との二国間に限定すれば、まず政府による、あるいは政府が保証する譲許的
（concessional）あるいは商業的な借款投融資あるいは輸出信用がある16。典型的には、国
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家開発銀行や中国輸出入銀行が受入国の政府や企業、あるいは中国企業に有償融資を行い、
当該企業がインフラ建設を行う場合がそれに当たる。また、シルクロード基金からの融資
がなされることもあるが、投資基準が相対的に厳格であり、投資収益が低かったり政治リ
スクが大きかったりするとそれを満たさないとされ、却って BRI とは直接的な関連性を持
たないものもある17。 

次に、国有の商業銀行（例えば工商銀行、中国銀行、建設銀行等）が投資事業体である
中国企業に融資を行ったり、商業銀行が現地企業に直接融資したりする場合（local buyer’s 

credit）もある。ただし後者の場合でも、中国港湾工程有限責任公司や中国水利水電建設集
団などの中国の企業が建設を実施することを条件にすることが少なくない。2018 年の米国
商務省の調査によれば商業銀行の資金提供は BRI 関連プロジェクトの約半分を占めてい
る。港湾への投資に関しては、招商局集団有限公司と中遠海運港口有限公司（COSCO）に
よるものが主である18。 

BRI と連携している国際投資銀行として、アジアインフラ投資銀行（AIIB）と新開発銀
行（NDB）がある。これらが BRI 沿線国における開発プロジェクトに融資することはある
があくまでも国際機関として実施しているので中国の「国策」としての色彩は希釈されて
いる。また、AIIB と NDB は世銀との協力に基づいて援助をしているため19、そこでのプロ
ジェクトについては冒頭に述べた基準からの逸脱は見受けられない。援助額も中国が独自
に行っているものに比較すると小さい。以上に加えて第三国の政府や企業が関与するプロ
ジェクトがあるが詳細は割愛する20。 

 

法化の動向 
１．関連条約の増加 
法化の動向を端的に示すものとして、中国が締結している経済領域における条約の増加傾

向や国際協力メカニズムの構築がある21。ここでは二国間投資協定（BIT）の増加が最も関連
する。BIT には内国民待遇、最恵国待遇、公平かつ平等な待遇、収用からの保護に関する条
項が入るのが標準であるが、投資家保護を重視するか、受入国の利益を重視するかに応じて
規定振りにはバリエーションがある。中国は現在 145 カ国・地域との BIT、及び 22 カ国・地
域と投資条項の入った自由貿易協定（FTA）を採択もしくは批准している22。1980 年代は欧
州、日本、東南アジアが主であったが、1990 年代から東欧、旧独立国家共同体（CIS）諸
国、2000 年代からアフリカ諸国が増加している。近年の実践では、投資家保護に関して国
際法基準を参照したり23、投資家保護の範囲を拡大24したりする傾向が指摘されている。 

租税条約のネットワークも拡充されている。一般に二国間租税条約は、①二国間で事業
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取引や投資取引がなされたときの課税関係をあらかじめ定めておいて、二重課税を解消し、
②税情報交換を行い、税逃れを防止することを主な内容とする。中国はこれまでに 110 カ
国と租税条約を締結し、そのうち BRI 沿岸国の殆どを含む 54 カ国と締結している25。また
2010 年代になって既存の租税条約を改正する動きも見られる26。BRI を遂行する上での税
障壁を取り払うことは中国の重要な政策の一部になっている27。なお、中国は税源浸食と
利益移転（BEPS）防止措置実施条約に 2017 年に署名しており28、同条約における規則を二
国間租税条約に組み入れている。さらに中国は、BRI 沿線国 34 国・地域間の政府間租税協
力メカニズム（他に 16 カ国＋5 国際機関がオブザーバーとして参加）として、税収管理協
力メカニズム（BRITACOM）を 2019 年 4 月に設立した29。これは沿線国における租税法の
調和化を図り、デジタル化による徴収の確保等を狙いとする。このほかに通商条約の増加
と拡充も顕著である。 

 

２．債務の透明性・持続性の確保 
対外援助に際しては、一般に債務の透明性を向上させることで、債権者や格付け機関な

どがその信用価値を評価でき、被援助国の市民が政府の説明責任を求めることができるよ
うにするべきとされている。世界銀行・IMF、国際決済銀行（BIS）パリクラブ、OECD 等
では範囲は異なるがそれぞれ債務情報の開示を勧告、要請している。また IMF と世銀が低
所得国に対する債務の持続性に関して、当該被援助国の経済力に応じて評価する分析枠組
み（DSA）を提供している30。しかし中国はパリクラブと OECD の加盟国ではない。中国
は 2015 年から BIS に対しては政府間融資に関する情報を提供している31。しかしこの中に
は企業間取引についての情報は含まれていない。 

債務の持続性に関しては、中国財政部は 2017 年に「『一帯一路』融資指導原則」を採択
し32、2019 年に「『一帯一路』の債務持続可能性に関する分析枠組み」を採択した33。これ
は IMF と世界銀行の DSA を参照して作られた分析ツールであり、財政部が中国だけでは
なく関係国の金融機関や国際機関にその活用を呼びかけるものである34。 

以上に加えて、インフラ投資に関する規律を行うフォーラムとして G20 が活用されるよ
うになっている。2016 年 5 月の伊勢志摩 G7 サミットで「質の高いインフラ投資の推進の
ための G7 伊勢志摩原則」が採択された後、2018 年 9 月の「インフラプロジェクトの組成
段階に係る原則」と 2019 年 6 月の「質の高いインフラ投資原則」が採択されている。後者
の「質の高いインフラ投資原則」は、持続可能な開発やインフラ相互の連結の促進、イン
フラのライフサイクルコストを考慮した経済性の向上、環境への配慮、自然災害及びその
他のリスクに対する強靭性の構築、社会的配慮インフラ統治（governance）の強化をその内
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容とする。G20 はこの原則に基づいてインフラ投資に関する融資の実態に関する報告を参
加国に求めたが、これに対する中国の対応は限定的であり、インフラ投資に関する新興国
向け融資の実態については情報非開示であった35。 

 

３．紛争解決手続の強化 
（１）紛争解決機関の指定 

投資家と受入国、あるいは企業間で紛争が生じた場合に、独立した第三者機関による法
に基づいた解決が図られることも、法化の重要な要素である。 

これに関して中国が締結する BIT は投資家と受入国との紛争解決手続機関として、国際
投資紛争解決センター（ICSID）を選択していることが多い。ICSID は 1965 年の投資紛争
解決条約（ワシントン条約）の下で世銀内部に設立されている機関であり、その裁定は締
約国の最終裁判所の判決と等価値であり、当該国内で直接執行できる。なお、BIT で保護
の対象にされる事業体（enterprise）の定義は各 BIT に規定されるが、政府が保有している
事業体も含むことが標準である。 

また企業間における民商事紛争を解決するのにあたり、仲裁が用いられることは少なく
ない。具体的には契約不履行等の取引に関する紛争、貸金返還請求、信用毀損差止請求、
取引先に対する不正行為に関する紛争などがあり得る。仲裁のメリットとしては、非公開
であること、仲裁人の選定を当事者が行うことができること、条約があれば仲裁裁定も他
国で承認執行がなされることがある。なお、そのような条約として外国仲裁判断の承認及
び執行に関するニューヨーク条約があり36、中国は同条約を 1986年に批准している。また、
国際調停条約が 2018 年 12 月に採択され、中国も署名した37。同条約は調停の結果得られ
た和解合意を執行するためのもので、国連国際商取引法委員会（UNCITRAL）によって起
草されたものである。 

国際仲裁のフォーラムとしてはロンドン、パリ、ブリュッセルの仲裁廷が選択されるこ
とが多かったが、近年では発展途上国間における紛争が増加してきたため、シンガポール、
香港、北京等における機関がそれらの紛争処理を引き受けている点が着目される。 

まず、中国国内における国際紛争処理機関としては中国国際経済貿易仲裁委員会
（CIETAC）、北京仲裁委員会と、上海仲裁委員会があったが、それに加えて、一帯一路に
関する商事紛争を解決する仕組みが作られている。2018 年 8 月には国際商事専門家委員会
が発足した。また 2018 年 7 月には中国共産党中央委員会および国務院の提案に基づき、
第一国際商事裁判所（広東省深セン市）（海路関係）と、第二国際商事裁判所（陝西省西安
市）（陸路関係）が設立された。この二つの裁判所は最高人民法院の一機関という位置づけ
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であり中国人判事から構成される。ただし紛争当事者は、訴訟、仲裁、調停を選択するこ
とができる38。 

他方で、香港では 2011 年 6 月 1 日に新仲裁条例（c. 609）が施行されることになり、国
内仲裁と国際仲裁がともに UNCITRAL のモデル法に従うことが定められた。香港におけ
る仲裁判断は、最高人民法院と香港政府間の取り決めにより中国において執行が認められ
ていることから、香港の機関（香港国際仲裁センター等）が中国企業の紛争の解決機関と
して選択されやすい。2019 年 4 月 2 日、最高人民法院は香港司法部との間で、仲裁互助協
定を締結した39。協定により、香港で仲裁を行う場合でも中国国内での保全処分を申し立
てることができるようになった。 

これに対して、シンガポールにおける制度の拡充もなされている。シンガポール国際的
商事紛争の解決に特化した裁判所として 1837 年に設立されたシンガポール国際商工会議
所（SICC）があるが、これに加えて 2018 年にシンガポール国際仲裁センター（SIAC）が
設立され、2014 年にシンガポール国際調停センターが設立された。 

実際の紛争解決は複数の仲裁法廷と裁判所を経由して行われる。例えば、ジブチ港の開
発を巡っては次の紛争が生じた。2004 年、ドバイを拠点とする DP ワールドがジブチ国有
事業体である PDSA（Port of Djibouti SA）と共同出資して（PDSA66.66%、DP ワールド 33.34％）
ジブチ港を運営する DCT（Durale Container Terminal SA）を設立し、2006 年のコンセッショ
ン契約では 30 年間の開発をすることとしていた。しかし 2013 年に招商局が DCT の 23.5%

をジブチ政府から取得したために、DP ワールドはロンドン国際仲裁裁判所（LCIA）にジ
ブチ政府を提訴し、裁判所は DP ワールドの訴えを認める判断を下していた。しかしジブ
チ政府はその判決履行をせず、2018 年 2 月に 2004 年契約を終了させた40。次いで 2018 年
8 月に DP ワールドは招商局を香港裁判所で提訴しており、現在も係属中である41。このよ
うに紛争解決は単純なものではないが、中国、香港とシンガポールが紛争解決フォーラム
を拡充しつつある傾向は法化の例として指摘に値する。 

 

結語 
以上で素描したように、BRI におけるインフラ投資の法化の傾向は認められる。ただし

それはこれまで欧米や日本などが輸出者間の公正な競争を維持するために設定してきた国
際基準をそのまま遵守するというものではなく、中国がそれらの規則や基準を参照しつつ
独自に国内的な基準や二国間条約を締結する形で行われている。日本は「自由で開かれた
インド太平洋」（FOIP）戦略を打ち出すのにあたり、対中牽制網の形成という色彩を希釈し
て、平和と反映を目指す包括的な「インド太平洋」ビジョンを提示している42。しかし、日
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本が打ち出している構想を実現するためには、中国の「法化」の動向を国際基準に沿う形
で促すことが有効である。条約や指針がどのように履行されていくのかを含め、それらの
動きが冒頭に述べた懸念を克服するものであるかは慎重な評価が必要であろう。 

 

 

－注－ 

1

 BRI に連動して、陸海路確保のためのインフラ建設の他に、国際航空路線の開設、査証免除協定の締
結、デジタル人民元の発行計画など、人と資金の移動を容易にする仕組みを作ることや、衛星（宇宙
版 BRI）や国際海底ケーブル（デジタルシルクロードの建設）のネットワークを構築する動きもあ
る。いずれも興味深い法的問題を内包しているが、本稿では検討の射程外とする。宇宙版 BRI につ
いては青木節子「宇宙版「一帯一路」への道筋: シリーズ・21 世紀のスプートニク・ショック(1)-

(7)」（2019 年）<nippon.com>参照。 

2

 「中国、海外港湾に 1.2 兆円投資 国有 2 社 一帯一路先導」『日本経済新聞』（2019 年 12 月 26 日）参
照。 

3

 金融地政学からの分析として、前田充浩「21 世紀中国の開発ファイナンス攻勢に関する金融地政学
分析」『産業技術大学院大学紀要』11 号（2017 年）29 頁。 

4

 OECD 公的輸出信用アレンジメント（Agreement on Officially Supported Export Credits [TAD/PG(2018)8]）
やその他の OECD 勧告がある。関連する範囲で後述する。 

5

 European Parliament 2018 Report on the State of EU-China Relations, 2017/2274 (INI), 10.7.2018; US The 

Department of Defense 2019 Indo-Pacific Strategy Report: Preparedness, Partnerships and Promoting a 

Networked Region. これらの問題を分析する先行研究として、河合正弘「一帯一路とユーラシア新秩
序の可能性」中国総合研究・さくらサイエンスセンター『一帯一路の現況分析と戦略展望』（2019 年
5 月）12 頁；Alisher Umirdinov, ‘Generating a Reform of the BRI from the Inside: Japan’s Contribution Via 

Soft Law Diplomacy’ (2019) RIETI Discussion Paper, 19-E-076 も参照。 

6

 統計については、United States, 2018 Annual Report to Congress of the U.S.-China Economic and Security 

Review Commission (2019), p.279; American Enterprise Institute, China Global Investment Tracker, 

https://www.aei.org/china-global-investment-tracker/; 河合・前掲注（5）14 頁参照。債務状況について網
羅的な調査を行ったものとして John Hurley et al (2018) ‘Examining the Debt Implications of the Belt and 

Road Initiative from a Policy Perspective’ CGD Policy Paper, www.cgdev.org. 

7

 2018 年 9 月 3 日、習近平が中国＝アフリカ協力サミットにおいて債務の健全性評価を行うことやエ
チオピア、ボツワナ、カメルーンなどを対象にして一部債務の免除を含む方針を表明した。
"President Xi Jinping addresses opening ceremony of FOCAC summit," Xinhuanet, 3 September 2018, 

http://www.xinhuanet.com/english/2018-09/03/c_137431560.htm. 

8

 紐なし投資勧告は当初後発開発途上国を対象にした政府開発援助についてなされたが、その後段階的
に対象範囲が拡大されている。OECD, DAC Recommendation on Untying Official Development Assistance, 

OECD/LEGAL/5015 (adopted on 25 April 2001, last amended on 22 October 2018), 

https://legalinstruments.oecd.org/public/doc/140/140.en.pdf.  

9

 Human Rights Council, 10 July 2019 Joint Statement. 

10

 Letter dated 26 July 2019 from the Permanent Representative of China to the United Nations Office at Geneva 

addressed to the President of the Human Rights Council, 9 August 2019, A/HRC/41/G/22. 

11

 James Crawford, Chance, Order, Change : The Course of International Law : General Course on Public 

International Law (Hague Academy of International Law 2014), p.326 

12

 アボット（Kenneth W. Abbott）らによる 2000 年の論文「法化の概念」では、「法化」の要素として、
ある制度（institution）が内包する、義務（obligation）、特定（precision）、委任（delegation）に沿って
定義される一連の特質が挙げられている。Kenneth W Abbott et al. (2001) ‘The Concept of Legalization’ 

54 International Organization 17.  

13

 Wenhua Shan, Kimmo Nuotio and Kangle Zhang, Normative Readings of the Belt and Road Initiative : Road to 

New Paradigms (Springer 2018); Chi He, ‘The Belt and Road Initiative as Global Public Good: Implications 

for International Law’, Normative Readings of the Belt and Road Initiative: Road to New Paradigms (Springer 

2018). 

 



第５章 一帯一路政策における投融資の「法化」動向について 

 －78－

 

14

 OECD の調査報告書によると、BRI 関連の出資額は以下の通りである（カッコ内数字の単位は億米ド
ル）。①中国開発銀行（1100）、②中国輸出入銀行（800）、③中国工商銀行（1590）、④中国銀行
（1000）、⑤シルクロード基金（400）、⑥中国建設銀行（100）、⑦AIIB（23.3）、⑧NDB（12.6）。
OECD, supra note 10, p.18. 

15

 BRI はその初期においてはまとまりをもった政策とは認識されておらず、沿線国に対する建設プロ
ジェクトを後付けで BRI に含めていたとされるが、近年出されている報告書や書籍等では、本文中
に示した意味で理解されている。OECD, ‘China’s Belt and Road Initiative in the Global Trade, Investment 

and Finance Landscape’ (2019). 

16

 Hurley et al., supra note 6.  

17

 Silk Road Fund, “Risk Control and Post-Investment Management,” 

http://www.silkroadfund.com.cn/enweb/23798/23807/index.html.  

18

 招商局の 2018 年年次報告書では、具体的な数字は示されていなかったがハンバントタ港を始めとし
た 33 の港湾に出資していることが示されている。China Merchant Port Holdings Company Ltd., 2018 

Annual Report, http://www.cmport.com.hk/UpFiles/bpic/2019-04/20190426052119672.pdf. 

また、COSCO の 2018 年年次報告書によれば、外国における港湾の運営権の取得率は下記の通りで
ある。COSCO Shipping Ports Ltd., Annual Report 2018, 

https://doc.irasia.com/listco/hk/coscoship/annual/2018/ar2018.pdf.  

港湾名 株式取得率 

Antwerp Terminal  20% 

Kumport Terminal  26% 

COSCO-PSA Terminal  49% 

Piraeus Terminal  100% 

Busan Terminal  5.50% 

Seattle Terminal  13.33% 

Euromax Terminal  35% 

Suez Canal Terminal 20% 

Abu Dhabi Terminal 90% 

Zeebrugge Terminal  100% 

Bilbao Terminal  39.78% 

Valencia Terminal  51% 

Vado Reefer Terminal 40% 

 

19

 AIIB＝世銀協力了解覚書は 2017 年 4 月 23 日に、NDB＝世銀協力了解覚書は 2016 年 9 月 9 日に署名
された。http://pubdocs.worldbank.org/. 

20

 王貴国（北井辰弥・訳）「講演 現代国際法の文脈における一帯一路構想」『比較法雑誌』50 巻 3 号
（2016 年）1-22 頁参照。 

21

 中央アジア諸国における BRI については Alisher Umirdinov, "Understanding China’s ‘One Belt One Road’ 

Initiative against the International Economic Law Landscape of Central Asia'," in Dai Tamada, Fujio 

Kawashima (eds.,) Legal Issues of SOE Across International Economic Law and Investment Law (Springer, 

forthcoming, 2020)参照。 

22

 UNCTAD Investment Policy Hub, https://investmentpolicy.unctad.org/international-investment-agreements/ 

treaties/bilateral-investment-treaties/990/china---united-republic-of-tanzania-bit-2013-参照。 

23

 例えば、2012 年の中国＝カナダ BIT は、「一般的な国家実行によって法として受容されていることが
示されている外国人待遇の国際法上の最小限の基準」を認めている。Article 5. Dilini Pathirana, ‘Rising 

China and Global Investment Governance’ (2018) 4 The Chinese Journal of Global Governance 122. 

24

 中加 BIT 2012、中＝タンザニア BIT2013、中＝豪州 FTA2015 等。ちなみに、2012 年の日中韓投資協
定は、未だ保護の対象を投資後の投資家と投資財産に限定する「保護型」ではあるが（投資前の財産
等保護をする）、内国民待遇の例外事由を制限している点は、投資を促進する「自由化型」だと評価
されている。加地良太（2013）「日中韓投資協定の概要と FTA 交渉に向けた課題」『立法と調査』340

号 3 頁。 

25 国家税务总局「我国签订的多边税收条约」<http://www.chinatax.gov.cn/n810341/n810770/index.html>. 

26

 同上。 

27

 J Owens, ‘The Belt and Road Initiative: Will Tax Be a Facilitator or a Barrier?’ in M Lang and J Owens (eds), 

Removing Tax Barriers to China’s Belt and Road Initiative (Wolters Kluwer 2019). 

28

 Convention to Implement Measures to Prevent BEPS, adopted by the ad hoc Group on 24 November 2016, 

entered into force on 1 July 2018. 2016 年に採択され、2018 年に発効している。これは、多数国間にお



第５章 一帯一路政策における投融資の「法化」動向について 

 －79－

 

いて、BEPS プロジェクトで策定された BEPS 防止措置（租税条約の濫用などを通じた、租税回避行
為の防止に関する措置や、二重課税の防止などによる納税者にとっての不確実性排除に関する措置）
のうち、租税条約に関連する措置を、既存の租税条約に導入することを定めるものである。 

29

 The Belt and Road Initiative Tax Administration Cooperation Mechanism, 

http://www.chinatax.gov.cn/eng/britacom.html. 

30

 IMF, Debt Sustainability Analysis Low-Income Countries, https://www.imf.org/external/pubs/ft/dsa/lic.aspx.  

31

 Sebastian Horn et al. (2019) China's Overseas Lending, Kiel Working Paper, No. 2132, p.7. 

32

 「『一帯一路』融資指導原則」（2017 年 5 月 16 日）
http://www.mof.gov.cn/zhengwuxinxi/tupianxinwen1/201811/W020181113547229883172.pdf. 

33

 「财政部发布《“一带一路”债务可持续性分析框架》」（2019 年 4 月 25 日）
http://www.mof.gov.cn/zhengwuxinxi/caizhengxinwen/201904/t20190425_3234663.htm. 

34

 日本貿易振興機構「第 2 回「一帯一路」国際協力ハイレベルフォーラム、283 の成果案件を公表」
（2019 年 05 月 20 日）https://www.jetro.go.jp/biznews/2019/05/eac73b4c32f94e03.html. 

35

 Global Infrastructure Hub, https://www.gihub.org/countries/china/参照。 

36

 Convention on the Recognition and Enforcement of Foreign Arbitral Awards, adopted on 10 June 1958, entered 

into force on 7 June 1959, 330 UNTS 3. 

37

 United Nations Convention on International Settlement Agreements Resulting from Mediation, adopted on 20 

December 2018, opened for signature on 7 August 2019. 中国は 2019 年 8 月 7 日署名。2020 年発効の見
通し。他に米国、韓国そしてインドなどが署名している。 

38

 CICC, "A Brief Introduction of China International Commercial Court," updated on 2018-06-28, 

http://cicc.court.gov.cn/html/1/219/193/195/index.html. なお、2019 年 12 月末までに 5 件が結審している
「最高人民法院第一国际商事法庭高效审结首批五件案件」（2019 年 12 月 30 日）
http://cicc.court.gov.cn/html/1/218/149/156/1545.html. 日本、イタリア、英領バージン諸島、中国、香
港、台湾の企業と個人であり、仲裁契約の有効性、製造物責任等が争われたという。 

39

 「内地与香港特区签署就仲裁程序相互协助保全的安排（附全文）」（2019-04-02）
http://www.court.gov.cn/zixun-xiangqing-149552.html. 

40

 2018 年 9 月、DP ワールドはイングランド・ウェールズ高裁（High Court）に契約終了を差止める請
求を行いそれが認容された。 

41

 HCA 1951/2018, DP World v. China Merchants Port Holdings Co. Ltd. 

42

 大庭三枝（2018）「日本の『インド太平洋』構想」『国際安全保障』46 巻 3 号 12 頁。 





第６章 ASEAN にとっての「インド太平洋」構想と海洋安全保障 

 －81－

第６章 ASEAN にとっての「インド太平洋」構想と海洋安全保障 

 

大庭 三枝 
 

はじめに 
「インド太平洋」が、インド洋と太平洋およびその周辺にある広い地理的範囲を指し示

す地域概念として人口に膾炙するようになって数年経つ。「インド太平洋」は、ある地理的
領域を一つの空間として切り取るのみならず、そうした切り取り方をしようと意図する主
体の政策的戦略的志向性が色濃く反映されている概念である。特にアメリカと日本の外交
政策の中で、インドおよびインド洋の重要性は近年特に増大している。さらに両国は、そ
の地政学的位置の微妙な違いはあれども、ともに中国の台頭には大きな懸念を示している。
こうした要因が、「インド太平洋」への両国の言及、および「自由で開かれたインド太平洋
（FOIP）」の提唱へと繋がった。現安倍政権の FOIP 構想は対中牽制的な色彩が弱められて
はいるが、その柱である（１）法の支配、航行の自由、自由貿易等の普及・定着（２）経
済的繁栄の追求（３）平和と安定の確保はそれぞれ中国を牽制する要素を含み得る1。ま
た、アメリカのトランプ政権は、対中政策について当初は不透明さも見られたものの
徐々にその警戒感と中国牽制の意図を明らかにし、その観点からインド太平洋、ない
しアメリカの観点からの FOIP を打ち出している。2017 年末に発表された国家安全保
障戦略では中国への警戒感を明確に示した上でそうした中国を牽制する場としてのイ
ンド太平洋の重要性を指摘した2。 

本章は、米中対立が激化する中、日米がそれぞれの FOIP を提示し、またインドやオー
ストラリアなど地域の主要な国々も「インド太平洋」という新たな地域概念で新たな地域
秩序のあり方を提示する状況下、ASEAN 諸国が ASEAN としての「インド太平洋」を提示
したことの意義と限界を明らかにすることを目的としている。特に注目するのは、2019 年
6 月に発出された「ASEAN インド太平洋アウトルック（AOIP）」である。この ASEAN 版
「インド太平洋」の提示の背景として、インドネシアをはじめとする ASEAN 諸国の一部
が海洋安全保障への関心を高めていることがある。従前より、ASEAN 諸国は、海賊や海上
における国境を越える犯罪への対応という観点から、海洋安全保障へ関心を向けていた。
さらに近年は、中国の海洋戦力の増強や南シナ海への進出を受けて、シンガポールやイン
ドネシアといった島嶼部東南アジア諸国を中心に、一層海洋安全保障への関心と懸念が強
まっていた。しかしながら、こうした海洋安全保障に対する関心はすべての ASEAN 諸国
で共有されているわけではない。また、今後の海洋秩序を含めた地域秩序全体のあり方に
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ついても各国で必ずしも統一見解があるわけではない。さらに、海洋安全保障をはじめと
する戦略的な関心とともに、地域統合・連結性強化やそのためのインフラ整備支援といっ
た経済及び開発に関わる関心から「インド太平洋」協力への期待を高めている国も存在す
る。よって、インド太平洋という概念やそれに付随する政策構想について、ASEAN 内で必
ずしも足並みが揃っているわけではない。 

本章は、まず AOIP の提示までに至る ASEAN 諸国の動きを追う。その上で、AOIP の内
容を検討し、その特徴及び各国の AOIP 及び「インド太平洋」概念への温度差について検
討したい。最後に、AOIP の意義と限界を明らかにした上で、今後の展望とともに、FOIP

を進めようとしている日本が、ASEAN から提示された「インド太平洋」構想にどう対応す
べきかについて論じる。 

 

１．ASEAN 版「インド太平洋」提示への道程 
（１）インドネシアのリーダーシップ 

2010 年代初頭から、インド洋と太平洋及びその沿岸領域を一つの戦略空間とみる「イン
ド太平洋」という概念が浮上し、日米豪印といった国々がその概念に依拠した政策構想を
提示する動きを見せる中で、ASEAN 諸国もそれへの対応を迫られることになった。特にイ
ンドネシアが、早くから独自のインド太平洋構想を提示していたことは注目される。イン
ドネシアは、前ユドヨノ政権期から、東南アジアサイドからの独自のインド太平洋構想で
ある、インド太平洋友好協力条約構想を打ち出していた。この構想は、2013 年 5 月、同政
権のマルティ・ナタレガワ外相がワシントン DC で言及したのち、ユドヨノ大統領自身も
言及するようになった3。これは、すでに主要な域外国が東南アジア友好協力条約（TAC）
に加盟している状況を踏まえ、この域外国と ASEAN 諸国との TAC を通じた連携をベース
に、そのような連携をさらにインド太平洋スケールで広げていくという構想である4。 

この構想のポイントは二つある。一つは、ASEAN が中心となる構造のインド太平洋の提
示であることである。ここには、大国主導でインド太平洋概念に基づく戦略が展開されて
いくことで、ASEANの影響力や存在感が相対化されていくことへの不安が見え隠れする。
そしてもう一つは、中国に対して、牽制ではなく、包含的（inclusive）なアプローチを取っ
ていることである。中国は 2003 年にインドとともにいち早く TAC に署名した域外国の一
つである。そして、中国を排除しそれへの対決姿勢を強く打ち出すような「インド太平洋」
概念は、これまで米中含め様々な大国との間の関係を多方向的に進め、それらの間のバラ
ンスをとることで一国のみが突出した影響力を行使することを避け、大国同士の牽制を
もって自らの利益と一定の影響力を確保してきた ASEAN／ASEAN諸国の伝統的な外交戦
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略にそぐわない。よって、そうした反中国、ないし中国牽制色を帯びたインド太平洋では
ない独自の構想が打ち出されたのである。 

さらに、インドネシアのイニシアティブには、海洋国家として、またミドルパワーとし
てのインドネシアの影響力発揮と独自の外交の展開という側面があった5。後述するように、
海洋安全保障協力への強い関心は、2014 年に始動したジョコ・ウィドド政権下でのインド
太平洋構想の検討と提示が推し進める中で、さらに色濃く見られるようになっていった。 

ジョコ政権による「インド太平洋」構想の提示が目立ってくるのは 2018 年初頭前後から
だが、それは米中対立の激化、さらに日米からの FOIP の提示への反応であった。2015 年
ごろから日本の第二次安倍政権はインド洋と太平洋、アジアとアフリカとの連結とそれら
を包含した地理的概念を提示するようになり、それは日本版の FOIP につながっていく。
またオバマ政権から緊張が高まっていた米中関係は、2017 年 1 月にトランプ政権が誕生
し、アメリカの対中姿勢が厳しくなるにつれ対立が激化していった。こうした中、インド
ネシアは ASEAN としてのインド太平洋構想を打ち出す必要性とその具体的内容について
の検討及び提案を積極的に行ったのである。 

2018 年初頭、ルトノ・マルスディ外相は、年頭の政策演説においてインド太平洋概念の
あり方についての基本線について言及した6。その後、ASEAN 諸国間でのディスカッショ
ンが行われた後7、2018 年 5 月、ルトノ外相は、ジャカルタの戦略国際問題研究所（The 

Centre for Strategic and International Studies: CSIS）のグローバル・ダイアローグにおいて、
ASEAN サイドからのインド太平洋協力に関する構想の概要を示した8。ルトノ外相は、イ
ンド太平洋における競争・対立の高まりに対する懸念を示し、その上で、ASEAN の一体
性、中心性を保持した上でのインド太平洋協力の必要性について言及した。また、このイ
ンド太平洋協力は、「開かれた、透明性の高い、包含的、対話の習慣の促進、協力と友好関
係の推進、国際法の順守」の原則のもとで進められるべきであるということも述べた。さ
らに、環インド洋連合（Indian Ocean Rim Association: IORA）をインド太平洋における既存
の枠組みとして重視し、その役割を強調している点も注目される。 

さらに、2018 年 8 月、インドネシア政府から 8 ページにわたるインド太平洋に関するコ
ンセプト・ペーパーが他の ASEAN 諸国に提示された9。これは、インドネシア外務省の政
策研究開発庁長である Siswo Pramono が中心となって検討してきた文書である10。この文
書は、開放性、包含性、透明性、国際法と ASEAN の中心性の尊重をインド太平洋の原則
として掲げるとともに、協力は ASEAN 主導のメカニズム、特に東アジアサミット（East 

Asia Summit）EAS、さらにそうした ASEAN 主導のメカニズムとそれ以外の非 ASEAN 地
域メカニズムとの連携という、二つのビルディング・ブロックアプローチで進めるべきと
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している。協力の目標は（１）平和、安定および平和を実現する環境づくり（２）伝統的
および非伝統的安全保障上の脅威に対する対応（３）経済協力の推進とされた。さらに具
体的な協力分野として（ａ）海洋安全保障（ｂ）インフラストラクチャーと連結性（ｃ）
持続可能な開発目標（SDGs）であるとした11。さらに同月のシンガポールにおける東アジ
アサミット（East Asian Summit: EAS）外相会議において、ルトノ外相は ASEAN がインド
洋と太平洋の軸としての ASEAN の重要性に言及し、その中心的役割について強調した上
で、EAS を「主要なプラットフォームとして活用」することで、「インド太平洋を開かれ
た、透明性の高い、包括的、敬意を払い得る、協力的な地域」とするべきであると明言し
た12。 

また 2018 年 11 月の EAS 首脳会議においては、ジョコ大統領からインド太平洋地域アー
キテクチャ（Indo-Pacific regional architecture）の提唱がなされた。彼の演説は、自らが打ち
出すインド太平洋概念を「対立ではなく協力」の可能性を追求するものであるとし、ASEAN

の中心性を維持した上でのインド太平洋、また IORA の役割に言及するなど、それまでの
インドネシアから示していた案を踏襲している。他方、2014 年の EAS でジョコ大統領自
身が提唱した「世界海洋安全保障軸 World Maritime Axis」また具体的な協力分野としての
海洋安全保障協力の重要性に言及するなど、特に太平洋・インド洋における平和と海洋安
全保障への関心を特に強調した13。 

ジョコ政権のインド太平洋における海洋安全保障協力への関心の高さは、こうした上記
の全体的なインド太平洋構想への言及と並行しつつ示されていた。例えば、インドのモディ
首相が 2018 年 5 月にインドネシアに訪問した際、両国でインド太平洋海洋協力について
の共同声明を発出した。この共同声明は、両国が貿易・投資拡大協力が筆頭、海洋資源開
発、リスクマネージメント協力、観光文化交流、海洋の安全および安全保障（既存の ASEAN

主導の安全保障アーキテクチャの強化、開かれた、包括的かつ透明性が確保された協力）、
学術および科学技術協力を行っていくとしている14。 

ルトノ外相は、2019 年年頭の政策演説において、ジョコ大統領のインド太平洋地域アー
キテクチャ構想や海洋安全保障協力の重要性について触れ、インド洋と太平洋が今や一つ
の地政戦略的な場（a single geo-strategic theatre）となっていること、そして ASEAN がこの
地域の戦略的発展と変化に説教的に対応すべきこと、またこの地域の進歩を促すドライ
バーであるべきであることを強調している15。また 2019 年 3 月にはインドネシア主催で
EAS 加盟国の外務大臣、副大臣、および高級事務レベルの官僚を集めての「インド太平洋
ハイレベル対話」が開催され、インド太平洋概念について検討する機会がインドネシア主
導で提供されたのである16。 
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（２）ASEAN としてのインド太平洋構想の検討 
こうしたインドネシアの強力なイニシアティブのもと、ASEAN 諸国間でインド太平洋

のあり方についての意見交換が 2018 年から 2019 年半ばにかけて行われた。ASEAN 諸国
はインドネシアが提示している、インド太平洋協力を支える原則には総論としては賛意を
示した。それを示すのが、この時期における ASEAN 関連諸会議におけるインド太平洋へ
の言及である。2018 年 11 月の ASEAN 首脳会議の議長声明のパラグラフ 43 において、
「我々はインド太平洋における ASEAN の集団的協力のための、ASEAN の中心性、開放
性、透明性、包含性、ルールベースのアプローチといった鍵となる原則によるインド太平
洋地域における ASEAN の集団的な協力を発展させていくことのイニシアティブについて
意見交換した。」とある17。その前のパラグラフ 42 では、域外国からの新たな地域イニシ
アティブとして、インド太平洋概念ないし戦略、一帯一路（BRI）、質の高いインフラ拡大
パートナーシップ（Expanded Partnership for Quality Infrastructure）などを列挙し、それらの
シナジー効果を期待するとしながら、そこでも ASEAN の中心性の重要性が強調された18。 

2019 年 1 月に開催された ASEAN 外相リトリートで採択された議長声明では、ASEAN

の「インド太平洋アウトルック the Indo-Pacific Outlook」への共同アプローチ collective 

approach についての進捗について言及された19。議長声明でも示されているように、「イン
ド太平洋アウトルック」は、（インド太平洋に対する ASEAN としての見解を示すという
点で）、ASEAN の中心性を強化するものである。さらに、この議長声明は、開放性、透明
性、包括性、ルールベースアプローチ、相互信頼、相互尊重および相互利益という原則が
このアウトルックの基礎であるとしている。 

いずれにせよ、ASEAN 諸国は、インドネシアがアメリカや日本から提示されたインド太
平洋構想に当初から抱いていた二つの懸念を共有していると考えられる。すなわち、大国
主導でインド太平洋概念に基づく戦略が展開されていくことで、ASEAN の影響力や存在
感が相対化されていくことへの不安、そしてもう一つは対中国牽制の色彩が強い構想を
ASEAN が支持することと、ASEAN／ASEAN 諸国の伝統的な外交戦略との間の矛盾であ
る。前述したように、ASEAN／ASEAN 諸国は米中含め様々な大国との間の関係を多方向
的に進め、それらの間のバランスをとることで一国のみが突出した影響力を行使すること
を避け、大国同士の牽制をもって自らの利益と一定の影響力を確保するという戦略をとっ
てきた。この戦略は、ASEAN の一体性の確保が前提となるが、米中対立によって一体性が
引き裂かれるかもしれないという懸念も生じている中で、外部から提示されたインド太平
洋ではなく、中国も含めた包含的なメンバーによる協力を強調する新たなインド太平洋の
あり方を提示する、ということについてのコンセンサスが、インドネシア主導のもとで醸
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成されていったのである。 

対中牽制色への警戒を明確に示した例としてあげておきたいのは、2018 年の ASEAN の
議長国シンガポールの外相であるバラクリシュナンの国際戦略問題研究所（International 

Institute of Strategic Studies：IISS）主催のレクチャーでの発言である。彼は、FOIP は明らか
に対中牽制であるという見解を述べ、かつ米、日、印、豪が主導する「インド太平洋」構
想や QUAD には入らず、距離を置くというスタンスを明確に示した。また彼は、これらの
国々のいう「インド太平洋」はローカルな企業の成長をも含む東南アジアの経済発展を促
すという戦略にはそぐわないという見解も示した20。日本とアメリカのインド太平洋戦略
は微妙に異なる点はあるし、またこの章では論じないがインド、オーストラリアのいうイ
ンド太平洋もそれぞれ国内における多様な利害関心の存在を反映し、必ずしも明確でない。
しかし、この４カ国が 2017 年 11 月に 10 年ぶりに高級事務レベル級での QUAD 協議を復
活させ、そこでインド太平洋について意見交換を行ったということの ASEAN 諸国へのイ
ンパクトは大きく、インド太平洋が対中牽制であるという印象を強く印象付ける結果に
なったことは否めない。そして、そうした色のついたインド太平洋を ASEAN 諸国が望ん
でいないことを改めてこのバラクリシュナンの議論から伺うことができる。 

 

（３）メコン諸国の FOIPへの期待 
その他 ASEAN 諸国からの視点の中で興味深いのは、タイをはじめとするインドシナな

いしメコン諸国が、この領域におけるインフラ整備をはじめとする開発協力のための資金
を引き出せるという観点から、日本の FOIP への支持を表明していたことである。2018 年
10 月に東京で開催された日本・メコン地域諸国首脳会議で採択された「東京戦略 2018」に
は、「首脳は、平和、安定及び繁栄を確保するために、法の支配に基づく自由で開かれた秩
序を強化する各国の継続した努力の重要性を強調するとともに、インド洋と太平洋を結ぶ
メコン地域が自由で開かれたインド太平洋の実現により大きな利益を得ることのできる地
理的優位性を有していることを確認した」という一文が盛り込まれ、FOIP への一定の評価
が示された21。そしてこの枠組みで推進するとされている、生きた連結性、人を中心とした
社会、グリーン・メコンの実現の三本柱からなる日メコン協力プロジェクトは、FOIP を補
完するものと位置付けられたのである22。この東京宣言では、「インド太平洋における法の
支配に基づく自由で開かれた秩序を強化する各国の継続した努力の重要性」が強調された
旨が記されていることも注目される。 

このようなメコン諸国の FOIP への支持の姿勢の背景はいくつか考えられる。これは、
まずメコン諸国のリーダーであるタイの「自主外交」志向の影響である。タイは、エーヤ
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ワディー・チャオプラヤー・メコン経済協力戦略会議（ACMECS）という国際的な枠組み
や、近隣諸国経済発展協力庁（Neighboring Countries Economic Development Cooperation 

Agency: NEDA）といった国内機関を活用し、近隣諸国に対する支援に積極的に乗り出すこ
とで自らの地域大国としての影響力と地位を高めようとしている。こうしたタイにとって
問題なのは中国の投資や援助、すなわちチャイナ・マネーへの過度の依存によるメコン領
域開発である。スリランカのハンバントタ港の例などの情報が広まる中で、中国への過度
の依存がもたらす負の影響についての懸念が東南アジアにおいても高まっている。そして
実際に、例えばワシントンにあるシンクタンクであるグローバル開発センターの報告書に
あるように、中国への依存によりハイリスクな状況にある国としてラオスとカンボジアが
挙げられた23。 

タイのプラユット首相は、この日メコン首脳会議に先立つ 2018 年 6 月の第 8 回 ACMECS

首脳会議において、メコン地域開発のための地域インフラ基金の設立を提唱した24。これ
も中国への過度の依存の軽減が目的であるとされる。こうした、中国からの一定の自立性
を確保した上でのメコン開発を、タイが主導的役割を果たしつつ実現することはタイに
とって重要な外交目標であると考えられる。しかしながら、タイ単独では十分な資金を得
ることは難しい。メコン諸国の FOIP への支持の中には、タイの、中国に並ぶリソース元
としての日本、および日本が掲げる FOIP の柱の一つにインフラ整備協力が位置付けられ
ていることを積極的に評価し、利用しようとする姿勢がうかがえる。また、タイ以外のメ
コン諸国にとっても、自国および地域のインフラ整備をはじめとする経済開発のためのリ
ソース元は複数存在した方が都合が良いことは明らかである。先ほど触れたカンボジアや
ラオス自身が自らが置かれた状況にどこまで危機感を持っているかはともかく、こうした
CLMV 諸国が第一に掲げる外交目標は自らの主権と自立性の確保である。その観点から、
中国との間に一定のバランスをとるための道具として FOIP を活用するという姿勢は、メ
コン地域各国で共有していると考えられる。 

 

２．ASEAN インド太平洋アウトルックにおける「インド太平洋」  
こうした 2018 年から 2019 年にかけての ASEAN 諸国内での「インド太平洋」について

の協議を経て、2019 年 6 月に「ASEAN インド太平洋アウトルック（AOIP）」が発出され
た。これは、ASEAN としての「インド太平洋」構想を明確に打ち出した文書として重要で
ある。その内容は、特にその基本原則に関して、議論を主導してきたインドネシアからそ
れまで示されてきた構想に内包されていた特徴を色濃く反映している。ただ、後述するよ
うに、この文書の発出を巡って、ASEAN 諸国間での意見対立が存在したという。また、
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ASEAN 諸国間ではいまだに AOIP 及びそこで示されたインド太平洋協力のあり方につい
ての評価や視線は一様ではない。 

 

（１）「ASEAN の中心性」と「包含性」 
AOIP の冒頭では、「アジア太平洋およびインド洋地域 Asia Pacific and Indian Ocean regions」

が、最もダイナミックかつ成長センターであることから、「地政学的かつ戦略地政学的な
シフト」を経験していること、またそれが ASEAN に機会ととともに挑戦を突きつけてい
ることを、この文書の発出の背景として挙げている。これは、米中含む域外の大国間関係
の変容が東南アジアおよびアジア全体の状況を大きく規定しつつあることへの危機感が反
映されている。米中対立の激化と米中それぞれの東南アジア諸国への協力や支援に関する
様々な働きかけは、ジョコ政権の外交政策策定に関して深く関わった経験のあるリザル・
スクマがのちにジャカルタ・ポストにおいて AOIP について寄稿文で論じているように、
「大国間ゲームがこの地域に戻ってきつつある」ことを示している25。さらに中国の一帯
一路構想に加え、アメリカ、日本、オーストラリア、インドなどを中心とした「インド太
平洋」構想の発出やそれらをめぐる議論は、域外国から地域ビジョンに関する構想が積極
的に打ち出されていることも示している。これらは ASEAN および ASEAN 諸国の東南ア
ジアおよびそれを一部とする広域地域の影響力を削ぐ可能性がある潮流であり、すでにイ
ンドネシアから強く示されていた懸念と同様である。 

そうした潮流に抗するため、AOIP が打ち出す「インド太平洋」は極めて「ASEAN の中
心性」を強調したものとなっており、この点もインドネシアから提示されていた「インド
太平洋」構想と機を一にしている。パラグラフ 5 には、AOIP が、インド太平洋協力を推進
するときの基本的な原則は ASEAN の中心性であることが明記されている。さらに、パラ
グラフ 10 にも、AOIP が依拠している原則の筆頭に「ASEAN の中心性」が記載されてい
る。また、インド太平洋協力を進める具体的なメカニズムとして、EAS をはじめとして、
ASEAN+1、ARF、ADMM プラスといった ASEAN 主導（ASEAN-led）の枠組みを挙げてい
る。ちなみに、インドネシアの構想で挙げられていた IORA は除外されており、制度的に
はより ASEAN を中心とすべきであるという主張は強められたと言える26。 

二つ目の特徴として挙げられるのは、「包含性 inclusivity」を強調することで、アメリカ
が提唱する対中牽制としての FOIP とは一線を画していることである。パラグラフ 3、4 で
は ASEAN がこれまで「包含的」な地域アーキテクチャーを構築してきたことが強調され、
またパラグラフ 10 では前述の「ASEAN の中心性」と並び「開放性」「透明性」「包含性」
が ASEAN の提示するインド太平洋協力の原則として挙げられている。また前述したよう
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に、インド太平洋協力を進める具体的なメカニズムの筆頭に、アメリカをはじめとする
QUAD のメンバーのみならず中国、インドも含む EAS への言及があることも、ASEAN が
考えるインド太平洋協力は、主要な域外国全てを包含することを想定していることを示し
ていよう。 

これは、ASEAN 諸国が原則的には米中を含めた域外諸国との関係を維持し、どこか特定
の国のみには寄らないというその伝統的な対外戦略を維持しようとしていることの現れで
もある。さらに ASEAN 諸国は、自らの主権や自律性が脅かされる危険性は認識しつつも、
基本的には一帯一路等を通じた中国からの支援や投資を受け入れることを歓迎している。
南シナ海問題に象徴される航行の自由をめぐる摩擦があるとしても、中国が政治的軍事的
にその影響力を増大させていくことについての現実主義的な判断もなされている。よって、
中国を排除したり、あるいは対中牽制色の強い「インド太平洋」協力ではない協力のあり
方を示そうとしているといえよう。 

米中対立の激化やそれに伴う域外国の働きかけの活発化による ASEAN の影響力の低下
への懸念を背景とし、ASEAN の中心性と包含性を強調する、という AOIP で示されたイン
ド太平洋協力の基本的な路線は、若干の修正はありながらも、インドネシアが 2018 年から
2019 年初頭にかけて様々な場で提示していたインド太平洋協力のあり方を踏襲している。
ただし、一つ留意すべき点がある。AOIP の中では、パラグラフ１の冒頭をはじめとして、
「Indo-Pacific」という一つの戦略空間を想起させる地理的名称とともに「Asia-Pacific and 

Indian Ocean regions」という地理的名称も使われていることである。これは少なくとも AOIP

策定時において、「インド太平洋」という戦略空間の存在意義そのものをめぐる温度差が
ASEAN 諸国内で存在したことを示唆しているのかもしれない。これは、中国が「インド太
平洋」という地理的概念が対中牽制という要素を内包するものであるとして未だ積極的に
受け入れてはいないことへの一定の配慮であるとも考えられる27。 

 

（２）AOIPをめぐる ASEAN の温度差 
具体的な協力項目から見る AOIP の特徴を考察する前に、ASEAN 各国の利害関心や米中

との距離感は多様であり、それを反映して「インド太平洋協力」への各国の期待や関心（な
いし無関心）も多様であること、それが文書の取りまとめの過程で様々な形で現れたこと
について見ておきたい。まず、すでに触れたように、インドネシアのインド太平洋協力へ
の積極的なテコ入れは、海洋安全保障協力への関心や、「世界海洋安全保障軸」といった
自国を海洋大国として打ち出そうというジョコ政権の政策的な志向性に支えられている。
それに対し、タイをはじめとするメコン諸国は、メコン地域のインフラ整備その他の開発
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に関して、中国からの投資や援助のみに依存しないための選択肢として日本の FOIP への
期待を寄せているという側面がある。タイの場合、2019 年の ASEAN 議長国として、この
文書をなんとかとりまとめなければ国家の威信に関わるという動機もあっただろう。さら
に、シンガポールは、米中のどちらにも寄らないということについて最も敏感であり、そ
の観点から、対中牽制を含意するインド太平洋協力には消極姿勢を示していた。 

ジャカルタ・ポストの報道によれば、バンコクでの AOIP の発出直前に、シンガポール
から AOIP についてさらなる協議をするべきであるとの意向が示され、何を協議すべきか
を問うてもその内容は具体的に明示されなかったという28。タイの著名なジャーナリスト
である Kavi Chongkittavorn のバンコク・ポストへの寄稿によれば、シンガポールは AOIP

に代わるタイトルを求め、また、AOIP に含むべき具体的な協力項目の中に「オープンスカ
イ」を加えるべきであるという要求をしていたという29。シンガポールのこの要求により、
最終的には項目の中に「シームレス ASEAN スカイ」を加えることになったというが30、シ
ンガポールの AOIP への躊躇はより本質的なものであったと考えられる。すなわち米中ど
ちらかを選択することを避けたいとの強い意向を持つシンガポールが、どのような内容を
付与するにせよ「インド太平洋」という用語を冠した概念を出すこと自体が、ASEAN がア
メリカ寄りになっているという印象を与えかねないことを強く懸念したことに起因してい
よう31。 

また Kavi によれば、AOIP を巡るもっとも深刻な対立は海洋安全保障をめぐってのもの
であったという。カンボジアのプラック・ソコン（Prak Sokhonn）外相は、AOIP の海洋安
全保障協力の項目の中から、「航行・航空の自由」を削除すべきであると主張した。それ
に対し、シンガポールのバラクリシュナン外相が、ASEAN 外相会議共同コミュニケをはじ
めとするこれまでの文書で常に ASEAN は「航行・航空の自由」を支持してきたとしなが
らカンボジアにその要求を取り下げさせたのだという。こうしたカンボジアからの要求は、
2012 年にカンボジアが議長国であった際に、南シナ海問題について中国の意向をくんで采
配しようとしたがゆえに ASEAN 外相会議史上初めて共同コミュニケを採択できなかった
出来事を想起させる32。 

 

（３）開発アプローチの強調 
こうした ASEAN 諸国のインド太平洋協力への多様なスタンスと温度差は、AOIP で示さ

れた具体的な協力項目の全体的な特徴に現れている。表１に見られるように、AOIP で提示
された協力分野は（１）海洋協力（２）連結性（３）SDGs（４）経済その他の協力と 4 つ
の分野に分類され、その分類ごとに具体的な協力項目が挙げられている。 
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AOIP で示された具体的な協力項目から、インド太平洋協力の特徴はいくつか指摘でき
る。第一に、基本的にはインドネシアから提示されていた具体的な協力分野を踏襲しつつ
も、さらに総花的になっているということである。すなわち（１）から（３）まではすで
にインドネシアのインド太平洋案に盛り込まれていたものであるが、しかし、（４）が入っ
たことで、その協力の幅は良くも悪くも広がっている。第二に、ほとんどの協力項目は、
すでに ASEAN の中で議論され、また一部が開始されている項目であり、それそのものに
目新しさはないということである。そうした ASEAN 協力で推進が目指される項目をイン
ド太平洋規模に拡大するという点に新規性があると言えるかもしれないが、ASEAN はこ
れまでも ASEAN として行う協力に対して日本、中国、アメリカ、オーストラリアなど主
要な域外国からの協力を仰いでおり、その意味で特に新しい点はあまりない。第 3 に、イ
ンド太平洋協力を進めるための新たな地域制度・枠組みの提示はなされていない。そして
最後に、第一の特徴とも関連する最も重要な特徴は、協力項目の中で大きな比重を占める
のは連結性強化、SDGs、経済その他協力に見られる経済的・機能的協力であり、いわば開
発主導のアプローチを打ち出していること、そのために特にインドネシアが重要性を強調
していた海洋安全保障分野の協力の比重が下がっていることである33。すなわち ASEAN か
ら指示されたインド太平洋協力は地域安全保障環境を厳しいものにしている米中対立をは
じめとする安全保障主導の現象からは距離を置き、もっぱら機能的協力を蓄積することで
この地域の安定と繁栄を図る、という志向性を帯びている。そして東南アジアおよびイン
ド太平洋における大きな懸案である、南シナ海問題をめぐる伝統的安全保障をめぐる対立
の緩和や解決に繋がり得るような具体的な協力項目は示されていない。 

 

表 1 Outlook で示された具体的な協力分野 

海洋協力 

・紛争の平和的解決に向けた協力、海洋安全および安全保障の推進、
航行と航空の自由、国境を越える犯罪（人身売買、違法薬物、海
賊、船に対する略奪など） 

・海洋資源の持続可能なマネージメント、海洋連結性の推進、沿岸の
共同体の保護および小規模の漁業共同体への支援、海上商業の推進 

・海洋汚染、海面上昇、海洋デブリへの対応、海洋環境および生物多
様性の保護、グリーン・シッピングの推進 

・海洋技術協力 
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連結性 

・MPAC2025 の強化、インド太平洋地域の繁栄と発展を促す重要な優
先領域の協力 

・インド太平洋におけるインフラ整備など連結性プロジェクトを進め
るためのリソースを調達するための地域における官民協力（PPP） 

・IORA、BIMSTEC、BIMP-EAGA、ACMECS などのサブリージョナル
協力フレームワークとの潜在的なシナジーについての調査 

・シームレス・ASEAN スカイ実現への努力 

・人的（people-to-people）連結性強化 

・ASEAN スマートシティネットワーク（ASCN）イニシアティブを通
じた急速な都市化がもたらす諸問題への取り組み 

SDGs 

・デジタルエコノミーの活用などを通じての SDGs の達成に向けた貢
献 

・ASEAN 共同体ヴィジョン 2025 と SDGs など地域の発展アジェンダ
と SDGs との補完性および連携性を高める 

・ASEAN 持続的開発研究センターとの協力や地域における他の適切な
機関との協力 

経済その他の協力 

・南南協力 

・貿易円滑化、物流インフラおよびサービス 

・デジタルエコノミー、国境を越えるデータフローの円滑化 

・極小（micro）および中小企業 

・科学、技術研究およびスマートインフラ 

・イノベーション 

・経済統合の深化、金融の安定性と強靱性の強化（ASEAN 経済共同体
ブループリントおよび RCEP などの自由貿易協定などを通じて） 

・極小（micro）および中小企業を含むプライベートセクターの発展
（これらが地域およびグローバルなバリューチェーンへの参加を可
能にする） 

 

（４）AOIP 後の ASEAN 諸国からの「インド太平洋」への目線 
AOIP 発出後、ASEAN 各国がインド太平洋という概念やそこでの協力をどう捉えている

か、ということを分析するための一つの資料として、シンガポールの東南アジア研究所
（ISEAS）が毎年刊行している The State of Southeast Asia を取り上げたい34。 

この年次レポートにおいては、東南アジアにおける様々な政治的、経済的、国際的事象
や課題についての政府関係者、経済人、メディア関係者、知識人・専門家といったその国
の政策に影響を与える層に対し、様々な質問項目に対するアンケート結果を掲載している。
昨年１月に発表された 2019 年版、今年１月に発表された 2020 年版における質問項目の一
つに「インド太平洋をあなたはどう見るか」、という項目が入っている35。ASEAN 全体で
見ると、「インド太平洋は新たな地域秩序についての現実的 viable なコンセプトである」
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と答えたのが 2019 年版では 17.2%なのに対し、2020 年版では 28.4％と増えている。それ
に対し、このコンセプトは不明瞭であり、さらに詳細を詰める必要があると答えたのが
2019 年には 61.3%なのに対し、2020 年には 54.0%と減っている。さらに、インド太平洋概
念はやがて消え去るとする人の割合は 2019 年には 11.8％なのに対して、2020 年には 13.3%

である。また、この概念は地域秩序における ASEAN の地位低下につながるとしている人
も 2019 年は 17.3%、2020 年は 22.6%と増えてしまっている。このように、AOIP の発出に
も関わらず、インド太平洋について肯定的に見る見方に比べ、まだこれについて懐疑的な
立場をとる人々の割合の方が ASEAN 全体で見た場合かなり大きいことは留意しておく必
要がある。特に、インド太平洋というコンセプトがまだ不明瞭と回答するパーセンテージ
がいまだに 5 割を超える、という事実は無視できない。 

また、国別で見た場合気になるのは、ASEAN においてインド太平洋協力の検討を牽引
し、AOIP 策定で主導力を発揮したインドネシアでも決してインド太平洋への見方はそれ
ほどポジティブでもないということである。2020 年版において、インド太平洋というコン
セプトが新たな地域秩序に関する現実的なオプションと答えたのは三割を超えるが、イン
ド太平洋概念がまだ不明瞭でさらに詳細を詰める必要があると答えた人も実は五割を超え
ている（56.8％）。シンガポールからはもっと厳しい数値が示されている。インド太平洋コ
ンセプトが現実的なオプションと答えたのは 2020 年でも 14.4%に過ぎず（2019 年には
8.7%）、このコンセプトがいまだ不明瞭と答えたのは 73.0％と７割を超える（2019 年には
72.4%だったので、微増したことになる）。インド太平洋コンセプトが現実的なオプション
と答えたパーセンテージがもっとも大きかったのはタイであり、41.7％に上る。2019 年で
は 12.5%だったので大幅に数値が上昇したと言える。また、このコンセプトが不明瞭と答
えたのは 2020 年において 46.9％であり、決して低い数値ではないが、前年が 67.0％だっ
たのに比べればかなり低くなった。ただそうだとしても、AOIP 策定過程を大きく左右した
インドネシア、シンガポール、タイにおいても、インド太平洋概念が各国の政治・経済エ
リートらから全般的に懐疑的な目を向けられていることを、このアンケート結果は示唆し
ている。ちなみにインドネシアにおいてインド太平洋というコンセプトが消えゆくと答え
た人の割合は 2020 年版で 23.0%、前年の 9.7％より激増している。 

面白いのは、一般的に中国寄りと言われているカンボジア、ラオス、ミャンマーのアン
ケート結果が、格段にインド太平洋概念に対して厳しいというわけでもないことである。
インド太平洋というコンセプトが新たな地域秩序に関する現実的なオプションであるかど
うかという質問に対して、2020 年版においてカンボジアは 19.2%とこの三つの国の間では
最も低い（しかしシンガポールよりは高い）が、ラオスは 30.4％、ミャンマーは 31.2%と
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ASEAN 全体より高い。また、インド太平洋概念は不明瞭でさらに詳細を詰める必要がある
と答える割合も、2020 年でカンボジアが 42.3%、ラオスは 39.1％、ミャンマーは 40.2%と
なっており、いずれも ASEAN 全体よりも低い。 

このアンケートは、AOIP の発出後であっても、ASEAN 諸国からのインド太平洋への期
待値が全般的にはそれほど高くないということともに、この概念に向けられた ASEAN か
らの視線の多様さ、複雑さを示している。例えばインドネシアのインド太平洋への、想定
されるよりも厳しい目線は、AOIP が基本線としてはインドネシアから提示された案を踏
襲していたとしても、インドネシアの中で最も期待されていた海洋安全保障協力や海洋安
全保障環境の安定化といった懸案について、AOIP では十分には対応できないのではない
かという懸念に最も正面から向き合っているからかもしれない。また、タイからの評価が
相対的にポジティブなのは、AOIP 発出によって ASEAN 議長国としての役割を達成できた
ことへの満足感とともに、前述したような中国への過度の依存を避けるための方策として
の期待感の表れとも解釈できる。また、カンボジアをはじめとする「中国より」とされる
国々の反応は、これらの国でも中国への過度の依存を避けたいと考えていることの証左か
と考えられる。ただ、カンボジアに関しては、インド太平洋は、結局は対中牽制の志向を
内包しているという点では「不明瞭」ではなく、よって詳細をさらに詰める必要はないと
判断する人が多いということなのかもしれない。ちなみにインド太平洋は中国牽制を目的
とする、と答えた割合は、カンボジアが最も高く 38.5%に登る（ASEAN 平均は 23.2%）。 

 

おわりに 
AOIP 発出後も、中国やアメリカはそれぞれ ASEAN への働きかけをますます強めてい

る。その中で ASEAN はなんとか、米中どちらにも組しない、という対域外国に対する伝
統的な等距離戦略を維持しようと努めている。例えば 2019 年 8 月にはアメリカのポンペ
オ国務長官が ASEAN との外相会議の際に、アメリカの提示する FOIP での協力を呼びか
けたが、ASEAN は対中牽制色の強いアメリカの FOIP には慎重な態度をとった36。他方、
ASEAN は 2019 年 9 月にはアメリカ海軍との初めての軍事演習を行った37。ASEAN はすで
に 2018 年 10 月に中国との初の合同軍事演習を行っており、それとのバランスを考えての
演習であると考えられる。 

AOIP は、米中対立が激化する中でも ASEAN とすべての主要な域外国を巻き込み、「対
話と協力の空間」を形成することで ASEAN の自立性を維持し、また地域秩序における
ASEAN の求心力を維持する、またこれまでの ASEAN における協力や協力に関する様々な
議論を踏まえた上で、ASEAN 中心でインド太平洋協力を展開する、という意思を ASEAN
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として示せた、という意味で評価できる。また、議論を主導したインドネシアが海洋安全
保障協力への強い関心を抱いていたにも関わらず、AOIP が開発主導アプローチを示した
ことはアメリカや中国へのそれぞれの距離感が多様であり、またインド太平洋に開発協力
を期待する声も存在する中で、ASEAN 諸国が AOIP 発出へのコンセンサスに達する上で、
そこが落とし所であったとも考えられる。この文書において示された経済的機能的協力を
どこまで実行に移せるか、また実行するだけの有効なスキームを（EAS などを活用するに
せよ）構築するかは、AOIP がインド太平洋の繁栄への寄与の度合いを決定づけるだろう。 

ただ、AOIP の本質的な重要性は、そうした経済的な繁栄の基礎となる平和と安定にも
ASEAN がいかに主体的なアクターとして寄与できるか、にある。すなわち AOIP で示され
たインド太平洋協力を通じ、ASEAN の求心力低下を食い止め、ASEAN にとって望ましい
安全保障環境の現出にどこまで貢献できるのか、が大きな課題である。その意味で、ASEAN

のインド太平洋協力が、米中対立という極めて戦略的安全保障環境の現実から距離を置い
て戦略色を弱め、もっぱら開発アプローチのみに特化していくことは、ASEAN の望む地域
秩序の現出を実現する上では不十分である。ASEAN 諸国が東南アジア及びインド太平洋
の海洋安全保障環境における主体的なアクターとして影響を及ぼすためには、AOIP の協
力分野のうち、連結性強化、SDGs、経済その他の協力とともに、海洋安全保障協力へのテ
コ入れが特に必要となる。 

日本は AOIP を支持する立場をとるとともに、ASEAN 諸国に対する安全保障協力の強化
を提唱している。河野太郎防衛大臣は、2019 年 11 月のバンコクにおける日 ASEAN 防衛
大臣会合の際、AOIP への支持を表明するとともに、日本との FOIP とのシナジー効果に
よって双方にとって望ましいインド太平洋の国際環境を実現するため、2016 年に策定した
日 ASEAN 防衛協力の指針であるビエンチャン・プランの改訂版である「ビエンチャン・
プラン 2.0」を発表した38。また茂木敏光外務大臣は、2020 年 1 月に ASEAN 事務局で講演
した際、AOIP を全面的に支持することを明示し、AOIP の示すインド太平洋が日本が望む
それと重なることを強調し、そうした新たなインド太平洋を実現するための日 ASEAN 協
力の具体的項目の一部に、海上保安・海上法執行やサイバー防衛の人材育成を挙げた39。こ
うした日本と ASEAN との間の安全保障協力の強化は、インド太平洋に力による現状変更
を許容せず、法の支配のもとで安定した秩序を打ち立てるという目的のもとで、常に協議
と連携を重ねながら、積み重ねていくことが望ましい。持続的な協議と連携を可能とする
仕組みづくりも今後検討していく必要があろう。 
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第７章 東南アジアでの能力構築における日本・米国・オースト
ラリアの取組み 

 

神保 謙 
 

序論 
海洋安全保障および東南アジア沿岸各国の能力構築は、日本、米国、オーストラリアに

よる地域安全保障に関する取組みの柱の一つとなった。東南アジアにおける取組みの発端、
構想、範囲は日米豪で大きく異なるものの、これらの国は以前にも増して海洋における能
力構築に関して政策目的と手法を共有するようになっている。能力構築支援の主たるス
キームは、日米豪が個別に実施するものであるが、近年では日米豪が互いに政策調整をし
たり、2 国間プラス 1（日米＋ASEAN、日豪＋ASEAN、米豪＋ASEAN）、あるいは 3 国間
にプラス 1 を加える（日米豪＋ASEAN）といった協力の機運も高まりつつある。 

本章では主として東南アジアにおける海洋での能力構築に対する日米豪それぞれのア
プローチを分析し、近年の能力構築支援の傾向を明らかにする。そしてまた、それぞれの
国による 2 国間の取組みが少数国間、3 国間協力にもたらし得る相乗効果にも焦点を当て
る。最後に「非対称均衡」に基づく海洋秩序の実現が望ましい政治目標であると論じ、日
本、米国、オーストラリアに対して提言を行う。 

 

東南アジアでの日本による能力構築 
東南アジア諸国連合（ASEAN）と日本との関係を長きにわたって支えたのは、日本の積

極的な経済進出によって深化した ASEAN との経済的相互依存関係だった。日本の大規模
な海外直接投資（FDI）が過去数十年間にわたって累積した結果、ASEAN は日本企業及び
日本企業がアジア地域に展開した合弁企業の生産ネットワークの拠点となった。 

1977 年 8 月には福田赳夫元首相がマニラで「福田ドクトリン」として受け継がれること
となる演説を行った1。同演説に示されたように、日本は東南アジアにおいて軍事的な役割
を慎重に制約しつつ、ASEAN の結束と強靭性を支援することで東南アジアの平和と繁栄
に寄与してきた2。こうした原則は、歴代の政権がその思想的な傾向とは無関係に、踏襲さ
れた対 ASEAN 政策の原型となった3。 

しかし、近年の日本の対東南アジア政策は、主に中国の台頭や海洋における影響力の拡
大に伴い、海洋安全保障を優先課題に置いた再構成がみられるようになる。日本の政策上
の焦点は海賊対処や海上交通路の安全確保といった目的に加え、特に東南アジア諸国の海
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上安全保障分野での能力構築支援を通じて、同諸国の海洋状況把握（MDA）を強化する為
の措置が強化されるようになった4。 

海洋における能力構築支援という概念が初めて登場したのは 2010 年 12 月の防衛大綱で
ある5。同大綱は、アジア太平洋地域の安定の維持に向けて「日本は域内協力枠組みの構築・
強化や域内諸国の能力構築支援に取り組む」とした。これを受けて防衛省は 2011 年 4 月に
国際政策課内に能力構築支援室を新設した6。比較的少ない予算とともにスタートした能力
構築支援室は、（1）人道支援および災害救助（HA/DR）、（2）地雷除去、（3）軍事医学、（4）
海洋安全保障、（5）国連平和維持活動の 5 つの分野に活動の軸を置いている7。防衛省の能
力構築支援は当初、人材育成を中心とした、控えめで「ソフト」なアプローチとなってい
た8。2012 年には自衛隊がカンボジアならびに東ティモールへと派遣され、道路補修や車
両整備の分野において人材育成支援を実施した。また、ベトナム、インドネシア、モンゴ
ルでも短期のセミナーを開催した。 

日本の外務省もまた、「ODA の戦略的な活用」を通じて、東南アジアにおける海洋での
能力構築を推し進める姿勢をとるようになった。2006 年 6 月、日本は ODA を通じて巡視
船 3 隻をインドネシアに無償供与している。日本はこの際、供与する巡視船から武器シス
テムを取り除き、巡視船の用途をテロ対策および海賊対処活動に限定することで武器輸出
三原則が適用されないよう細心の注意を払った9。2009 年には海洋の安全および安全保障
への使用を目的として、日本国際協力機構よりフィリピン沿岸警備隊（PCG）に対して高
性能装備が譲渡された10。この枠組みのもとで日本から譲渡された装備には、衛星通信シ
ステム、VHF/HF 無線システム、マイクロ波通信システム、複数の拠点に置かれる送受信
機器が含まれる。2002 年以来、海賊対処活動の訓練を目的として日本の海上保安庁から
フィリピン沿岸警備隊に職員が派遣されており、これらの職員は日常的にマニラにある
PCG 本部で勤務していることから、より広義の目的を持つ能力構築についても相談を受け
ている11。2006 年、日本はカンボジアが主要な国際港の警備施設や装備を向上させる際に
支援を行った。同様に、東南アジアの ODA 受入国における港湾や空港、発電所、道路、通
信システムといったインフラに関する様々なプロジェクトも、安全保障上の能力構築支援
と結び付けられる12。 

「ODA の戦略的な活用」にとって最も重要なベンチマークとなったのは、海上保安庁所
有の船 10 隻をフィリピンに供与するとした決定である13。2012 年 2 月、玄葉光一郎外務大
臣は明確に海洋安全保障を意識した講演を行い、「このような我が国の安全保障上も重要
な課題の推進に当たって、ODA などを一層戦略的に活用していく方針です。具体的には、
シーレーンの安全確保、テロ・海賊対策の為の巡視艇の供与を含む沿岸途上国の海上保安
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能力向上などがこれにあたります」と語った14。フィリピン沿岸警備隊に対して ODA を通
じて巡視艇 10 隻を供与するとした日本の決定は、東南アジアにおける海洋での能力構築
の推進に取り組むという日本の決意を最も顕著に表したものだと考えられてきた。 

2012 年の総選挙が自由民主党の圧勝に終わると、安倍晋三内閣のもとで能力構築はさら
に推進され、日本の安全保障戦略にも明確に組み込まれるようになった。2012 年 12 月に
発表された日本にとって初めてとなる国家安全保障戦略（NSS）には、海洋秩序、宇宙、
サイバー空間の分野において「日本は能力構築支援を積極的に行う」と記された15。同文書
はまた、ODA や能力構築支援が安全保障に関わる分野での切れ目のない支援に寄与すると
位置付けた。さらに防衛大綱（2013）は日本による能力構築の取組みの目的を次のように
明確にした。 

 

・東南アジア諸国等の域内パートナー国との関係をより一層強化し、共同訓練・演習や能
力構築支援等を積極的に推進する。 

・能力構築支援の推進：自衛隊の能力を活用し、平素から継続的に人材育成や技術支援等
を通じて途上国自身の能力を向上させることにより、主としてアジア太平洋地域におけ
る安定を積極的・能動的に創出し、安全保障環境の改善を図る。 

・海洋安全保障の確保：海洋国家として、平和と繁栄の基礎である「開かれ安定した海洋」
の秩序を強化することは極めて重要であることから、海上交通の安全確保に万全を期す。
また、関係国と協力して海賊に対応するとともに、この分野における沿岸各国自身の能
力向上の支援、我が国周辺以外の海域における様々な機会を利用した共同訓練・演習の
充実等、各種取組みを推進する。 

 

安倍内閣が、長年にわたって存在してきた武器輸出三原則を大幅に緩和したことから、
その概念自体は控えめに定義されてきたものの、日本による東南アジアでの能力構築は今
後さらに推し進められる可能性がある。2014 年 4 月 1 日、日本政府は防衛装備や技術の海
外への移転に関する新たな原則として、「防衛装備技術移転三原則」を策定した16。この新
たな原則は、（1）平和貢献および国際協力の積極的推進、あるいは（2）日本の安全保障に
資する場合において防衛装備の移転を認めるとしている。新三原則の策定を受けて、日本
は、東南アジア諸国への防衛装備および技術の移転に関してこれまでよりも広い選択肢を
得ることとなった。 
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東南アジアでの米国による能力構築支援 
米国はかねてより、同盟国やパートナー国の能力向上を支援するという姿勢をとってき

た。冷戦時代、西ヨーロッパ、ギリシャ、韓国、そして東南アジアで始まった安全保障援
助プログラムは、米国の対外関与戦略の主要な構成要素であった。国防安全保障協力局（前
身は 1961 年設立の国防安全保障援助局）は同盟国やパートナー国に対して財政的および
技術的な支援のほか、軍事品、訓練や役務を提供し、それらの国の軍部との関わりを強化
した。安全保障援助プログラムの最たるものが対外有償軍事援助（FMS）と国際軍事教育
訓練計画（IMET）である。 

東南アジアにおいては、安全保障援助の主たる構成要素は、フィリピン（1951 年に米比
相互防衛条約署名）やタイ（1954 年に東南アジア条約機構の一員として、そして 1962 年
にタナット・ラスク共同声明で確認）といった同域内の同盟国の能力を向上させることで
あった。冷戦時代のアジアにおける米国の安全保障上の関与にとって最も重要なベンチ
マークの１つが、1969 年にニクソンドクトリンという形で発表された。米国は「軍事的お
よび経済的援助を提供する」一方で、「直接脅威にさらされている同盟国自身が自国の防衛
に責任を持つことを期待する」としたのだ17。 

21 世紀に入り、東南アジアに対する米国の能力構築に関するアプローチは 2 つの際立っ
たダイナミクスにより焦点を定め直すこととなった。第一は、国防省が主導する安全保障
援助に関する改革である。2007 年、米国の海上部隊である海軍、海兵隊、沿岸警備隊は初
めて統一の海洋戦略を策定し、その中で能力構築を通じたパートナー諸国との協力的関係
の醸成および維持における、海軍、海兵隊、沿岸警備隊が一体となったアプローチを強調
した18。４年毎の国防計画見直し（2010）は、米国の安全保障援助の枠組みは共産主義陣営
に対抗する為の長期的な関係の維持を意識して設計されたものであり、意思決定やリソー
スの準備に数か月ないしは数年かかると指摘した19。同文書はまた、パートナー諸国の能
力構築には省庁をまたいだ、よりカスタマイズされた政府が一丸となったアプローチが必
要だと訴えた。ロバート・ゲイツ国防長官は、主にテロリズムの蔓延と弱小国家の不安定な
統治が安全保障上の脅威に繋がっている現状を受け、「諸外国の統治および安全保障能力の
向上を、米国の国家安全保障戦略の重要な要素としなければならない」と繰り返した20。 

第二は、オバマ政権によるアジア太平洋「リバランス政策」である。この政策の軍事的
側面は、2012 年 1 月に公開された国防戦略指針にて具体化された21。レオン・パネッタ国
防長官は「米軍はアジア太平洋地域におけるプレゼンス、戦力投射、抑止力をより一層強
化することに焦点を当てて、同時に量的拡大を目指す」と記者会見の場で話し、続く 2012

年 6 月のシャングリラ会合においても「海軍は現在太平洋と大西洋でおよそ 5：5 にわけ
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ている戦力を、2020 年までに 6：4 となるよう再構成する。つまり、空母のうち 6 隻と、
巡洋船、駆逐艦、沿海域戦闘艦、潜水艦の大部分がこの地域に集まることになる」と繰り
返した22。同長官はその後、米国はこの域内の国との間の同盟関係やパートナーシップの
近代化および強化に取り掛かると強調した。日本や韓国、オーストラリア、フィリピン、
タイといった伝統的な同盟国との関係強化に取り組む一方で、米国は、インドやシンガポー
ル、ニュージーランド、インドネシア、ベトナムといった新しい国との安全保障上のパー
トナーシップの構築にも投資している。リバランス政策に関わる一連の発表のなかでも最
も影響力が大きいとされるのは、海兵隊のダーウィン（オーストラリア）へのローテーショ
ン駐留、沿海域戦闘艦のシンガポールへの配置、フィリピンとの軍事関係の強化の 3 つで
ある。 

国防省が主となるリバランシング政策で重きが置かれたのは、共通の利益の実現を目的
とした「集団的な能力と器量を保証する」うえでの、地域安全保障の土台として既存の同
盟関係が果たす役割と、アジア太平洋全域で台頭しつつあるパートナー諸国との安全保障
上のパートナーシップのネットワークを拡大させることの重要性である。リバランスに関
する取組みの最大のテーマが、域内の同盟国やパートナー諸国間の連携を強化させ、地域
の能力を確固たるものにすることにあるのは明白である。 

 

フィリピンのケース 
フィリピン国内にあった全ての米軍基地は 1992 年に閉鎖されたものの、米比の安全保

障上の関係は、共同での対テロ作戦や海洋ドメインにおける中国の台頭に対する防御を通
して活性化された。オバマ政権下での、とりわけ東南アジアを念頭に置いたアジアへの回
帰政策によって、米比関係は新たに注目を集めることとなった。米国が東南アジアにおい
て対テロ戦争を展開するにあたりフィリピンが重要な拠点となったことから、2000 年代の
米国によるフィリピンへの軍事援助は対テロ能力の構築に焦点を当てたものがほとんどで
あった。10 年近くにわたって、米国とフィリピンの共同演習や作戦はイスラム系テロ組織
の勢力を抑えつけることを目的として主に西ミンダナオ島やスールーで行われてきた。 

しかし、米国によるフィリピンへの軍事援助の焦点は南シナ海での海洋における潜在的
な脅威へとシフトし始めた。このような援助はより一層の共同訓練や演習、対外軍事援助
といった形や、フィリピン軍（AFP）を通して活性化されている。共同演習であるバリカ
タン（BALIKATAN）には 2010 年代から海洋要素が加えられ、2012 年のバリカタンでは、
複数の国が領有権を主張する南沙諸島とフィリピン最大の海底油田から近いパラワン島沖
にて、共同戦闘訓練が実施された23。協力海上即応訓練（CARAT）と水陸両用上陸作戦訓
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練（PHIBLEX）は、米国海軍と東南アジアの数カ国が海上哨戒や人道支援・災害救助に関
する能力の向上を目的として訓練を行ううえで重要なプラットフォームとなっている。 

米国とフィリピンは 2011 年、（1）装備の取得、ならびにフィリピン軍が現在所有する軍
需品の大規模な改装と整備を含む、フィリピン軍能力向上プログラム（CUP）への米国に
よる財政支援、（2）フィリピン軍による監視、通信、阻止能力を底上げする為、南部沿岸
監視隊への 4000 万ドルの追加供与を通じて海洋安全保障におけるフィリピン軍の能力を
向上させることに合意した24。また、FMS の枠組みを通じて、沿岸警備隊のハミルトン級
カッター2 隻がフィリピン海軍へと譲渡された。2013 年 12 月にはジョン・ケリー国務長
官が、3 年間で総額 4000 万ドルがグローバル安全保障緊急基金（GSCF）を通じてフィリ
ピンに対して拠出されるプログラムの実行を発表した。プログラムは海洋安全保障や海上
状況把握の向上のほか、南フィリピンにおける法執行機関の対テロ能力の構築に用いられ
るとされている25。 

2014 年 4 月下旬、米国とフィリピンは米比防衛協力強化協定（EDCA）に基づく枠組み
合意に調印した26。同協定は「まずは能力ギャップを埋め、長期的には（フィリピン軍の）
近代化を推し進め、一層の海上安全保障、海上状況把握、人道支援・災害救助にかかる能
力の整備と発展を手助けすることで」フィリピン軍を支援すると謳う。 

 

ベトナムのケース 
ジョン・ケリー国務長官は 2013 年 12 月、東南アジアにおける海洋での能力構築を前進

させることを目的とした新たな地域および 2 国間支援にまずは 3250 万ドルを拠出すると
約束した27。2014 年にベトナム沿岸警備隊へ供与された高速巡視船 5 隻も含め、米国は捜
索救助や災害対応等の為として早急に最大で 1800 万ドルを拠出するとしている。既存の
プログラムには、マラッカ海峡周辺での海賊への対処、フィリピン、インドネシア、マレー
シアの 3 カ国が近接するスールー海南部を舞台とした国境を越えた組織犯罪やテロの脅威
への対処、タイランド湾イニシアチブを通じた情報共有ならびに専門家訓練の拡大といっ
た取組みがある。 

 

オーストラリアによる東南アジアでの能力構築 
第 2 次世界大戦後、オーストラリアは東南アジアにおける安全保障上の課題に積極的に

関与してきた。1950 年のコロンボ・プランの発起人として、また、1954 年に発足した東南
アジア条約機構（SEATO）の加盟国として、オーストラリアはこの地域の防衛を目的とし
た共通の取組みにコミットしてきた。東南アジア条約機構の枠組みのもと、オーストラリ
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アはタイやフィリピン、そして南ベトナムに軍事援助を提供した。また、マラヤに駐屯し、
東南アジアの包括的な防衛の重要な一翼を担う英連邦戦略予備軍に、オーストラリア陸軍、
海軍、空軍から兵力を提供したこともある28。さらにオーストラリアはベトナム戦争に兵
力を拠出した主要国の 1 つで、6 万人弱のオーストラリア兵士が戦場に派兵された。 

オーストラリアが東南アジアの防衛に関与する為のもう 1 つの制度化されたツールとし
て、1971 年にオーストラリア、マレーシア、ニュージーランド、シンガポール、英国の 5

カ国間で発足した 5 カ国防衛取極（FPDA）がある。1970 年代初頭に発表されたニクソン
ドクトリンへの対応として、オーストラリアは部分的に ASEAN に関与することで、防衛
に関する利益に対する地域の足並みを揃えようとした29。主に FPDA を通じて、オースト
ラリアはまた、東南アジア諸国と 2 国間あるいは複数での定期的な訓練や演習を始めた。
参加国の軍同士の相互運用性を高め、能力の向上を図るバリサマシールドも FPDA の枠組
みのもと実施される演習の１つである。FPDA 以外では、タイ海軍とオーストラリア海軍
の間の相互運用性を高め、海上での戦闘技術の精度を上げることを目的として 2 年に 1 度
実施される共同訓練、オースタイ（AUSTHAI）がある。 

今日、オーストラリア軍は地域の海洋安全保障の為の能力構築に積極的に関わっている30。
オーストラリアは多様な 2 国間や多国間での演習や作戦への参加を推進してきたほか、人
材訓練の実施にも力を入れてきた。オーストラリアの海洋における能力構築への関与を語
るうえで欠かせないものの 1 つに、太平洋巡視船計画（PPBP）を通じた取組みがあげられ
る。この計画は、200 海里の排他的経済水域（EEZ）を定めた海洋法に関する国際連合条約
（UNCLOS）を受けて、1980 年代に始まった31。1987 年から 1997 年の間、PPBP では 12 の
太平洋島嶼国に対して巡視船 22 隻、ならびに関連する訓練と後方支援を提供し、これらの
国々が抱える広大な海域を哨戒する能力の向上に寄与した32。オーストラリア政府は 2014

年 6 月、過去に譲渡した巡視船が耐用年数の終わりに近付いているとして、主にこれらの
船を新しいものと取り換えることを目的に、これら 12 の島嶼国に対する PPBP を更新する
と発表した33。これらの巡視船の武装は軽微なもので、中型機関銃以上が装備されている
ことは稀だが、海上での監視や哨戒、漁業の取り締まりには適している34。「オーストラリ
アによる PPBP は、太平洋地域、その他の地域での影響力拡大を目指す国家にとって 1 つ
のモデルとなるかもしれない」という声もある35。 

オーストラリアにとって、2 国間防衛関与は海洋における能力構築の重要な構成要素の
1 つとなっている。2012 年、海洋、対テロ、平和維持、人道支援・災害救助に関する既存
のプログラムの強化を目的とした防衛協力協定の締結を受けて、同国とインドネシアの
パートナーシップは格上げされた36。マレーシアのバターワース空軍基地にオーストラリ
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ア軍が常駐しており、これによってオーストラリア軍が東南アジアにおいて海上監視活動
や人道支援活動を実施できていることを考慮すれば、この 2 国の防衛関係にも唯一無二の
意義がある37。また、オーストラリアはフィリピンに対しても海上監視システム、国境管
理、港湾警備の分野で能力構築支援を行っている38。フィリピンの沿岸警備隊は、オースト
ラリアの造船会社・テニックス社が建造した 4 隻の捜索救難艇からなるサンフアン級哨戒
艇を調達して、2000 年から 2003 年にかけて就役させている。オーストラリアによるフィ
リピン沿岸警備隊海上災害対応ヘリコプター取得プロジェクトには、海上での事件、自然
災害、大惨事におけるフィリピンの海上災害対応能力を強化および拡大させることを目的
として、フィリピン沿岸警備隊の為に 7 機の海上災害対応ヘリコプターを調達することが
含まれている。 

 

日本・米国・オーストラリア 3カ国による発展 
東南アジアにおける海洋能力構築に対する東京、ワシントン、キャンベラのアプローチ

はその発端、動機、方法で異なるものの、これまで以上に運用概念の共有が見られる。 

オバマ大統領の 2014 年 4 月の来日にあわせ、東南アジアにおける日米の 2 国間協力に
ついて明確に言及した「ファクトシート:日米のグローバル及び地域協力」が日米両国に
よって発表された。このファクトシートには、日米両国が、沿岸警備隊への巡視船艇の供
与および港湾施設の整備を含めて「東南アジア諸国の海洋の安全および海上安全保障に関
する能力構築支援について連携することにコミットした」との記述がある39。また、日本と
米国の両国が ASEAN 加盟国の海洋の安全に関わる職員に対する教育および訓練の提供を含
む追加的な支援に関し、ASEAN と更なる協議を実施していることを明らかにしている40。 

2013 年 10 月に開かれた日米安全保障協議委員会（SCC：2＋2）の場において、日本と米
国は、東南アジアの沿岸各国がより的確に法を執行し、不正な取引や武器の拡散に立ち向
かい、海洋資源を保護できるよう、海上状況把握のほか、海洋の安全および海上安全保障
の為のその他の能力の構築においてこれらの国を支援することで連携していくと繰り返し
た。共同発表は「日本および米国は、東南アジアおよび世界において安全保障上の能力を
強化する為に共に取り組むことをコミットしている」とし、「アジア太平洋地域における
パートナーシップに基づく能力構築支援において、これまでの取組みを基に連携していく
ことを決定した。これらの取組みにおける協力は、地域のパートナーの安全保障上の能力
を高め、他国による防衛上及び法執行上の能力の構築を支援することにより、地域の安定
の確保に寄与する」と続けた41。 

日本－オーストラリア首脳会談でもまた、能力構築支援の重要性が強調された。「21 世
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紀のための特別な戦略的パートナーシップ」と名付けられた日豪両首相の共同声明は、「訓
練・演習の拡充、人的交流の拡張及び人道支援・災害救援、海上安全保障、平和維持、能
力構築及び米国と 3 カ国協力を通じて、2 国間の安全保障・防衛関係を深化させる」とし
た42。 

日米豪の 3 カ国首脳会談は、「3 カ国の首脳は、既に強固な 3 カ国の安全保障・防衛面の
協力を深化させるとともに、3 カ国の共同訓練、海上安全保障分野のキャパシティ・ビル
ディング及び海洋一般に関する意識向上、平和維持に関するキャパシティ・ビルディング
についての強化された協力を通じ、国際的な懸念に対処し地域の安定を促進する為の 3 カ
国の結集された能力を強化する堅い決意を表明した43。」 

 

結論 
東南アジアにおける海洋での能力構築支援において日米豪が歴史的にたどってきた道

は異なるものの、3 カ国によるアプローチにはこれまで以上のシナジーや相補性が見られ
る。 

3 カ国の政策が一致する部分を作り出す、2 つの内在する動向がある。まず、中国海警局
および中国人民解放軍海軍との拡大する能力ギャップを鑑み、東南アジア沿岸各国は早急
に海上哨戒および防衛力の強化を図る必要に迫られているということ。中国による素早い
海警局艦艇の出動、海上における法執行能力の強化、資源開発ならびに係争中の海域にお
ける人工島の建設は、ASEAN 諸国にとって「相手国に合わせた威圧」を成している44。東
南アジア諸国に対する海上および航空優勢を確固たるものにすべく、中国の海洋力ならび
に航空力の継続的な増強は今後も続くと見られる。 

次に、日米豪が共有する戦略的利益に基づいた海洋戦略の長期的なシフトは、この 3 カ
国が政策調整を行う機会を作り出した。前述の通り、東南アジアにおける日本の海上安全
保障上のプライオリティは、望ましい勢力の均衡の追求に基づいた、強い戦略に突き動か
されたものである。米国のリバランス政策は東アジア戦略戦域においても活動できる状況
の重要性を強調するとともに、同盟国や友好国に海上安全保障の為の能力構築を呼びかけ
る。南シナ海における航行の自由の確保に対するオーストラリアの戦略的というよりは標
準的なアプローチは、日米のアプローチに比べて依然主流である。しかし、オーストラリ
アが長年にわたって構築してきた東南アジアの沿岸各国との防衛上の結びつきは、多国間
防衛演習や訓練、装備協力の為の欠かせないプラットフォームとなっている。 

日本、米国、オーストラリアが東南アジアにおける海洋での能力構築について協力をよ
り一層強化させるうえで、次のことを提言したい。日米豪政府は次の分野での協力を増進
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させるべきである。 

 

海上状況把握 
まずは東南アジアの沿岸各国、そのなかでもフィリピンとベトナムに対して、より高性

能で、なおかつ共有できる海上での情報収集能力を供与すること。現在見られる南シナ海
での海上状況把握の欠乏は戦略のうえでも活動するうえでも問題である。近海を監視でき
る十分な装備を域内諸国が手にしない限り、この「霧」は事故や判断ミス、冒険主義を招
くことになる。 

日本、米国、オーストラリアは下記を実施する必要がある： 

－フィリピンの沿岸監視システムのアップグレード 

－情報を収集・処理・共有する能力の構築 

－沿岸警備隊の能力構築 

－情報・監視・偵察（ISR）能力の強化 

－ISR の為の航空力の強化45

 

－自動船舶識別システム（AIS）を利用した海上交通情報のリアルタイムでの共有 

－支援設備および通信システムの発展 

 

共通作戦状況図 
日米豪は東南アジアの沿岸各国との協力のもと、海洋ドメインにおいて共通作戦状況図

（COP）を共有できるようになる必要がある。これは 2 つの観点から重要である。まず、
南シナ海特有の「グレーゾーン」があり、その為、沿岸各国が共有できる共通作戦スキー
ムやノウハウがあるべきである。次に、同盟国の核心的利益が脅威にさらされた際に確実
に米国が強制外交および軍事的コミットメントを展開することで、「エスカレーション管
理」の重要性があげられる。 

 

戦略的融資 
日本による政府開発援助（ODA）、米国による対外有償軍事援助、オーストラリアによる

防衛協力プログラム（DCP）は、東南アジアにおける海洋での能力構築を強化させる為に
はより一層足並みを揃えなければならない。空港や港、道路、発電所、電気の供給、通信、
そしてソフトウェア開発といった ASEAN の重要なインフラの側面は、安全保障分野の大
切な、そして往々にして相性の良い構成要素である。財政支援、ならびに投資促進スキー
ムに関して日米豪の 3 国がうまく連携をとれるようになれば、これは無視できない力の倍
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増に繋がるだろう。 

 

非対称均衡に基づいた海洋安全秩序 
最後に、日米豪は、南シナ海での望ましい勢力の均衡に関してビジョンを共有しなけれ

ばならない。「法の支配に基づいた安定的な海洋秩序」からスタートすることは最初の１歩
としては優れている。しかし、この安定は勢力の均衡といった側面から支えられるべきも
のである。南シナ海で見られるかもしれない唯一の現実的なモデルは、「非対称拒否」の関
係である。中国が米国に対して接近阻止能力を獲得するなか、フィリピンおよびベトナム
の能力は、この 2 国が一丸となって力による現状変更を拒否した（リバース接近阻止・領
域拒否能力）時にその真骨頂が見られるのかもしれない。これは計画的に公平な分担とす
る必要はなく、強引で一方的な行動に対して好ましくない結果をもたらすコスト賦課能力
をある 1 つの国が獲得すれば、これは効果的な拒否能力となり得る。「非対称均衡」による
海洋の安定というモデルは、東南アジアの安定的な海洋秩序の新たなモデルとなり得る。 
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